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第 106回浜田地区広域行政組合議会定例会付議事件 

 

議 案 

議案第 1 号 浜田地区広域行政組合監査委員条例の一部を改正する条例について 

議案第 2 号 浜田地区広域行政組合介護保険条例の一部を改正する条例について 

議案第 3 号 浜田地区広域行政組合指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並び

に指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準を定める条例の制定について 

議案第 4 号 浜田地区広域行政組合指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及

び運営に関する基準を定める条例の制定について 

議案第 5 号 浜田地区広域行政組合指定地域密着型介護予防サービスの事業の人

員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の制定に

ついて 

議案第 6 号 浜田地区広域行政組合指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関

する基準等を定める条例の制定について 

議案第 7 号 令和 5年度浜田地区広域行政組合一般会計補正予算（第 3号） 

議案第 8 号 令和 5 年度浜田地区広域行政組合介護保険特別会計補正予算（第 4

号） 

議案第 9 号 令和 6年度浜田地区広域行政組合一般会計予算 

議案第 10 号 令和 6年度浜田地区広域行政組合介護保険特別会計予算 

 

 



議案第 1 号 

 

浜田地区広域行政組合監査委員条例の一部を改正する条例について 

 

浜田地区広域行政組合監査委員条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

 

令和 6 年 3 月 21 日提出 

 

                    浜田地区広域行政組合  

                     管理者 久保田 章 市  
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浜田地区広域行政組合監査委員条例の一部を改正する条例 

 

浜田地区広域行政組合監査委員条例（平成 9 年浜田地区広域行政組合条例

第 5 号）の一部を次のように改正する。 

第 3 条中「第 243 条の 2 の 2 第 3 項」を「第 243 条の 2 の 8 第 3 項」に改

める。 

附 則 

この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 2 号 

 

浜田地区広域行政組合介護保険条例の一部を改正する条例について 

 

浜田地区広域行政組合介護保険条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

 

令和 6 年 3 月 21 日提出 

 

                    浜田地区広域行政組合  

                     管理者 久保田 章 市  
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浜田地区広域行政組合介護保険条例の一部を改正する条例 

 

浜田地区広域行政組合介護保険条例（平成 15 年浜田地区広域行政組合条

例第 6 号）の一部を次のように改正する。 

第 3 条第 1 項中「令和 3 年度から令和 5 年度まで」を「令和 6 年度から令

和 8 年度まで」に改め、同項第 1 号中「3 万 9,600 円」を「3 万 6,036 円」に

改め、同項第 2 号中「5 万 5,440 円」を「5 万 4,252 円」に改め、同項第 3 号

中「5 万 9,400 円」を「5 万 4,648 円」に改め、同項第 6 号イ中「又は第 11

号イ」を「、第 11 号イ又は第 12 号イ」に改め、同項第 7 号ア中「160 万円

未満」を「170 万円未満」に改め、同号イ中「又は第 11 号イ」を「、第 11 号

イ又は第 12 号イ」に改め、同項第 8 号ア中「160 万円以上 200 万円未満」を

「170 万円以上 210 万円未満」に改め、同号イ中「又は第 11 号イ」を「、第

11 号イ又は第 12 号イ」に改め、同項第 9 号ア中「200 万円以上 300 万円未

満」を「210 万円以上 320 万円未満」に改め、同号イ中「又は第 11 号イ」を

「、第 11 号イ又は第 12 号イ」に改め、同項第 10 号ア中「300 万円以上 500

万円未満」を「320 万円以上 420 万円未満」に改め、同号イ中「又は次号イ」

を「、次号イ又は第 12 号イ」に改め、同項第 11 号中「17 万 8,200 円」を「17

万 4,240 円」に改め、同号ア中「500 万円以上 700 万円未満」を「420 万円以

上 520 万円未満」に改め、同号イ中「部分を除く。）」の次に「又は次号イ」

を加え、同項第 12 号中「19 万 8,000 円」を「20 万 5,920 円」に改め、同号

を同項第 13 号とし、同項第 11 号の次に次の 1 号を加える。 

⑿ 次のいずれかに該当する者 19 万 80 円 

ア 合計所得金額が 520 万円以上 620 万未満であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区

分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの

（令第 39 条第 1 項第 1 号イ（（1）に係る部分を除く。）に該当する

者を除く。） 

第 3 条第 2 項中「令和 3 年度から令和 5 年度」を「令和 6 年度から令和 8

年度までの各年度」に、「2 万 3,760 円」を「2 万 2,572 円」に改め、同条第

3 項中「令和 3 年度から令和 5 年度」を「令和 6 年度から令和 8 年度までの

各年度」に、「2 万 3,760 円」を「2 万 2,572 円」に、「3 万 9,600 円」を「3

万 8,412 円」に改め、同条第 4 項中「令和 3 年度から令和 5 年度」を「令和

6 年度から令和 8 年度までの各年度」に、「2 万 3,760 円」を「2 万 2,572 円」
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に、「5 万 5,440 円」を「5 万 4,252 円」に改める。 

第 5 条第 3 項中「又は第 9 号ロ」を「、第 9 号ロ、第 10 号ロ、第 11 号ロ、

第 12 号ロ又は第 13 号ロ」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例による改正後の浜田地区広域行政組合介護保険条例第 3 条の規

定は、令和 6 年度分の保険料から適用し、令和 5 年度以前の年度分の保険

料については、なお従前の例による。 
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議案第 3 号 

 

   浜田地区広域行政組合指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並び

に指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準を定める条例の制定について 

 

 浜田地区広域行政組合指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指

定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

を定める条例を次のように定める。 

 

  令和 6 年 3 月 21 日提出 

 

                    浜田地区広域行政組合 

                     管理者 久保田 章 市 
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浜田地区広域行政組合指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並び

に指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準を定める条例 

 

浜田地区広域行政組合指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指

定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

を定める条例（平成 27 年浜田地区広域行政組合条例第 3 号）の全部を改正

する。 

目次 

 第 1 章 総則（第 1 条―第 1 条の 3） 

 

 

 第 2 章 人員に関する基準（第 2 条―第 3 条） 

 第 3 章 運営に関する基準（第 4 条―第 28 条） 

 第 4 章 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（第 29 条―

第 31 条） 

 第 5 章 基準該当介護予防支援に関する基準（第 32 条） 

 第 6 章 雑則（第 33 条） 

 附則 

第 1 章 総則 

（趣旨） 

第 1 条 この条例は、介護保険法（平成 9 年法律第 123 号。以下「法」とい

う。）第 59 条第 1 項第 1 号、第 115 条の 22 第 2 項第 1 号並びに第 115 条

の 24 第 1 項及び第 2 項の規定に基づき、指定介護予防支援事業者の指定

に係る申請者の要件並びに指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並

びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準について定めるものとする。 

 （定義） 

第 1 条の 2 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

⑴ 指定介護予防支援 法第 58 条第 1 項に規定する指定介護予防支援を

いう。 

⑵ 基準該当介護予防支援 法第 59 条第 1 項第 1 号に規定する基準該当

介護予防支援をいう。 
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⑶ 指定介護予防支援事業者 法第 58 条第 1 項に規定する指定介護予防

支援事業者をいう。 

⑷ 指定居宅介護支援事業者 法第 46 条第 1 項に規定する指定居宅介護

支援事業者をいう。 

⑸ 指定介護予防サービス事業者等  指定介護予防サービス事業者及び

法第 54 条の 2 第 1 項に規定する指定地域密着型介護予防サービス事業

者をいう。 

⑹ 指定介護予防サービス等 法第 8 条の 2 第 16 項に規定する指定介護

予防サービス等をいう。 

⑺ 介護予防サービス計画 法第 8 条の 2 第 16 項に規定する介護予防サ

ービス計画をいう。 

（基本方針） 

第 1 条の 3 指定介護予防支援の事業は、その利用者が可能な限りその居宅

において、自立した日常生活を営むことができるように配慮して行われ

るものでなければならない。 

2  指定介護予防支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環

境等に応じて、利用者の選択に基づき、利用者の自立に向けて設定され

た目標を達成するために、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、

当該目標を踏まえ、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供される

よう配慮して行われるものでなければならない。 

3  指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供に当たっては、利

用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提

供される指定介護予防サービス等が特定の種類又は特定の介護予防サー

ビス事業者若しくは地域密着型介護予防サービス事業者 (以下「介護予防

サービス事業者等」という。)に不当に偏することのないよう、公正中立

に行わなければならない。 

4  指定介護予防支援事業者は、事業の運営に当たっては、浜田地区広域行

政組合（以下「組合」という。）、地域包括支援センター（法第 115 条の

46 第 1 項に規定する地域包括支援センターをいう。以下同じ。）、老人

福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 20 条の 7 の 2 に規定する老人介護支

援センター、指定居宅介護支援事業者、他の指定介護予防支援事業者、

介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成 17 年法律第 123 号）第 51 条の 17 第 1 項第 1 号に規定する

指定特定相談支援事業者、住民による自発的な活動によるサービスを含
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めた地域における様々な取組を行う者等との連携に努めなければならな

い。 

5  指定介護予防支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、

必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する

等の措置を講じなければならない。 

6  指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を提供するに当たっては、

法第 118 条の 2 第 1 項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を

活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

   第 2 章 人員に関する基準 

 （従業者の員数） 

第 2 条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者は、

当該指定に係る事業所ごとに 1 以上の員数の指定介護予防支援の提供に当

たる必要な数の保健師その他の指定介護予防支援に関する知識を有する

職員(以下「担当職員」という。)を置かなければならない。 

2  指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に

係る事業所ごとに 1 以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な

数の介護支援専門員を置かなければならない。 

 （管理者） 

第 3 条 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定介

護予防支援事業所」という。） ごとに常勤の管理者を置かなければなら

ない。 

2  地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項の

規定により置く管理者は、専らその職務に従事する者でなければならな

い。ただし、指定介護予防支援事業所の管理に支障がない場合は、当該

指定介護予防支援事業所の他の職務に従事し、又は当該指定介護予防支

援事業者である地域包括支援センターの職務に従事することができるも

のとする。 

3  指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第 1 項の規定

により置く管理者は、介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）

第 140 条の 66 第 1 号イ⑶に規定する主任介護支援専門員（以下この項に

おいて「主任介護支援専門員」という。）でなければならない。ただし、

主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由があ

る場合については、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を

第 1 項に規定する管理者とすることができる。 
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4  前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただ

し、次に掲げる場合は、この限りでない。 

⑴ 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の

職務に従事する場合 

⑵ 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護

予防支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

  第 3 章 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第 4 条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第 17 条に規定する運営規

程の概要その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重

要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利

用申込者の同意を得なければならない。 

2  指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、あ

らかじめ、利用者又はその家族に対し、介護予防サービス計画が第 1 条の

3 に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるものであり、

利用者は複数の指定介護予防サービス事業者（法第 53 条第 1 項に規定す

る指定介護予防サービス事業者をいう。以下同じ。）等を紹介するよう

求めることができること等につき説明を行い、理解を得なければならな

い。 

3 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、あ

らかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診療

所に入院する必要が生じた場合には、担当職員（指定居宅介護支援事業

者である指定介護予防支援事業者の場合にあっては介護支援専門員。以

下この章及び次章において同じ。）の氏名及び連絡先を当該病院又は診

療所に伝えるよう求めなければならない。 

4  指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族から申出があった

場合には、第 1 項の規定による文書の交付に代えて、第 6 項で定めるとこ

ろにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記す

べき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技

術を使用する方法であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁

的方法」という。）により提供することができる。この場合において、

当該指定介護予防支援事業者は、当該文書を交付したものとみなす。 

⑴ 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 
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ア 指定介護予防支援事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又

はその家族の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通

じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に記録する方法 

イ 指定介護予防支援事業者の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録された第 1 項に規定する重要事項を電気通信回線を通じ

て利用申込者又はその家族の閲覧に供し、当該利用申込者又はその

家族の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該重要事項

を記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受け

ない旨の申出をする場合にあっては、指定介護予防支援事業者の使

用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

⑵ 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法によ

り一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製する

ファイルに第 1 項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

5  前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出

力することによる文書を作成することができるものでなければならない。 

6  第 4 項第 1 号の「電子情報処理組織」とは、指定介護予防支援事業者の

使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計

算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

7  指定介護予防支援事業者は、第 4 項の規定により第 1 項に規定する重要

事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又はその

家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、

文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

⑴ 第 4 項各号に規定する方法のうち指定介護予防支援事業者が使用する

もの 

⑵ ファイルへの記録の方式 

8  前項の規定による承諾を得た指定介護予防支援事業者は、当該利用申込

者又はその家族から文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を

受けない旨の申出があったときは、当該利用申込者又はその家族に対し、

第 1 項に規定する重要事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。

ただし、当該利用申込者又はその家族が再び前項の規定による承諾をし

た場合は、この限りでない。 

（提供拒否の禁止） 

第 5 条 指定介護予防支援事業者は、正当な理由なく指定介護予防支援の提
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供を拒んではならない。 

（サービス提供困難時の対応） 

第 6 条 指定介護予防支援事業者は、当該事業所の通常の事業の実施地域

（当該指定介護予防支援事業所が通常時に指定介護予防支援を提供する

地域をいう。以下同じ。）等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な指

定介護予防支援を提供することが困難であると認めた場合は、他の指定

介護予防支援事業者の紹介その他の必要な措置を講じなければならない。 

（受給資格等の確認） 

第 7 条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供を求められた

場合には、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要支

援認定の有無及び要支援認定の有効期間を確かめるものとする。 

（要支援認定の申請に係る援助） 

第 8 条 指定介護予防支援事業者は、被保険者の要支援認定に係る申請につ

いて、利用申込者の意思を踏まえ、必要な協力を行わなければならない。 

2  指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、要

支援認定を受けていない利用申込者については、要支援認定の申請が既

に行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、当該

利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援

助を行わなければならない。 

3  指定介護予防支援事業者は、要支援認定の更新の申請が、遅くとも当該

利用者が受けている要支援認定の有効期間の満了日の 30 日前には行われ

るよう、必要な援助を行わなければならない。 

（身分を証する書類の携行） 

第 9 条 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業所の担当職

員に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその家族

から求められたときは、これを提示すべき旨を指導しなければならない。 

（利用料等の受領） 

第 10 条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援（法第 58 条第 4 項

の規定に基づき介護予防サービス計画費（法第 58 条第 2 項に規定する介

護予防サービス計画費をいう。以下同じ。）が当該指定介護予防支援事

業者に支払われる場合に係るものを除く。）を提供した際にその利用者

から支払を受ける利用料（介護予防サービス計画費の支給の対象となる

費用に係る対価をいう。以下同じ。）と、介護予防サービス計画費の額

との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 
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2  指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利用

料のほか、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅

を訪問して指定介護予防支援を行う場合には、それに要した交通費の支

払を利用者から受けることができる。 

3  指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規定

する費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者

又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、

利用者の同意を得なければならない。 

（保険給付の請求のための証明書の交付） 

第 11 条 指定介護予防支援事業者は、提供した指定介護予防支援について

前条第 1 項の利用料の支払を受けた場合には、当該利用料の額等を記載し

た指定介護予防支援提供証明書を利用者に対して交付しなければならな

い。 

（指定介護予防支援の業務の委託） 

第 12 条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者は、

法第 115 条の 23 第 3 項の規定により指定介護予防支援の一部を委託する

場合には、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

⑴ 委託に当たっては、中立性及び公正性の確保を図るため地域包括支

援センター運営協議会（介護保険法施行規則第 140 条の 66 第１号ロ⑵

に規定する地域包括支援センター運営協議会をいう。）の議を経なけ

ればならないこと。 

⑵ 委託に当たっては、適切かつ効率的に指定介護予防支援の業務が実

施できるよう委託する業務の範囲や業務量について配慮すること。 

⑶ 委託する指定居宅介護支援事業者は、指定介護予防支援の業務に関

する知識及び能力を有する介護支援専門員が従事する指定居宅介護支

援事業者でなければならないこと。 

⑷ 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予防支援の業務

を実施する介護支援専門員が、第 1 条の 3、この章及び第 4 章の規定

（第 30 条第 29 号の規定を除く。）を遵守するよう措置させなければな

らないこと。 

（法定代理受領サービスに係る報告） 

第 13 条 指定介護予防支援事業者は、毎月、組合（法第 53 条第 7 項におい

て読み替えて準用する第 41 条第 10 項の規定により法第 53 条第 6 項の規

定による審査及び支払に関する事務を国民健康保険団体連合会（国民健
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康保険法（昭和 33 年法律第 192 号）第 45 条第 5 項に規定する国民健康保

険団体連合会をいう。以下同じ。）に委託している場合にあっては、当

該国民健康保険団体連合会）に対し、介護予防サービス計画において位

置付けられている指定介護予防サービス等のうち法定代理受領サービス

（法第 53 条第 4 項の規定により介護予防サービス費が利用者に代わり当

該指定介護予防サービス事業者に支払われる場合の当該介護予防サービ

ス費に係る指定介護予防サービスをいう。）として位置付けたものに関

する情報を記載した文書を提出しなければならない。 

2  指定介護予防支援事業者は、介護予防サービス計画に位置付けられてい

る基準該当介護予防サービスに係る特例介護予防サービス費の支給に係

る事務に必要な情報を記載した文書を、組合（当該事務を国民健康保険

団体連合会に委託している場合にあっては、当該国民健康保険団体連合

会）に対して提出しなければならない。 

（利用者に対する介護予防サービス計画等の書類の交付） 

第 14 条 指定介護予防支援事業者は、要支援認定を受けている利用者が要

介護認定を受けた場合その他利用者からの申出があった場合には、当該

利用者に対し、直近の介護予防サービス計画及びその実施状況に関する

書類を交付しなければならない。 

（利用者に関する組合への通知） 

第 15 条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を受けている利用

者が次の各号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してそ

の旨を組合に通知しなければならない。 

⑴ 正当な理由なしに介護給付等対象サービス（法第 24 条第 2 項に規定

する介護給付等対象サービスをいう。以下同じ。）の利用に関する指

示に従わないこと等により、要支援状態の程度を増進させたと認めら

れるとき又は要介護状態になったと認められるとき。 

⑵ 偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受け、又は受けよ

うとしたとき。 

（管理者の責務） 

第 16 条 指定介護予防支援事業所の管理者は、当該指定介護予防支援事業

所の担当職員その他の従業者の管理、指定介護予防支援の利用の申込み

に係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなけれ

ばならない。 

2  指定介護予防支援事業所の管理者は、当該指定介護予防支援事業所の担
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当職員その他の従業者にこの章及び次章の規定を遵守させるため必要な

指揮命令を行うものとする。 

（運営規程） 

第 17 条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに、次

に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（以下「運営規程」

という。）として次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 職員の職種、員数及び職務内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定介護予防支援の提供方法、内容及び利用料その他の費用の額  

⑸ 通常の事業の実施地域 

⑹ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑺ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保） 

第 18 条 指定介護予防支援事業者は、利用者に対し適切な指定介護予防支

援を提供できるよう、指定介護予防支援事業所ごとに担当職員その他の

従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

2  指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに、当該指定

介護予防支援事業所の担当職員によって指定介護予防支援の業務を提供

しなければならない。ただし、担当職員の補助の業務についてはこの限

りでない。 

3  指定介護予防支援事業者は、担当職員の資質の向上のために、その研修

の機会を確保しなければならない。 

4  指定介護予防支援事業者は、適切な指定介護予防支援の提供を確保する

観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景と

した言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより担当職

員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な

措置を講じなければならない。 

（業務継続計画の策定等） 

第 18 条の 2 指定介護予防支援事業者は、感染症や非常災害の発生時にお

いて、利用者に対する指定介護予防支援の提供を継続的に実施するため

の、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務

継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を

講じなければならない。 
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2  指定介護予防支援事業者は、担当職員に対し、業務継続計画について周

知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならな

い。 

3  指定介護予防支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必

要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

（設備及び備品等） 

第 19 条 指定介護予防支援事業者は、事業を行うために必要な広さの区画

を有するとともに、指定介護予防支援の提供に必要な設備、備品等を備

えなければならない。 

（従業者の健康管理） 

第 20 条 指定介護予防支援事業者は、担当職員の清潔の保持及び健康状態

について、必要な管理を行わなければならない。 

 （感染症の予防及びまん延の防止のための措置） 

第 20 条の 2 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業所に

おいて感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措

置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定介護予防支援事業所における感染症の予防及びまん延の防

止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信

機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことがで

きるものとする。）をおおむね 6 月に 1 回以上開催するとともに、その

結果について、担当職員に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定介護予防支援事業所における感染症の予防及びまん延の防

止のための指針を整備すること。 

 ⑶ 当該指定介護予防支援事業所において、担当職員に対し、感染症の予

防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

（掲示） 

第 21 条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所の見やすい

場所に、運営規程の概要、担当職員の勤務の体制その他の利用申込者の

サービスの選択に資すると認められる重要事項（以下この条において単

に「重要事項」という。）を掲示しなければならない。 

2  指定介護予防支援事業者は、重要事項を記載した書面を当該指定介護予

防支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧さ

せることにより、前項の規定による掲示に代えることができる。 

3  指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲
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載しなければならない。 

（秘密保持） 

第 22 条 指定介護予防支援事業所の担当職員その他の従業者は、正当な理

由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしては

ならない。 

2  指定介護予防支援事業者は、担当職員その他の従業者であった者が、正

当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏ら

すことのないよう、必要な措置を講じなければならない。 

3  指定介護予防支援事業者は、サービス担当者会議（第 30 条第 9 号に規

定するサービス担当者会議をいう。）等において、利用者の個人情報を

用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は

当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければならない。 

（広告） 

第 23 条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所について広

告をする場合においては、その内容が虚偽又は誇大なものであってはな

らない。 

（介護予防サービス事業者等からの利益収受の禁止等） 

第 24 条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援事業所の管理者は、

介護予防サービス計画の作成又は変更に関し、当該指定介護予防支援事

業所の担当職員に対して特定の介護予防サービス事業者等によるサービ

スを位置付けるべき旨の指示等を行ってはならない。 

2  指定介護予防支援事業所の担当職員は、介護予防サービス計画の作成又

は変更に関し、利用者に対して特定の介護予防サービス事業者等による

サービスを利用すべき旨の指示等を行ってはならない。 

3  指定介護予防支援事業者及びその従業者は、介護予防サービス計画の作

成又は変更に関し、利用者に対して特定の介護予防サービス事業者等に

よるサービスを利用させることの対償として、当該介護予防サービス事

業者等から金品その他の財産上の利益を収受してはならない。 

（苦情処理） 

第 25 条 指定介護予防支援事業者は、自ら提供した指定介護予防支援又は

自らが介護予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サービス等（第 6

項において「指定介護予防支援等」という。）に対する利用者及びその

家族からの苦情に迅速かつ適切に対応しなければならない。 

2  指定介護予防支援事業者は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情
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の内容等を記録しなければならない。 

3  指定介護予防支援事業者は、自ら提供した指定介護予防支援に関し、法

第 23 条の規定により組合が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の

求め又は組合の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの

苦情に関して組合が行う調査に協力するとともに、組合から指導又は助

言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行

わなければならない。 

4  指定介護予防支援事業者は、組合からの求めがあった場合には、前項の

改善の内容を組合に報告しなければならない。 

5  指定介護予防支援事業者は、自らが介護予防サービス計画に位置付けた

法第 53 条第 1 項に規定する指定介護予防サービス又は法第 54 条の 2 第 1

項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに対する苦情の国民健康

保険団体連合会への申立てに関して、利用者に対し必要な援助を行わな

ければならない。 

6  指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援等に対する利用者からの

苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う法第 176 条第 1 項第 3 号の調

査に協力するとともに、自ら提供した指定介護予防支援に関して国民健

康保険団体連合会から同号の指導又は助言を受けた場合においては、当

該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

7  指定介護予防支援事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあっ

た場合には、前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなけ

ればならない。 

（事故発生時の対応） 

第 26 条 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の

提供により事故が発生した場合には速やかに組合、利用者の家族等に連

絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

2  指定介護予防支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った

処置について記録しなければならない。 

3  指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の提供に

より賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行わなけ

ればならない。 

 （虐待の防止） 

第 26 条の 2 指定介護予防支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防止

するため、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 
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⑴ 当該指定介護予防支援事業所における虐待の防止のための対策を検

討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。）を定期的に開催するとともに、その結果について、担当職員

に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定介護予防支援事業所における虐待の防止のための指針を整

備すること。 

⑶ 当該指定介護予防支援事業所において、担当職員に対し、虐待の防

止のための研修を定期的に実施すること。 

⑷ 前 3 号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

（会計の区分） 

第 27 条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに経理

を区分するとともに、指定介護予防支援の事業の会計とその他の事業の

会計とを区分しなければならない。 

（記録の整備） 

第 28 条 指定介護予防支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関す

る諸記録を整備しておかなければならない。 

2  指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の提供に

関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から 2 年間保存しな

ければならない。 

⑴ 第 30 条第 14 号に規定する指定介護予防サービス事業者等との連絡調

整に関する記録 

⑵ 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防支援台帳  

ア 介護予防サービス計画 

イ 第 30 条第 7 号に規定するアセスメントの結果の記録 

ウ 第 30 条第 9 号に規定するサービス担当者会議等の記録 

エ 第 30 条第 15 号の規定による評価の結果の記録 

オ 第 30 条第 16 号に規定するモニタリングの結果の記録 

 ⑶ 第 30 条第 2 号の 3 の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制

限する行為（第 30 条第 2 号の 2 及び第 2 号の 3 において「身体的拘束

等」という。）の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由の記録 

⑷ 第 15 条の規定による組合への通知に係る記録 

⑸ 第 25 条第 2 項の規定による苦情の内容等の記録 

⑹ 第 26 条第 2 項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置
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についての記録 

第 4 章 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

（指定介護予防支援の基本取扱方針） 

第 29 条 指定介護予防支援は、利用者の介護予防（法第 8 条の 2 第 2 項に

規定する介護予防をいう。以下同じ。）に資するよう行われるとともに、

医療サービスとの連携に十分配慮して行わなければならない。 

2  指定介護予防支援事業者は、介護予防の効果を最大限に発揮し、利用者

が生活機能の改善を実現するための適切なサービスを選択できるよう、

目標志向型の介護予防サービス計画を策定しなければならない。 

3  指定介護予防支援事業者は、自らその提供する指定介護予防支援の質の

評価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

（指定介護予防支援の具体的取扱方針） 

第 30 条 指定介護予防支援の方針は、第 1 条の 3 に規定する基本方針及び

前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものと

する。 

⑴ 指定介護予防支援事業所の管理者は、担当職員に介護予防サービス

計画の作成に関する業務を担当させるものとする。 

⑵ 指定介護予防支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨と

し、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理

解しやすいように説明を行う。 

⑵の 2 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行ってはならない。 

⑵の 3 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければ

ならない。 

⑶ 担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、利用者の

自立した日常生活の支援を効果的に行うため、利用者の心身又は家族

の状況等に応じ、継続的かつ計画的に指定介護予防サービス等の利用

が行われるようにしなければならない。 

⑷ 担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、利用者の

日常生活全般を支援する観点から、予防給付（法第 18 条第 2 号に規定

する予防給付をいう。以下同じ。）の対象となるサービス以外の保健

医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動
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によるサービス等の利用も含めて介護予防サービス計画上に位置付け

るよう努めなければならない。 

⑸ 担当職員は、介護予防サービス計画の作成の開始に当たっては、利

用者によるサービスの選択に資するよう、当該地域における指定介護

予防サービス事業者等に関するサービス及び住民による自発的な活動

によるサービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者又はその家族

に対して提供するものとする。 

⑹ 担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、適切な方

法により、利用者について、その有している生活機能や健康状態、そ

の置かれている環境等を把握した上で、次に掲げる各領域ごとに利用

者の日常生活の状況を把握し、利用者及び家族の意欲及び意向を踏ま

えて、生活機能の低下の原因を含む利用者が現に抱える問題点を明ら

かにするとともに、介護予防の効果を最大限に発揮し、利用者が自立

した日常生活を営むことができるように支援すべき総合的な課題を把

握しなければならない。 

ア 運動及び移動 

イ 家庭生活を含む日常生活 

ウ 社会参加並びに対人関係及びコミュニケーション 

エ 健康管理 

⑺ 担当職員は、前号に規定する解決すべき課題の把握（以下「アセス

メント」という。）に当たっては、利用者の居宅を訪問し、利用者及

びその家族に面接して行わなければならない。この場合において、担

当職員は、面接の趣旨を利用者及びその家族に対して十分に説明し、

理解を得なければならない。 

⑻ 担当職員は、利用者の希望及び利用者についてのアセスメントの結

果、利用者が目標とする生活、専門的観点からの目標と具体策、利用

者及びその家族の意向、それらを踏まえた具体的な目標、その目標を

達成するための支援の留意点、本人、指定介護予防サービス事業者、

自発的な活動によるサービスを提供する者等が目標を達成するために

行うべき支援内容並びにその期間等を記載した介護予防サービス計画

の原案を作成しなければならない。 

⑼ 担当職員は、サービス担当者会議（担当職員が介護予防サービス計

画の作成のために、利用者及びその家族の参加を基本としつつ、介護

予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防サービス等の担当
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者（以下この条において「担当者」という。）を招集して行う会議

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、

利用者又はその家族（以下この号において「利用者等」という。）が

参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用

者等の同意を得なければならない。）をいう。以下同じ。）の開催に

より、利用者の状況等に関する情報を担当者と共有するとともに、当

該介護予防サービス計画の原案の内容について、担当者から、専門的

な見地からの意見を求めるものとする。ただし、やむを得ない理由が

ある場合については、担当者に対する照会等により意見を求めること

ができるものとする。 

⑽ 担当職員は、介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予

防サービス等について、保険給付の対象となるかどうかを区分した上

で、当該介護予防サービス計画の原案の内容について利用者又はその

家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得なければならない。 

⑾ 担当職員は、介護予防サービス計画を作成した際には、当該介護予

防サービス計画を利用者及び担当者に交付しなければならない。 

⑿ 担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サー

ビス事業者等に対して、介護予防訪問看護計画書(島根県指定介護予防

サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定め

る条例(平成 24 年島根県条例第 65 号。以下「島根県指定介護予防サー

ビス等基準条例」という。)第 77 条第 2 号に規定する介護予防訪問看護

計画書をいう。次号において同じ。)等島根県指定介護予防サービス等

基準条例において位置付けられている計画の提出を求めるものとする。 

⒀ 担当職員は、指定介護予防サービス事業者等に対して、介護予防サ

ービス計画に基づき、介護予防訪問看護計画書等島根県指定介護予防

サービス等基準条例において位置付けられている計画の作成を指導す

るとともに、サービスの提供状況や利用者の状態等に関する報告を少

なくとも 1 月に 1 回、聴取しなければならない。 

⒁ 担当職員は、介護予防サービス計画の作成後、介護予防サービス計

画の実施状況の把握（利用者についての継続的なアセスメントを含

む。）を行い、必要に応じて介護予防サービス計画の変更、指定介護

予防サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行うものと

する。 
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⒁の 2 担当職員は、指定介護予防サービス事業者等から利用者に係る情

報の提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、

口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要

と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医師又

は薬剤師に提供するものとする。 

⒂ 担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた期間が終了すると

きは、当該計画の目標の達成状況について評価しなければならない。 

⒃ 担当職員は、第 14 号に規定する実施状況の把握（以下「モニタリン

グ」という。）に当たっては、利用者及びその家族、指定介護予防サ

ービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない

限り、次に定めるところにより行わなければならない。 

ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から起算して 3 月に

1 回、利用者に面接すること。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行

うこと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、サービス

の提供を開始する月の翌月から起算して 3 月ごとの期間（以下この号

において単に「期間」という。）について、少なくとも連続する 2 期

間に 1 回、利用者の居宅を訪問し、面接するときは、利用者の居宅を

訪問しない期間において、テレビ電話装置等を活用して、利用者に

面接することができる。 

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書に

より利用者の同意を得ていること。 

(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治

の医師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

a  利用者の心身の状況が安定していること。 

b  利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことがで

きること。 

c  担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把

握できない情報について、担当者から提供を受けること。 

  ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化が

あったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

エ 利用者の居宅を訪問しない月（イただし書の規定によりテレビ電

話装置等を活用して利用者に面接する月を除く。）においては、可

能な限り、指定介護予防通所リハビリテーション事業所（島根県指
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定介護予防サービス等基準条例第 118 条第 1 項に規定する指定介護予

防通所リハビリテーション事業所をいう。）を訪問する等の方法に

より利用者に面接するよう努めるとともに、当該面接ができない場

合にあっては、電話等により利用者との連絡を実施すること。 

オ 少なくとも 1 月に 1 回、モニタリングの結果を記録すること。 

⒄ 担当職員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者会議の開

催により、介護予防サービス計画の変更の必要性について、担当者か

ら、専門的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、やむを得

ない理由がある場合については、担当者に対する照会等により意見を

求めることができるものとする。 

ア 要支援認定を受けている利用者が法第 33 条第 2 項に規定する要支

援更新認定を受けた場合 

イ 要支援認定を受けている利用者が法第 33 条の 2 第 1 項に規定する

要支援状態区分の変更の認定を受けた場合 

⒅ 第 3 号から第 13 号までの規定は、第 14 号に規定する介護予防サービ

ス計画の変更について準用する。 

⒆ 担当職員は、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的か

つ効率的に提供された場合においても、利用者がその居宅において日

常生活を営むことが困難となったと認める場合又は利用者が介護保険

施設への入院若しくは入所を希望する場合には、利用者の要介護認定

に係る申請について必要な支援を行い、介護保険施設への紹介その他

の便宜の提供を行うものとする。 

(20) 担当職員は、介護保険施設等から退院又は退所しようとする要支

援者から依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行でき

るよう、あらかじめ、介護予防サービス計画の作成等の援助を行うも

のとする。 

(21) 担当職員は、利用者が介護予防訪問看護、介護予防通所リハビリ

テーション等の医療サービスの利用を希望している場合その他必要な

場合には、利用者の同意を得て主治の医師又は歯科医師（次号及び第

22 号において「主治の医師等」という。）の意見を求めなければなら

ない。 

(21)の 2 前号の場合において、担当職員は、介護予防サービス計画を作

成した際には、当該介護予防サービス計画を主治の医師等に交付しな

ければならない。 

-25-



(22) 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防訪問看護、介護予防

通所リハビリテーション等の医療サービスを位置付ける場合にあっては、

当該医療サービスに係る主治の医師等の指示がある場合に限りこれを行

うものとし、医療サービス以外の指定介護予防サービス等を位置付ける

場合にあっては、当該指定介護予防サービス等に係る主治の医師等の医

学的観点からの留意事項が示されているときは、当該留意点を尊重して

これを行うものとする。 

(23) 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防短期入所生活介護又

は介護予防短期入所療養介護を位置付ける場合にあっては、利用者の居

宅における自立した日常生活の維持に十分に留意するものとし、利用者

の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、介護予防

短期入所生活介護及び介護予防短期入所療養介護を利用する日数が要支

援認定の有効期間のおおむね半数を超えないようにしなければならない。  

(24) 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防福祉用具貸与を位置

付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に介護予

防福祉用具貸与が必要な理由を記載するとともに、必要に応じて随時、

サービス担当者会議を開催し、その継続の必要性について検証をした上

で、継続が必要な場合にはその理由を介護予防サービス計画に記載しな

ければならない。 

(25) 担当職員は、介護予防サービス計画に特定介護予防福祉用具販売を

位置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に特

定介護予防福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。 

(26) 担当職員は、利用者が提示する被保険者証に、法第 73 条第 2 項に

規定する認定審査会意見又は法第 37 条第 1 項の規定による指定に係る

介護予防サービスの種類若しくは地域密着型介護予防サービスの種類に

ついての記載がある場合には、利用者にその趣旨（同条第 1 項の規定に

よる指定に係る介護予防サービス若しくは地域密着型介護予防サービス

の種類については、その変更の申請ができることを含む。）を説明し、

理解を得た上で、その内容に沿って介護予防サービス計画を作成しなけ

ればならない。 

(27) 担当職員は、要支援認定を受けている利用者が要介護認定を受けた

場合には、指定居宅介護支援事業者と当該利用者に係る必要な情報を提

供する等の連携を図るものとする。 

(28) 指定介護予防支援事業者は、法第 115 条の 48 第 4 項の規定に基づ
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き、同条第 1 項に規定する会議から、同条第 2 項の検討を行うための資

料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力の求めがあった場合に

は、これに協力するよう努めなければならない。 

(29) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第

115 条の 30 の 2 第 1 項の規定により組合から情報の提供を求められた場

合には、その求めに応じなければならない。 

（介護予防支援の提供に当たっての留意点） 

第 31 条 介護予防支援の実施に当たっては、介護予防の効果を最大限に発

揮できるよう次に掲げる事項に留意しなければならない。 

⑴ 単に運動機能や栄養状態、口腔機能といった特定の機能の改善だけ

を目指すものではなく、これらの機能の改善及び環境の調整などを通

じて、利用者の日常生活の自立のための取組を総合的に支援すること

によって生活の質の向上を目指すこと。 

⑵ 利用者による主体的な取組を支援し、常に利用者の生活機能の向上に対

する意欲を高めるよう支援すること。 

⑶ 具体的な日常生活における行為について、利用者の状態の特性を踏まえ

た目標を、期間を定めて設定し、利用者、サービス提供者等とともに目

標を共有すること。 

⑷ 利用者の自立を最大限に引き出す支援を行うことを基本とし、利用者の

できる行為は可能な限り本人が行うよう配慮すること。 

⑸ サービス担当者会議等を通じて、多くの種類の専門職の連携により、地

域における様々な予防給付の対象となるサービス以外の保健医療サービ

ス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動によるサービ

ス等の利用も含めて、介護予防に資する取組を積極的に活用すること。 

⑹ 地域支援事業（法第 115 条の 45 に規定する地域支援事業をいう。）及

び介護給付（法第 18 条第 1 号に規定する介護給付をいう。）と連続性及

び一貫性を持った支援を行うよう配慮すること。 

⑺ 介護予防サービス計画の策定に当たっては、利用者の個別性を重視した

効果的なものとすること。 

⑻ 機能の改善の後についてもその状態の維持への支援に努めること。  

第 5 章 基準該当介護予防支援に関する基準 

（準用） 

第 32 条 第 1 条の 3 及び第 2 章から前章（第 25 条第 6 項及び第 7 項を除

く。）までの規定は、基準該当介護予防支援の事業について準用する。
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この場合において、第 4 条第 1 項中「第 17 条」とあるのは「第 32 条にお

いて準用する第 17 条」と、第 10 条第１項中「指定介護予防支援（法第 58

条第 4 項の規定に基づき介護予防サービス計画費（法第 58 条第 2 項に規

定する介護予防サービス計画費をいう。以下同じ。）が当該指定介護予

防支援事業者に支払われる場合に係るものを除く。）」とあるのは「基

準該当介護予防支援」と、「介護予防サービス計画費の額」とあるのは

「法第 59 条第 3 項に規定する特例介護予防サービス計画費の額」と読み

替えるものとする。 

第 6 章 雑則 

（電磁的記録等） 

第 33 条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる者

は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定にお

いて書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文

字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙

その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定

されている又は想定されるもの（第 7 条（第 32 条において準用する場合

を含む。）及び第 30条第 26号（第 32条において準用する場合を含む。）

並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該

書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機

による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

2  指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる者は、交

付、説明、同意、承諾その他これらに類するもの（以下「交付等」とい

う。）のうち、この条例の規定において書面で行うことが規定されてい

る又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、

書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚に

よって認識することができない方法をいう。）によることができる。 

附 則 

 （施行期日) 

1  この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

 （重要事項の掲示に係る経過措置） 

2  この条例の施行の日から令和 7 年 3 月 31 日までの間は、第 21 条第 3 項

（第 32 条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同

項中「指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイト
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に掲載しなければならない。」とあるのは「削除」とする。 
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議案第 4 号 

 

浜田地区広域行政組合指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及

び運営に関する基準を定める条例の制定について 

 

浜田地区広域行政組合指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営に関する基準を定める条例を次のように定める。 

 

令和 6 年 3 月 21 日提出 

 

                    浜田地区広域行政組合 

                     管理者 久保田 章 市 
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浜田地区広域行政組合指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及

び運営に関する基準を定める条例 

 

浜田地区広域行政組合指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準を定める条例（平成 25 年浜田地区広域行政組合条例第 5

号）の全部を改正する。 

 

目次 

第 1 章 総則（第 1 条―第 3 条） 

第 1 章の 2 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

第 1 節 基本方針等（第 3 条の 2・第 3 条の 3） 

第 2 節 人員に関する基準（第 3 条の 4・第 3 条の 5） 

第 3 節 設備に関する基準（第 3 条の 6） 

第 4 節 運営に関する基準（第 3 条の 7―第 3 条の 40） 

第 5 節 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の人員及び運営

に関する基準の特例（第 3 条の 41・第 3 条の 42） 

第 2 章 夜間対応型訪問介護 

第 1 節 基本方針等（第 4 条・第 5 条） 

第 2 節 人員に関する基準（第 6 条・第 7 条） 

第 3 節 設備に関する基準（第 8 条） 

第 4 節 運営に関する基準（第 9 条―第 18 条） 

第 2 章の 2 地域密着型通所介護 

第 1 節 基本方針（第 19 条） 

第 2 節 人員に関する基準（第 20 条・第 21 条） 

第 3 節 設備に関する基準（第 22 条） 

第 4 節 運営に関する基準（第 23 条―第 37 条） 

第 5 節 共生型地域密着型サービスに関する基準（第 37 条の 2・第 37 条

の 3） 

第 6 節 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及び運営

に関する基準 

第 1 款 この節の趣旨及び基本方針（第 38 条・第 39 条） 

第 2 款 人員に関する基準（第 40 条・第 40 条の 2） 

第 3 款 設備に関する基準（第 40 条の 3・第 40 条の 4） 

第 4 款 運営に関する基準（第 40 条の 5―第 40 条の 16） 
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 第 3 章 認知症対応型通所介護 

第 1 節 基本方針（第 41 条） 

第 2 節 人員及び設備に関する基準  

第 1款 単独型指定認知症対応型通所介護及び併設型指定認知症対応

型通所介護（第 42 条―第 44 条） 

第 2 款 共用型指定認知症対応型通所介護（第 45 条―第 47 条） 

第 3 節 運営に関する基準（第 48 条―第 61 条） 

 第 4 章 小規模多機能型居宅介護 

  第 1 節 基本方針（第 62 条） 

  第 2 節 人員に関する基準（第 63 条―第 65 条） 

  第 3 節 設備に関する基準（第 66 条・第 67 条） 

  第 4 節 運営に関する基準（第 68 条―第 88 条） 

 第 5 章 認知症対応型共同生活介護 

  第 1 節 基本方針（第 89 条） 

  第 2 節 人員に関する基準（第 90 条―第 92 条） 

  第 3 節 設備に関する基準（第 93 条） 

  第 4 節 運営に関する基準（第 94 条―第 108 条） 

 第 6 章 地域密着型特定施設入居者生活介護 

  第 1 節 基本方針（第 109 条） 

  第 2 節 人員に関する基準（第 110 条・第 111 条） 

  第 3 節 設備に関する基準（第 112 条） 

  第 4 節 運営に関する基準（第 113 条―第 129 条） 

 第 7 章 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

  第 1 節 基本方針（第 130 条） 

  第 2 節 人員に関する基準（第 131 条） 

  第 3 節 設備に関する基準（第 132 条） 

  第 4 節 運営に関する基準（第 133 条―第 157 条） 

第 5 節 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の基本方針並びに

設備及び運営に関する基準 

   第 1 款 この節の趣旨及び基本方針（第 158 条・第 159 条） 

   第 2 款 設備に関する基準（第 160 条） 

   第 3 款 運営に関する基準（第 161 条―第 169 条） 

 第 8 章 看護小規模多機能型居宅介護 

  第 1 節 基本方針（第 170 条） 
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  第 2 節 人員に関する基準（第 171 条―第 173 条） 

  第 3 節 設備に関する基準（第 174 条・第 175 条） 

  第 4 節 運営に関する基準（第 176 条―第 182 条） 

 第 9 章 雑則（第 183 条・第 184 条） 

 附則 

第 1 章 総則 

（趣旨） 

第 1 条 この条例は、介護保険法（平成 9 年法律第 123 号。以下「法」とい

う。）第 78 条の 2 第 1 項（法第 78 条の 12 において準用する法第 70 条の

2 第 4 項において準用する場合を含む。）、第 78 条の 4 第 1 項及び第 2 項

の規定に基づき、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に

関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

⑴ 地域密着型サービス事業者 法第 8 条第 14 項に規定する地域密着型

サービス事業を行う者をいう。 

⑵ 指定地域密着型サービス事業者又は指定地域密着型サービス それぞ

れ法第 42 条の 2 第 1 項に規定する指定地域密着型サービス事業者又は

指定地域密着型サービスをいう。 

⑶ 利用料 法第 42 条の 2 第 1 項に規定する地域密着型介護サービス費

の支給の対象となる費用に係る対価をいう。 

⑷ 地域密着型介護サービス費用基準額 法第 42 条の 2 第 2 項各号に規

定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現

に当該指定地域密着型サービスに要した費用の額を超えるときは、当該

現に指定地域密着型サービスに要した費用の額とする。）をいう。 

⑸ 法定代理受領サービス 法第 42 条の 2 第 6 項の規定により地域密着

型介護サービス費が利用者に代わり当該指定地域密着型サービス事業者

に支払われる場合の当該地域密着型介護サービス費に係る指定地域密着

型サービスをいう。 

⑹ 共生型地域密着型サービス 法第 78 条の 2 の 2 第 1 項の申請にかか

る法第 42 条の 2 第 1 項本文の指定を受けた者による指定地域密着型サ

ービスをいう。 

⑺ 常勤換算方法 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所にお
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いて常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業所

の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。 

（申請者の要件） 

第 2 条の 2 指定地域密着型サービス事業者の指定に係る法第 78 条の 2 第 1

項（法第 78 条の 12 において準用する法第 70 条の 2 第 4 項において準用

する場合を含む。）の条例で定める者は、法人とする。 

（指定地域密着型サービスの事業の一般原則） 

第 3 条 指定地域密着型サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重し

て、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めなければならない。 

2  指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスの事業を運

営するに当たっては、地域との結び付きを重視し、浜田地区広域行政組合

（以下「組合」という。）、他の地域密着型サービス事業者又は居宅サー

ビス事業者（居宅サービス事業を行う者をいう。以下同じ。）その他の保

健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めなければな

らない。 

3  指定地域密着型サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等

のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実

施する等の措置を講じなければならない。 

4  指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスを提供する

に当たっては、法第 118 条の 2 第 1 項に規定する介護保険等関連情報その

他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

第 1 章の 2 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

    第 1 節 基本方針等 

（基本方針） 

第 3 条の 2 指定地域密着型サービスに該当する定期巡回・随時対応型訪問

介護看護（以下「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護」という。）の

事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が持し、可能な

限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ

とができるよう、定期的な巡回又は随時通報によりその者の居宅を訪問し、

入浴、排せつ、食事等の介護、日常生活上の緊急時の対応その他の安心し

てその居宅において生活を送ることができるようにするための援助を行う

とともに、その療養生活を支援し、心身の機能の維持回復を目指すもので

なければならない。 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 
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第 3 条の 3 前条に規定する援助等を行うため、指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護においては、次の各号に掲げるサービスを提供するものとす

る。 

⑴ 訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当た

る介護福祉士又は法第 8 条第 2 項に規定する政令で定める者（介護保険

法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号。以下「施行規則」という。）

第 22 条の 23 第 1 項に規定する介護職員初任者研修課程を修了した者に

限る。）をいう。以下この章において同じ。）が、定期的に利用者の居

宅を巡回して行う日常生活上の世話（以下この章において「定期巡回サ

ービス」という。）  

⑵ あらかじめ利用者の心身の状況、その置かれている環境等を把握した

上で、随時、利用者又はその家族等からの通報を受け、通報内容等を基

に相談援助を行う又は訪問介護員等の訪問若しくは看護師等（保健師、

看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士をいう。以

下この章において同じ。）による対応の要否等を判断するサービス（以

下この章において「随時対応サービス」という。） 

⑶ 随時対応サービスにおける訪問の要否等の判断に基づき、訪問介護員

等が利用者の居宅を訪問して行う日常生活上の世話（以下この章におい

て「随時訪問サービス」という。） 

⑷ 法第 8 条第 15 項第 1 号に該当する指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の一部として看護師等が利用者の居宅を訪問して行う療養上の世

話又は必要な診療の補助（以下この章において「訪問看護サービス」と

いう。）  

第 2 節 人員に関する基準 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数） 

第 3 条の 4 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業を行う者（以下

「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者」という。）が当該事業

を行う事業所（以下「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」と

いう。）ごとに置くべき従業者（以下「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」という。）の職種及び員数は、次のとおりとする。 

⑴ オペレーター（随時対応サービスとして、利用者又はその家族等から

の通報に対応する定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者をいう。以

下この章において同じ。） 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を

提供する時間帯（以下この条において「提供時間帯」という。）を通じ
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て 1 以上確保されるために必要な数以上 

⑵ 定期巡回サービスを行う訪問介護員等 交通事情、訪問頻度等を勘案

し、利用者に適切に定期巡回サービスを提供するために必要な数以上 

⑶ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等 提供時間帯を通じて、随時訪

問サービスの提供に当たる訪問介護員等が 1 以上確保されるために必要

な数以上 

⑷ 訪問看護サービスを行う看護師等 次に掲げる職種の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める員数  

ア 保健師、看護師又は准看護師（以下この章において「看護職員」

という。） 常勤換算方法で 2.5 以上 

イ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所の実情に応じた適当数 

2  オペレーターは、看護師、介護福祉士その他厚生労働大臣が定める者

（以下この章において「看護師、介護福祉士等」という。）をもって充て

なければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合であって、提

供時間帯を通じて、看護師、介護福祉士等又は第 1 項第 4 号アの看護職員

との連携を確保しているときは、サービス提供責任者（島根県指定居宅サ

ービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成

24 年島根県条例第 64 号。以下「指定居宅サービス等基準条例」という。）

第 6 条第 2 項のサービス提供責任者をいう。以下同じ。）の業務に 1 年以

上（特に業務に従事した経験が必要なものとして厚生労働大臣が定めるも

のにあっては、3 年以上）従事した経験を有する者をもって充てることが

できる。 

3  オペレーターのうち 1 人以上は、常勤の看護師、介護福祉士等でなけれ

ばならない。 

4  オペレーターは専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、

利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所の定期巡回サービス若しくは訪問看護サービス、同一敷地内

の指定訪問介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第 6 条第 1 項に規定

する指定訪問介護事業所をいう。以下同じ。）、指定訪問看護事業所（指

定居宅サービス等基準条例第 65 条第 1 項に規定する指定訪問看護事業所

をいう。）若しくは指定夜間対応型訪問介護事業所（第 6 条第 1 項に規定

する指定夜間対応型訪問介護事業所をいう。以下この条において同じ。）

の職務又は利用者以外の者からの通報を受け付ける業務に従事することが

-37-



できる。 

5  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地内に次に掲げ

るいずれかの施設等がある場合において、当該施設等の入所者等の処遇に

支障がない場合は、前項本文の規定にかかわらず、当該施設等の職員をオ

ペレーターとして充てることができる。 

⑴ 指定短期入所生活介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第 148 条

第 1 項に規定する指定短期入所生活介護事業所をいう。第 6 条第 4 項第

1 号及び第 131 条第 12 項において同じ。） 

⑵ 指定短期入所療養介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第 190 条

第 1 項に規定する指定短期入所療養介護事業所をいう。第 6 条第 4 項第

2 号において同じ。） 

⑶ 指定特定施設（指定居宅サービス等基準条例第 217 条第 1 項に規定す

る指定特定施設をいう。第 6 条第 4 項第 3 号において同じ。） 

⑷ 指定小規模多機能型居宅介護事業所（第 82 条第 1 項に規定する指定

小規模多機能型居宅介護事業所をいう。第 6 条第 4 項第 4 号において同

じ。） 

⑸ 指定認知症対応型共同生活介護事業所（第 90 条第 1 項に規定する指

定認知症対応型共同生活介護事業所をいう。第 6条第 4項第 5号、第 45

条第 1 項、第 46 条第 1 項、第 63 条第 6 項、第 64 条第 3 項及び第 65 条

において同じ。） 

⑹ 指定地域密着型特定施設（第 109 条第 1 項に規定する指定地域密着型

特定施設をいう。第 6 条第 4 項第 6 号、第 45 条第 1 項、第 46 条第 1 項

及び第 63 条第 6 項において同じ。） 

⑺ 指定地域密着型介護老人福祉施設（第 130 条第 1 項に規定する指定地

域密着型介護老人福祉施設をいう。第 6 条第 4 項第 7 号、第 45 条第 1

項、第 46 条第 1 項及び第 63 条第 6 項において同じ。） 

⑻ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（第 171 条第 1 項に規定する

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所をいう。第 6 条第 4 項第 8 号及

び第 4 章から第 7 章までにおいて同じ。） 

⑼ 指定介護老人福祉施設 

⑽ 介護老人保健施設 

⑾ 介護医療院 

6  随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問サービスの

提供に当たる者でなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない
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場合は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回サ

ービス又は同一敷地内にある指定訪問介護事業所若しくは指定夜間対応型

訪問介護事業所の職務に従事することができる。 

7  当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の利用者に対する随

時対応サービスの提供に支障がない場合は、第 4 項本文及び前項の規定に

かかわらず、オペレーターは、随時訪問サービスに従事することができる。  

8  前項の規定によりオペレーターが随時訪問サービスに従事している場合

において、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の利用者に

対する随時訪問サービスの提供に支障がないときは、第 1 項の規定にかか

わらず、随時訪問サービスを行う訪問介護員等を置かないことができる。  

9  看護職員のうち 1 人以上は、常勤の保健師又は看護師（第 3 条の 23 第

1項及び第 3条の 24において「常勤看護師等」という。）でなければなら

ない。 

10 看護職員のうち 1 人以上は、提供時間帯を通じて、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業者との連絡体制が確保された者でなければならな

い。 

11 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所ごとに、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者であって看護師、介護福祉士等であるもののうち 1 人以上を、利

用者に対する第 3 条の 24 第 1 項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介

護看護計画の作成に従事する者（以下この章において「計画作成責任者」

という。）としなければならない。 

12 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が指定訪問看護事業者

（指定居宅サービス等基準条例第 65 条第 1 項に規定する指定訪問看護事

業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の事業と指定訪問看護（指定居宅サービス等基準条

例第 64 条に規定する指定訪問看護をいう。以下同じ。）の事業とが同一

の事業所において一体的に運営されている場合に、指定居宅サービス等基

準条例第 65 条第 1 項第 1 号アに規定する人員に関する基準を満たすとき

（同条第 5 項の規定により同条第 1 項第 1 号ア及び第 2 号に規定する基準

を満たしているものとみなされているとき及び第 171 条第 14 項の規定に

より同条第 4 項に規定する基準を満たしているものとみなされているとき

を除く。）は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、第

1 項第 4 号アに規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 
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（管理者） 

第 3 条の 5 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の

管理者を置かなければならない。ただし、指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職

務に従事することができるものとする。 

第 3 節 設備に関する基準 

（設備及び備品等） 

第 3 条の 6 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所には、事業の運

営を行うために必要な広さを有する専用の区画を設けるほか、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供に必要な設備及び備品等を備えなけれ

ばならない。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者が円滑に通報

し、迅速な対応を受けることができるよう、指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所ごとに、次に掲げる機器等を備え、必要に応じてオペレ

ーターに当該機器等を携帯させなければならない。ただし、第 1 号に掲げ

る機器等については、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が適

切に利用者の心身の状況等の情報を蓄積するための体制を確保している場

合であって、オペレーターが当該情報を常時閲覧できるときは、これを備

えないことができる。 

⑴ 利用者の心身の状況等の情報を蓄積することができる機器等 

⑵ 随時適切に利用者からの通報を受けることができる通信機器等 

3  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者が援助を必要

とする状態となったときに適切にオペレーターに通報できるよう、利用者

に対し、通信のための端末機器を配布しなければならない。ただし、利用

者が適切にオペレーターに随時の通報を行うことができる場合は、この限

りでない。 

4  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が指定夜間対応型訪問介

護事業者（第 6 条第 1 項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業者をい

う。）の指定を併せて受け、かつ、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の事業と指定夜間対応型訪問介護（第 4 条に規定する指定夜間対応型訪

問介護をいう。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されてい

る場合については、第 8 条に規定する設備に関する基準を満たすことをも
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って、前 3 項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

第 4 節 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明及び同意）  

第 3 条の 7 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込

者又はその家族に対し、第 3 条の 29 に規定する運営規程の概要、定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサ

ービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明

を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用申込者又はその

家族からの申出があった場合には、前項の規定による文書の交付に代えて、

第 5 項で定めるところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、

当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この条にお

いて「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場合に

おいて、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、当該文書

を交付したものとみなす。 

⑴ 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

ア 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の使用に係る電子

計算機と利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを接続

する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機

に備えられたファイルに記録する方法 

イ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルに記録された前項に規定する重要事項

を電気通信回線を通じて利用申込者又はその家族の閲覧に供し、当

該利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受

ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

⑵ 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により

一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファ

イルに前項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

3  前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出

-41-



力することにより文書を作成することができるものでなければならない。 

4  第 2 項第 1 号の「電子情報処理組織」とは、指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族

の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を

いう。 

5  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、第 2 項の規定により

第 1 項に規定する重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該

利用申込者又はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類

及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

⑴ 第 2 項各号に規定する方法のうち指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者が使用するもの 

⑵ ファイルへの記録の方式 

6  前項の規定による承諾を得た指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は、当該利用申込者又はその家族から文書又は電磁的方法により電磁

的方法による提供を受けない旨の申出があった場合は、当該利用申込者又

はその家族に対し、第 1 項に規定する重要事項の提供を電磁的方法によっ

てしてはならない。ただし、当該利用申込者又はその家族が再び前項の規

定による承諾をした場合は、この限りでない。 

（提供拒否の禁止） 

第 3 条の 8 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、正当な理由

なく指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を拒んではならない。 

（サービス提供困難時の対応） 

第 3 条の 9 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の通常の事業の実施地域（当該事

業所が通常時に当該サービスを提供する地域をいう。以下同じ。）等を勘

案し、利用申込者に対し自ら適切な指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護を提供することが困難であると認めた場合は、当該利用申込者に係る指

定居宅介護支援事業者（法第 46 条第 1 項に規定する指定居宅介護支援事

業者をいう。以下同じ。）への連絡、適当な他の指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなけれ

ばならない。 

（受給資格等の確認） 

第 3 条の 10 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を求められた場合は、その者の提示
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する被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認

定の有効期間を確かめるものとする。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項の被保険者証に、

法第 78 条の 3 第 2 項の規定により認定審査会意見が記載されているとき

は、当該認定審査会意見に配慮して、指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護を提供するように努めなければならない。 

（要介護認定の申請に係る援助） 

第 3 条の 11 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、要介護認定を受けて

いない利用申込者については、要介護認定の申請が既に行われているかど

うかを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用申込者の意思を踏

まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならな

い。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定居宅介護支援が

利用者に対して行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要

介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護認定の

有効期間が終了する日の 30 日前までに行われるよう、必要な援助を行わ

なければならない。 

（心身の状況等の把握） 

第 3 条の 12 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、計画作成責任者によ

る利用者の面接によるほか、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催

するサービス担当者会議（浜田地区広域行政組合指定居宅介護支援等の事

業の人員及び運営に関する基準等を定める条例（平成 30 年浜田地区広域

行政組合条例第 2 号。以下「指定居宅介護支援等基準条例」という。）

（第 13 条第 9 号に規定するサービス担当者会議をいう。以下この章、第

23 条、第 40 条の 6 及び第 40 条の 7 において同じ。）等を通じて、利用者

の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サ

ービスの利用状況等の把握に努めなければならない。 

（指定居宅介護支援事業者等との連携） 

第 3 条の 13 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護を提供するに当たっては、指定居宅介護支

援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接

な連携に努めなければならない。 
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2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護の提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対し

て適切な指導を行うとともに、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者

に対する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者

との密接な連携に努めなければならない。 

（法定代理受領サービスの提供を受けるための援助） 

第 3 条の 14 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、利用申込者が施行規

則第 65 条の 4 各号のいずれにも該当しないときは、当該利用申込者又は

その家族に対し、居宅サービス計画（法第 8 条第 24 項に規定する居宅サ

ービス計画をいう。）の作成を指定居宅介護支援事業者に依頼する旨を組

合に対して届け出ること等により、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の提供を法定代理受領サービスとして受けることができる旨を説明する

こと、指定居宅介護支援事業者に関する情報を提供することその他の法定

代理受領サービスを行うために必要な援助を行わなければならない。 

（居宅サービス計画に沿ったサービスの提供） 

第 3 条の 15 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、居宅サー

ビス計画（法第 8 条第 24 項に規定する居宅サービス計画をいい、施行規

則第 65 条の 4 第 1 号ハに規定する計画を含む。以下同じ。）が作成され

ている場合は、当該居宅サービス計画に沿った指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護を提供しなければならない。 

（居宅サービス計画等の変更の援助） 

第 3 条の 16 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者が

居宅サービス計画の変更を希望する場合は、当該利用者に係る指定居宅介

護支援事業者への連絡その他の必要な援助を行わなければならない。 

（身分を証する書類の携行） 

第 3条の 17 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者に身分を証する書類を携行させ、面接時、

初回訪問時及び利用者又はその家族から求められたときは、これを提示す

べき旨を指導しなければならない。 

（サービスの提供の記録） 

第 3 条の 18 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護を提供した際には、当該指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供日及び内容、当該指定定期巡回・随時対応型

-44-



訪問介護看護について法第 42 条の 2 第 6 項の規定により利用者に代わっ

て支払を受ける地域密着型介護サービス費の額その他必要な事項を、利用

者の居宅サービス計画を記載した書面又はこれに準ずる書面に記載しなけ

ればならない。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護を提供した際には、提供した具体的なサービスの内容

等を記録するとともに、利用者からの申出があった場合には、文書の交付

その他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しなければなら

ない。 

（利用料等の受領） 

第 3 条の 19 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、法定代理

受領サービスに該当する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供し

た際には、その利用者から利用料の一部として、当該指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護に係る地域密着型介護サービス費用基準額から当該指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者に支払われる地域密着型介護

サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、法定代理受領サービ

スに該当しない指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供した際にそ

の利用者から支払を受ける利用料の額と、指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護に係る地域密着型介護サービス費用基準額との間に、不合理な差

額が生じないようにしなければならない。 

3  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前 2 項の支払を受け

る額のほか、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅

において指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行う場合は、それに要

した交通費の額の支払を利用者から受けることができる。 

4  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項の費用の額に係

るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、

当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なけ

ればならない。 

（保険給付の請求のための証明書の交付） 

第 3 条の 20 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、法定代理

受領サービスに該当しない指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護に係る

利用料の支払を受けた場合は、提供した指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス
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提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本取扱方針） 

第 3 条の 21 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、定期巡回サービ

ス及び訪問看護サービスについては、利用者の要介護状態の軽減又は悪化

の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行うとともに、随時対

応サービス及び随時訪問サービスについては、利用者からの随時の通報に

適切に対応して行うものとし、利用者が安心してその居宅において生活を

送ることができるようにしなければならない。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、自らその提供する指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の質の評価を行い、それらの結果を

公表し、常にその改善を図らなければならない。 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の具体的取扱方針） 

第 3 条の 22 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の行う指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の方針は、次に掲げるところによるものとす

る。 

⑴ 定期巡回サービスの提供に当たっては、第 3 条の 24 第 1 項に規定す

る定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に基づき、利用者が安心して

その居宅において生活を送るのに必要な援助を行うものとする。 

⑵ 随時訪問サービスを適切に行うため、オペレーターは、計画作成責任

者及び定期巡回サービスを行う訪問介護員等と密接に連携し、利用者の

心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、利用者又は

その家族に対し、適切な相談及び助言を行うものとする。 

⑶ 随時訪問サービスの提供に当たっては、第 3 条の 24 第 1 項に規定す

る定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に基づき、利用者からの随時

の連絡に迅速に対応し、必要な援助を行うものとする。 

⑷ 訪問看護サービスの提供に当たっては、主治の医師との密接な連携及

び第 3 条の 24 第 1 項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護看護計

画に基づき、利用者の心身の機能の維持回復を図るよう妥当適切に行う

ものとする。 

⑸ 訪問看護サービスの提供に当たっては、常に利用者の病状、心身の状

況及びその置かれている環境の的確な把握に努め、利用者又はその家族

に対し、適切な指導等を行うものとする。 

⑹ 特殊な看護等については、これを行ってはならないものとする。 

⑺ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、懇切丁
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寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方

法等について、理解しやすいように説明を行うものとする。 

⑻ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該利

用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない

場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身

体的拘束等」という。）を行ってはならない。 

⑼ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならな

い。 

⑽ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、介護技

術及び医学の進歩に対応し、適切な介護技術及び看護技術をもってサー

ビスの提供を行うものとする。 

⑾ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たり利用者から合

鍵を預かる場合には、その管理を厳重に行うとともに、管理方法、紛失

した場合の対処方法その他必要な事項を記載した文書を利用者に交付す

るものとする。 

（主治の医師との関係） 

第 3 条の 23 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の常勤看護師

等は、主治の医師の指示に基づき適切な訪問看護サービスが行われるよう

必要な管理をしなければならない。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、訪問看護サービスの

提供の開始に際し、主治の医師による指示を文書で受けなければならない。 

3  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、主治の医師に次条第

1 項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画（訪問看護サービ

スの利用者に係るものに限る。）及び同条第 11 項に規定する訪問看護報

告書を提出し、訪問看護サービスの提供に当たって主治の医師との密接な

連携を図らなければならない。 

4  医療機関が当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を運営す

る場合にあっては、前 2 項の規定にかかわらず、第 2 項の主治の医師の文

書による指示並びに前項の定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画及び次

条第 11 項に規定する訪問看護報告書の提出は、診療録その他の診療に関

する記録（以下「診療記録」という。）への記載をもって代えることがで

きる。 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画等の作成） 
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第 3 条の 24 計画作成責任者は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を

踏まえて、定期巡回サービス及び随時訪問サービスの目標、当該目標を達

成するための具体的な定期巡回サービス及び随時訪問サービスの内容等を

記載した定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を作成しなければならな

い。 

2  定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画は、既に居宅サービス計画が作

成されている場合は、当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しなけれ

ばならない。ただし、定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画における指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供する日時等については、当該

居宅サービス計画に定められた指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護が

提供される日時等にかかわらず、当該居宅サービス計画の内容及び利用者

の日常生活全般の状況及び希望を踏まえ、計画作成責任者が決定すること

ができる。この場合において、計画作成責任者は、当該定期巡回・随時対

応型訪問介護看護計画を、当該利用者を担当する介護支援専門員に提出す

るものとする。 

3  定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画は、看護職員が利用者の居宅を

定期的に訪問して行うアセスメント（利用者の心身の状況を勘案し、自立

した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把

握することをいう。）の結果を踏まえ、作成しなければならない。 

4  訪問看護サービスの利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護計

画については、第 1 項に規定する事項に加え、当該利用者の希望、心身の

状況、主治の医師の指示等を踏まえて、療養上の目標、当該目標を達成す

るための具体的なサービスの内容等を記載しなければならない。 

5  計画作成責任者が常勤看護師等でない場合には、常勤看護師等は、前項

の記載に際し、必要な指導及び管理を行うとともに、次項に規定する利用

者又はその家族に対する定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の説明を

行う際には、計画作成責任者に対し、必要な協力を行わなければならない。 

6  計画作成責任者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成に当

たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者

の同意を得なければならない。 

7  計画作成責任者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を作成した

際には、当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を利用者に交付しな

ければならない。 

8  計画作成責任者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成後、
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当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の実施状況の把握を行い、必

要に応じて当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の変更を行うもの

とする。 

9  第 1 項から第 7 項までの規定は、前項に規定する定期巡回・随時対応型

訪問介護看護計画の変更について準用する。 

10 訪問看護サービスを行う看護師等（准看護師を除く。）は、訪問看護サ

ービスについて、訪問日、提供した看護内容等を記載した訪問看護報告書

を作成しなければならない。 

11 常勤看護師等は、訪問看護報告書の作成に関し、必要な指導及び管理を

行わなければならない。 

12 前条第 4 項の規定は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画（訪問看

護サービスの利用者に係るものに限る。）及び訪問看護報告書の作成につ

いて準用する。 

（同居家族に対するサービス提供の禁止） 

第 3条の 25 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者に、その同居の家族である利用者に対する

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護（随時対応サービスを除く。）の

提供をさせてはならない。 

（利用者に関する組合への通知） 

第 3 条の 26 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護を受けている利用者が次の各号のいずれか

に該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を組合に通知しなけれ

ばならない。 

⑴ 正当な理由なしに指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用に関

する指示に従わないことにより、要介護状態の程度を増進させたと認め

られるとき。 

⑵ 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとした

とき。 

（緊急時等の対応） 

第 3 条の 27 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者は、現に指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を行っているときに利用者に病状の

急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を行

う等の必要な措置を講じなければならない。 

2  前項の定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者が看護職員である場合
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にあっては、必要に応じて臨時応急の手当てを行わなければならない。 

（管理者等の責務）  

第 3 条の 28 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理者は、

当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の従業者及び業務の管

理を、一元的に行わなければならない。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理者は、当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の従業者にこの節の規定を遵守さ

せるため必要な指揮命令を行うものとする。 

3  計画作成責任者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に対

する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用の申込みに係る調整等

のサービスの内容の管理を行うものとする。  

（運営規程） 

第 3 条の 29 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営につ

いての重要事項に関する規程（以下この章において「運営規程」という。）

を定めておかなければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の内容及び利用料その他の費

用の額 

⑸ 通常の事業の実施地域 

⑹ 緊急時等における対応方法 

⑺ 合鍵の管理方法及び紛失した場合の対処方法 

⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑼ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第 3 条の 30 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者に

対し適切な指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供できるよう、指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所ごとに、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者によって指定定
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期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供しなければならない。ただし、指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、適切に指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護を利用者に提供する体制を構築しており、他の指定

訪問介護事業所、指定夜間対応型訪問介護事業所又は指定訪問看護事業所

（以下この条において「指定訪問介護事業所等」という。）との密接な連

携を図ることにより当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の

効果的な運営を期待することができる場合であって、利用者の処遇に支障

がないときは、組合管理者が地域の実情を勘案し適切と認める範囲内にお

いて、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業の一部を、当該他の指定

訪問介護事業所等との契約に基づき、当該指定訪問介護事業所等の従業者

に行わせることができる。 

3  前項本文の規定にかかわらず、随時対応サービスについては、組合管理

者が地域の実情を勘案して適切と認める範囲内において、複数の指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の間の契約に基づき、当該複数の指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が密接な連携を図ることによ

り、一体的に利用者又はその家族等からの通報を受けることができる。 

4  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しな

ければならない。 

5  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、適切な指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供を確保する観点から、職場において行

われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な

措置を講じなければならない。 

 （業務継続計画の策定等） 

第 3条の 30の 2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、感染症

や非常災害の発生時において、利用者に対する指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期

の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、

当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 
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3  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期的に業務継続計

画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

（衛生管理等） 

第 3条の 31 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要

な管理を行わなければならない。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努

めなければならない。 

3  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、当該指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所において感染症が発生し、又はまん延しな

いように、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における感染症の

予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置

その他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用し

て行うことができるものとする。）をおおむね 6 月に 1 回以上開催する

とともに、その結果について、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における感染症の

予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において、定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者に対し、感染症の予防及びまん延の

防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

（掲示） 

第 3 条の 32 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、

定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の勤務の体制その他の利用申込

者のサービスの選択に資すると認められる重要事項（以下この条において

単に「重要事項」という。）を掲示しなければならない。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、重要事項を記載した

書面を当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に備え付け、か

つ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、前項の規定に

よる掲示に代えることができる。 

3  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事
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項をウェブサイトに掲載しなければならない。 

（秘密保持等） 

第 3 条の 33 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の従業者は、

正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏ら

してはならない。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、当該指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、

その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、

必要な措置を講じなければならない。 

3  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、サービス担当者会議

等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の

家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により

得ておかなければならない。 

（広告） 

第 3 条の 34 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所について広告をする場合においては、

その内容が虚偽又は誇大なものとしてはならない。 

（指定居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止） 

第 3 条の 35 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定居宅

介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に特定の事業者によるサー

ビスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与し

てはならない。 

（苦情処理） 

第 3 条の 36 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、提供した

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護に係る利用者及びその家族からの

苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設

置する等の必要な措置を講じなければならない。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項の苦情を受け付

けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。 

3  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、提供した指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護に関し、法第 23 条の規定により組合が行う

文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は組合職員からの質問若し

くは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して組合が行う調査に協力す

るとともに、組合から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又
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は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

4  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、組合からの求めがあ

った場合には、前項の改善の内容を組合に報告しなければならない。 

5  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、提供した指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護に係る利用者からの苦情に関して国民健康保

険団体連合会（国民健康保険法 （昭和 33 年法律第 192 号）第 45 条第 5

項に規定する国民健康保険団体連合会をいう。以下同じ。）が行う法第

176 条第 1 項第 3 号の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会

から同号 の指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に

従って必要な改善を行わなければならない。 

6  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、国民健康保険団体連

合会からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を国民健康保険団体

連合会に報告しなければならない。 

（地域との連携等） 

第 3 条の 37 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、利用者、利用者の家

族、地域住民の代表者、地域の医療関係者、指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所が所在する組合職員又は当該指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所が所在する区域を管轄する法第 115 条の 46 第 1 項に

規定する地域包括支援センターの職員、定期巡回・随時対応型訪問介護看

護について知見を有する者等により構成される協議会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。ただし、利用者又はその家族

（以下この項、第 34 条第 1 項及び第 68 条において「利用者等」という。）

が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者

等の同意を得なければならない。）（以下この項において「介護・医療連

携推進会議」という。）を設置し、おおむね 6 月に 1 回以上、介護・医療

連携推進会議に対して指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供状況

等を報告し、介護・医療連携推進会議による評価を受けるとともに、介

護・医療連携推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければ

ならない。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項の報告、評価、

要望、助言等についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなけ

ればならない。 

3  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、その事業の運営に当
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たっては、提供した指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護に関する利用

者からの苦情に関して組合等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その

他の組合が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

4  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者

に対して指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供する場合には、正

当な理由がある場合を除き、当該建物に居住する利用者以外の者に対して

も、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を行わなければならな

い。 

（事故発生時の対応） 

第 3 条の 38 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者に

対する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供により事故が発生し

た場合は、組合、当該利用者の家族、当該利用者に係る指定居宅介護支援

事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項の事故の状況及

び事故に際して採った処置について記録しなければならない。 

3  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者に対する指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供により賠償すべき事故が発生し

た場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

（虐待の防止） 

第 3条の 38の 2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、虐待の

発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じなければ

ならない。 

 ⑴ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における虐待の防

止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果につ

いて、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者に周知徹底を図ること。 

 ⑵ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における虐待の防

止のための指針を整備すること。 

 ⑶ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において、定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者に対し、虐待の防止のための研修を

定期的に実施すること。 

 ⑷ 前 3 号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

（会計の区分） 
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第 3 条の 39 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに経理を区分するとともに、指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業の会計とその他の事業の会計

を区分しなければならない。 

（記録の整備） 

第 3 条の 40 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、従業者、

設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

2  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者に対する指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に関する次の各号に掲げる記録

を整備し、その完結の日から 2 年間保存しなければならない。 

⑴ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画 

⑵ 第 3 条の 18 第 2 項の規定による提供した具体的なサービスの内容等

の記録 

⑶ 第 3 条の 23 第 2 項に規定する主治の医師による指示の文書 

⑷ 第 3 条の 24 第 10 項に規定する訪問看護報告書 

⑸ 第 3 条の 22 第 9 号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑹ 第 3 条の 26 の規定による組合への通知に係る記録 

⑺ 第 3 条の 36 第 2 項の規定による苦情の内容等の記録 

⑻ 第 3 条の 38 第 2 項の規定による事故の状況及び事故に際して採った

処置についての記録 

第 5 節 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の人員及

び運営に関する基準の特例 

（適用除外） 

第 3 条の 41 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護（指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護のうち法第 8 条第 15 項第 2 号に該当するも

のをいう。次条において同じ。）の事業を行う者（以下「連携型指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業者」という。）が当該事業を行う事業

所（以下「連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」とい

う。）ごとに置くべき定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の職種及

び員数については、第 3 条の 4 第 1 項第 4 号、第 9 項、第 10 項及び第 12

項の規定は適用しない。 

2  連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者については、第 3

条の 23、第 3条の 24第 4項（同条第 9項において準用する場合を含む。）、
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第 5 項（同条第 9 項において準用する場合を含む。）及び第 10 項から第

12項まで並びに第 3条の 40第 2項第 3号及び第 4号の規定は適用しない。 

（指定訪問看護事業者との連携） 

第 3 条の 42 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、連

携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに、当該連携型指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の利用者に対して指定訪問看

護の提供を行う指定訪問看護事業者と連携しなければならない。 

2  連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、連携する指定

訪問看護事業者（以下この項において「連携指定訪問看護事業者」とい

う。）との契約に基づき、当該連携指定訪問看護事業者から、次の各号に

掲げる事項について必要な協力を得なければならない。 

⑴ 第 3 条の 24 第 3 項に規定するアセスメント 

⑵ 随時対応サービスの提供に当たっての連絡体制の確保 

⑶ 第 3 条の 37 第 1 項に規定する介護・医療連携推進会議への参加 

⑷ その他連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当た

って必要な指導及び助言 

第 2 章 夜間対応型訪問介護 

第 1 節 基本方針等 

（基本方針） 

第 4 条 指定地域密着型サービスに該当する夜間対応型訪問介護（以下「指

定夜間対応型訪問介護」という。）の事業は、要介護状態となった場合に

おいても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるよう、夜間において、定期的な

巡回又は随時通報によりその者の居宅を訪問し、排せつの介護、日常生活

上の緊急時の対応その他の夜間において安心してその居宅において生活を

送ることができるようにするための援助を行うものでなければならない。 

（指定夜間対応型訪問介護） 

第 5 条 前条に規定する援助を行うため、指定夜間対応型訪問介護において

は、定期的に利用者の居宅を巡回して行う夜間対応型訪問介護（以下この

章において「定期巡回サービス」という。）、あらかじめ利用者の心身の

状況、その置かれている環境等を把握した上で、随時、利用者からの通報

を受け、通報内容等を基に訪問介護員等（指定夜間対応型訪問介護の提供

に当たる介護福祉士又は法第 8 条第 2 項に規定する政令で定める者（施行

規則第 22 条の 23 第 1 項に規定する介護職員初任者研修課程を修了した者
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に限る。）をいう。以下この章において同じ。）の訪問の要否等を判断す

るサービス（以下「オペレーションセンターサービス」という。）及びオ

ペレーションセンター（オペレーションセンターサービスを行うための次

条第 1 項第 1 号に規定するオペレーションセンター従業者を置いている事

務所をいう。以下同じ。）等からの随時の連絡に対応して行う夜間対応型

訪問介護（以下この章において「随時訪問サービス」という。）を提供す

るものとする。 

2  オペレーションセンターは、通常の事業の実施地域内に 1 か所以上設置

しなければならない。ただし、定期巡回サービスを行う訪問介護員等が利

用者から通報を受けることにより適切にオペレーションセンターサービス

を実施することが可能であると認められる場合は、オペレーションセンタ

ーを設置しないことができる。 

第 2 節 人員に関する基準 

（訪問介護員等の員数） 

第 6 条 指定夜間対応型訪問介護の事業を行う者（以下「指定夜間対応型訪

問介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定夜間対応

型訪問介護事業所」という。）ごとに置くべき従業者（以下「夜間対応型

訪問介護従業者」という。）の職種及び員数は、次のとおりとする。ただ

し、前条第 2 項ただし書の規定に基づきオペレーションセンターを設置し

ない場合においては、オペレーションセンター従業者を置かないことがで

きる。 

⑴ オペレーションセンター従業者 オペレーター（指定夜間対応型訪問

介護を提供する時間帯を通じて利用者からの通報を受け付ける業務に当

たる従業者をいう。以下この章において同じ。）として 1 以上及び利用

者の面接その他の業務を行う者として 1 以上確保されるために必要な数

以上 

⑵ 定期巡回サービスを行う訪問介護員等 定期巡回サービスを行う訪問

介護員等の員数は、交通事情、訪問頻度等を勘案し、利用者に適切に定

期巡回サービスを提供するために必要な数以上 

⑶ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等 随時訪問サービスを行う訪問

介護員等の員数は、指定夜間対応型訪問介護を提供する時間帯を通じて

随時訪問サービスの提供に当たる訪問介護員等が 1 以上確保されるため

に必要な数以上 

2  オペレーターは、看護師、介護福祉士その他厚生労働大臣が定める者を
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もって充てなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合で

あって、指定夜間対応型訪問介護を提供する時間帯を通じて、これらの者

との連携を確保しているときは、1 年以上（特に業務に従事した経験が必

要な者として厚生労働大臣が定めるものにあっては、3 年以上）サービス

提供責任者の業務に従事した経験を有する者をもって充てることができる。 

3  オペレーターは専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、

利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の

定期巡回サービス、同一敷地内の指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務又は利用者以外の者からの通報

を受け付ける業務に従事することができる。 

4  指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内に次に掲げるいずれかの施

設等がある場合において、当該施設等の入所者等の処遇に支障がない場合

は、前項本文の規定にかかわらず、当該施設等の職員をオペレーターとし

て充てることができる。 

 ⑴ 指定短期入所生活介護事業所 

 ⑵ 指定短期入所療養介護事業所 

⑶ 指定特定施設 

⑷ 指定小規模多機能型居宅介護事業所 

⑸ 指定認知症対応型共同生活介護事業所 

⑹ 指定地域密着型特定施設 

⑺ 指定地域密着型介護老人福祉施設 

⑻ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所 

⑼ 指定介護老人福祉施設 

⑽ 介護老人保健施設 

⑾ 介護医療院 

5  随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問サービスの

提供に当たる者でなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない

場合は、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の定期巡回サービス又は同一

敷地内にある指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所の職務に従事することができる。 

6  当該指定夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対するオペレーションセ

ンターサービスの提供に支障がない場合は、第 3 項本文及び前項本文の規

定にかかわらず、オペレーターは、随時訪問サービスに従事することがで

きる。 
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7  前項の規定によりオペレーターが随時訪問サービスに従事している場合

において、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対する随時訪問

サービスの提供に支障がないときは、第 1 項の規定にかかわらず、随時訪

問サービスを行う訪問介護員等を置かないことができる。 

（管理者） 

第 7 条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護事業所

ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。た

だし、指定夜間対応型訪問介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指

定夜間対応型訪問介護事業所の他の職務又は他の事業所、施設等（当該指

定夜間対応型訪問介護事業者が、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業者の指定を併せて受け、かつ、当該他の事業所、施設等と一体的に運

営している場合に限る。）の職務に従事することができるものとし、日中

のオペレーションセンターサービスを実施する場合であって、指定訪問介

護事業者（指定居宅サービス等基準条例第 6 条第 1 項に規定する指定訪問

介護事業者をいう。）の指定を併せて受けて、一体的に運営するときは、

指定訪問介護事業所の職務に従事することができるものとする。 

第 3 節 設備に関する基準 

（設備及び備品等） 

第 8 条 指定夜間対応型訪問介護事業所には、事業の運営を行うために必要

な広さを有する専用の区画を設けるほか、指定夜間対応型訪問介護の提供

に必要な設備及び備品等を備えなければならない。 

2  指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者が円滑に通報し、迅速な対応

を受けることができるよう、オペレーションセンターごとに、次に掲げる

機器等を備え、必要に応じてオペレーターに当該機器等を携帯させなけれ

ばならない。ただし、第 1 号に掲げる機器等については、指定夜間対応型

訪問介護事業者が適切に利用者の心身の状況等の情報を蓄積するための体

制を確保している場合であって、オペレーターが当該情報を常時閲覧でき

るときは、これを備えないことができる。 

⑴ 利用者の心身の状況等の情報を蓄積することができる機器等 

⑵ 随時適切に利用者からの通報を受けることができる通信機器等 

3  指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者が援助を必要とする状態と

なったときに適切にオペレーションセンターに通報できるよう、利用者

に対し、通信のための端末機器を配布しなければならない。ただし、利

用者が適切にオペレーションセンターに随時の通報を行うことができる
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場合は、この限りでない。 

4  指定夜間対応型訪問介護事業者が指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定夜間対応型訪問介護の事業と指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業とが同一の事業所において一

体的に運営されている場合については、第 3 条の 6 に規定する設備に関す

る基準を満たすことをもって、前 3 項に規定する基準を満たしているもの

とみなすことができる。 

第 4 節 運営に関する基準  

（指定夜間対応型訪問介護の基本取扱方針） 

第 9 条 指定夜間対応型訪問介護は、定期巡回サービスについては、利用者

の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計

画的に行われるとともに、オペレーションセンターサービス及び随時訪問

サービスについては、利用者からの随時の通報に適切に対応して行われる

ものとし、利用者が夜間において安心してその居宅において生活を送るこ

とができるものでなければならない。 

2  指定夜間対応型訪問介護事業者は、自らその提供する指定夜間対応型訪

問介護の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

（指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方針） 

第 10 条 夜間対応型訪問介護従業者の行う指定夜間対応型訪問介護の方針

は、次に掲げるところによるものとする。 

⑴ 定期巡回サービスの提供に当たっては、夜間対応型訪問介護計画に基

づき、利用者が安心してその居宅において生活を送るのに必要な援助を

行うものとする。 

⑵ 随時訪問サービスを適切に行うため、オペレーションセンター従業者

は、利用者の面接及び 1 月ないし 3 月に 1 回程度の利用者の居宅への訪

問を行い、随時利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な

把握に努め、利用者又はその家族に対し、適切な相談及び助言を行うも

のとする。 

⑶ 随時訪問サービスの提供に当たっては、夜間対応型訪問介護計画に基

づき、利用者からの随時の連絡に迅速に対応し、必要な援助を行うもの

とする。 

⑷ 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを

旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、

理解しやすいように説明を行うものとする。 
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⑸ 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行ってはならない。 

⑹ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならな

い。 

⑺ 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応

し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行うものとする。 

⑻ 夜間対応型訪問介護従業者は、利用者からの連絡内容や利用者の心身

の状況を勘案し、必要があると認めるときは、利用者が利用する指定訪

問看護ステーション（指定居宅サービス等基準条例第 65 条第 1 項第 1

号に規定する指定訪問看護ステーションをいう。）への連絡を行う等の

適切な措置を講ずるものとする。 

⑼ 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たり利用者から合鍵を預かる場合

には、その管理を厳重に行うとともに、管理方法、紛失した場合の対処

方法その他必要な事項を記載した文書を利用者に交付するものとする。 

（夜間対応型訪問介護計画の作成） 

第 11 条 オペレーションセンター従業者（オペレーションセンターを設置

しない場合にあっては、訪問介護員等。以下この章において同じ。）は、

利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、定期巡回サービス及び

随時訪問サービスの目標、当該目標を達成するための具体的な定期巡回サ

ービス及び随時訪問サービスの内容等を記載した夜間対応型訪問介護計画

を作成しなければならない。 

2  夜間対応型訪問介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場

合は、当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。 

3  オペレーションセンター従業者は、夜間対応型訪問介護計画の作成に当

たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者

の同意を得なければならない。 

4  オペレーションセンター従業者は、夜間対応型訪問介護計画を作成した

際には、当該夜間対応型訪問介護計画を利用者に交付しなければならない。 

5  オペレーションセンター従業者は、夜間対応型訪問介護計画の作成後、

当該夜間対応型訪問介護計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて当該

夜間対応型訪問介護計画の変更を行うものとする。 

6  第 1 項から第 4 項までの規定は、前項に規定する夜間対応型訪問介護計
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画の変更について準用する。 

（緊急時等の対応） 

第 12 条 訪問介護員等は、現に指定夜間対応型訪問介護の提供を行ってい

るときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに

主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

（管理者等の責務）  

第 13 条 指定夜間対応型訪問介護事業所の管理者は、当該指定夜間対応型

訪問介護事業所の従業者及び業務の管理を、一元的に行わなければならな

い。 

2  指定夜間対応型訪問介護事業所の管理者は、当該指定夜間対応型訪問介

護事業所の従業者にこの節の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行う

ものとする。 

3  オペレーションセンター従業者は、指定夜間対応型訪問介護事業所に対

する指定夜間対応型訪問介護の利用の申込みに係る調整、訪問介護員等に

対する技術指導等のサービスの内容の管理を行うものとする。 

（運営規程） 

第 14 条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護事業

所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（以下

この章において「運営規程」という。）を定めておかなければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定夜間対応型訪問介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑸ 通常の事業の実施地域 

⑹ 緊急時等における対応方法 

⑺ 合鍵の管理方法及び紛失した場合の対処方法 

⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑼ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第 15 条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者に対し適切な指定夜間

対応型訪問介護を提供できるよう、指定夜間対応型訪問介護事業所ごとに、

夜間対応型訪問介護従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

2  指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護事業所ごと

に、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の訪問介護員等によって定期巡回

-63-



サービス及び随時訪問サービスを提供しなければならない。ただし、指定

夜間対応型訪問介護事業所が、適切に指定夜間対応型訪問介護を利用者に

提供する体制を構築しており、他の指定訪問介護事業所又は指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所（以下この条において「指定訪問介護

事業所等」という。）との密接な連携を図ることにより当該指定夜間対応

型訪問介護事業所の効果的な運営を期待することができる場合であって、

利用者の処遇に支障がないときは、組合管理者が地域の実情を勘案し適切

と認める範囲内において、指定夜間対応型訪問介護の事業の一部を、当該

他の指定訪問介護事業所等の従業者に行わせることができる。 

3  前項本文の規定にかかわらず、オペレーションセンターサービスについ

ては、組合管理者が地域の実情を勘案し適切と認める範囲内において、複

数の指定夜間対応型訪問介護事業所の間の契約に基づき、当該複数の指定

夜間対応型訪問介護事業所が密接な連携を図ることにより、一体的に利用

者又はその家族等からの通報を受けることができる。 

4  指定夜間対応型訪問介護事業者は、訪問介護員等の資質の向上のために、

その研修の機会を確保しなければならない。 

5  指定夜間対応型訪問介護事業者は、適切な指定夜間対応型訪問介護の提

供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関

係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによ

り夜間対応型訪問介護従業者の就業環境が害されることを防止するための

方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

（地域との連携等） 

第 16 条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、その事業の運営に当たっては、

提供した指定夜間対応型訪問介護に関する利用者からの苦情に関して組合

等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の組合が実施する事業に

協力するよう努めなければならない。 

2  指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護事業所の所

在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定夜間対応型訪問介

護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対しても指

定夜間対応型訪問介護の提供を行うよう努めなければならない。 

（記録の整備） 

第 17 条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計

に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

2  指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者に対する指定夜間対応型訪問
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介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から 2

年間保存しなければならない。 

⑴ 夜間対応型訪問介護計画 

⑵ 次条において準用する第 3 条の 18 第 2 項の規定による提供した具体

的なサービスの内容等の記録 

⑶ 第 10 条第 6 号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑷ 次条において準用する第 3 条の 26 の規定による組合への通知に係る

記録 

⑸ 次条において準用する第 3 条の 36 第 2 項の規定による苦情の内容等

の記録 

⑹ 次条において準用する第 3 条の 38 第 2 項の規定による事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記録 

（準用） 

第 18 条 第 3 条の 7 から第 3 条の 20 まで、第 3 条の 25、第 3 条の 26、第 3

条の 30 の 2 から第 3 条の 36 まで及び第 3 条の 38 から第 3 条の 39 までの

規定は、夜間対応型訪問介護の事業について準用する。この場合において、

第 3 条の 7 第 1 項、第 3 条の 17、第 3 条の 30 の 2 第 2 項、第 3 条の 31 第

1 項並びに第 3 項第 1 号及び第 3 号、第 3 条の 32 第 1 項並びに第 3 条の

38の 2第 1号及び第 3号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「夜間対応型訪問介護従業者」と、第 3 条の 12 中「計画作成

責任者」とあるのは「オペレーションセンター従業者（オペレーションセ

ンターを設置しない場合にあっては、訪問介護員等）」と、第 3 条の 25

中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「訪問介護員

等」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護（随時対応サービスを除

く。）」とあるのは「夜間対応型訪問介護」と読み替えるものとする。 

第 2 章の 2 地域密着型通所介護 

    第 1 節 基本方針 

（基本方針） 

第 19 条 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型通所介護（以下

「指定地域密着型通所介護」という。）の事業は、要介護状態となった場

合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能

力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向

上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利
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用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身

体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。 

    第 2 節 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第 20 条 指定地域密着型通所介護の事業を行う者（以下「指定地域密着型

通所介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定地域密

着型通所介護事業所」という。）ごとに置くべき従業者（以下この節から

第 4 節までにおいて「地域密着型通所介護従業者」という。）の員数は、

次のとおりとする。 

⑴ 生活相談員 指定地域密着型通所介護の提供日ごとに、当該指定地域

密着型通所介護を提供している時間帯に生活相談員（専ら当該指定地域

密着型通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合

計数を当該指定地域密着型通所介護を提供している時間帯の時間数で除

して得た数が 1 以上確保されるために必要と認められる数 

⑵ 看護師又は准看護師（以下この章において「看護職員」という。） 

指定地域密着型通所介護の単位ごとに、専ら当該指定地域密着型通所介

護の提供に当たる看護職員が 1 以上確保されるために必要と認められる

数 

⑶ 介護職員 指定地域密着型通所介護の単位ごとに、当該指定地域密着

型通所介護を提供している時間帯に介護職員（専ら当該指定地域密着型

通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を

当該指定地域密着型通所介護を提供している時間数（次項において「提

供単位時間数」という。）で除して得た数が利用者（当該指定地域密着

型通所介護事業者が法第 115 条の 45 第 1 項第 1 号ロに規定する第 1 号

通所事業（地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための

関係法律の整備等に関する法律（平成 26 年法律第 83 号）第 5 条による

改定前の法第 8 条の 2 第 7 項に規定する介護予防通所介護に相当するも

のとして組合が定めるものに限る。）に係る指定事業者の指定を併せて

受け、かつ、指定地域密着型通所介護の事業と当該第 1 号通所事業とが

同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事

業所における指定地域密着型通所介護又は当該第 1 号通所事業の利用者。

以下この節及び次節において同じ。）の数が 15 人までの場合にあって

は 1 以上、15 人を超える場合にあっては 15 人を超える部分の数を 5 で

除して得た数に 1 を加えた数以上確保されるために必要と認められる数 
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⑷ 機能訓練指導員 1 以上 

2  当該指定地域密着型通所介護事業所の利用定員（当該指定地域密着型通

所介護事業所において同時に指定地域密着型通所介護の提供を受けること

ができる利用者の数の上限をいう。以下この節から第 4 節までにおいて同

じ。）が 10 人以下である場合にあっては、前項の規定にかかわらず、看

護職員及び介護職員の員数を、指定地域密着型通所介護の単位ごとに、当

該指定地域密着型通所介護を提供している時間帯に看護職員又は介護職員

（いずれも専ら当該指定地域密着型通所介護の提供に当たる者に限る。）

が勤務している時間数の合計数を提供単位時間数で除して得た数が 1 以上

確保されるために必要と認められる数とすることができる。 

3  指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護の単位ごと

に、第 1 項第 3 号の介護職員（前項の適用を受ける場合にあっては、同項

の看護職員又は介護職員。次項及び第 7 項において同じ。）を、常時 1 人

以上当該指定地域密着型通所介護に従事させなければならない。 

4  第 1 項及び第 2 項の規定にかかわらず、介護職員は、利用者の処遇に支

障がない場合は、他の指定地域密着型通所介護の単位の介護職員として従

事することができるものとする。 

5  前各項の指定地域密着型通所介護の単位は、指定地域密着型通所介護で

あってその提供が同時に 1 又は複数の利用者に対して一体的に行われるも

のをいう。 

6  第 1 項第 4 号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減

退を防止するための訓練を行う能力を有する者とし、当該指定地域密着型

通所介護事業所の他の職務に従事することができるものとする。 

7  第 1 項の生活相談員又は介護職員のうち 1 人以上は、常勤でなければな

らない。 

8  指定地域密着型通所介護事業者が第 1 項第 3 号に規定する第 1 号通所事

業に係る指定事業者の指定を併せて受け、かつ、指定地域密着型通所介護

の事業と当該第 1 号通所事業とが同一の事業所において一体的に運営され

ている場合については、組合の定める当該第 1 号通所事業の人員に関する

基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものと

みなすことができる。 

（管理者） 

第 21 条 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業

所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。
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ただし、指定地域密着型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該

指定地域密着型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施

設等の職務に従事することができるものとする。 

    第 3 節 設備に関する基準 

（設備及び備品等） 

第 22 条 指定地域密着型通所介護事業所は、食堂、機能訓練室、静養室、

相談室及び事務室を有するほか、消火設備その他の非常災害に際して必要

な設備並びに指定地域密着型通所介護の提供に必要なその他の設備及び備

品等を備えなければならない。 

2  前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

⑴ 食堂及び機能訓練室 

ア 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、そ

の合計した面積は、3 平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以上

とすること。 

イ アにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にはその

提供に支障がない広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際にはその

実施に支障がない広さを確保できる場合にあっては、同一の場所とす

ることができる。 

⑵ 相談室 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配慮

されていること。 

3  第 1 項に掲げる設備は、専ら当該指定地域密着型通所介護の事業の用に

供するものでなければならない。ただし、利用者に対する指定地域密着型

通所介護の提供に支障がない場合は、この限りでない。 

4  前項ただし書きの場合（指定地域密着型通所介護事業者が第 1 項に掲げ

る設備を利用し、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービス

を提供する場合に限る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提

供の開始前に当該指定地域密着型通所介護事業者に係る指定を行った組合

管理者に届け出るものとする。 

5  指定地域密着型通所介護事業者が第 20 条第 1 項第 3 号に規定する第 1

号通所事業に係る指定事業者の指定を併せて受け、かつ、指定地域密着型

通所介護の事業と当該第 1 号通所事業とが同一の事業所において一体的に

運営されている場合については、組合の定める当該第 1 号通所事業の設備

に関する基準を満たすことをもって、第 1 項から第 3 項までに規定する基

準を満たしているものとみなすことができる。 
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    第 4 節 運営に関する基準 

（心身の状況等の把握） 

第 23 条 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護の提

供に当たっては、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサービ

ス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、

他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなけれ

ばならない。 

（利用料等の受領） 

第 24 条 指定地域密着型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当

する指定地域密着型通所介護を提供した際には、その利用者から利用料の

一部として、当該指定地域密着型通所介護に係る地域密着型介護サービス

費用基準額から当該指定地域密着型通所介護事業者に支払われる地域密着

型介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

2  指定地域密着型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しない

指定地域密着型通所介護を提供した際にその利用者から支払を受ける利用

料の額と、指定地域密着型通所介護に係る地域密着型介護サービス費用基

準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

3  指定地域密着型通所介護事業者は、前 2 項の支払を受ける額のほか、次

の各号に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができる。 

⑴ 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用

者に対して行う送迎に要する費用 

⑵ 指定地域密着型通所介護に通常要する時間を越える指定地域密着型通

所介護であって利用者の選定に係るものの提供に伴い必要となる費用の

範囲内において、通常の指定地域密着型通所介護に係る地域密着型介護

サービス費用基準額を超える費用 

⑶ 食事の提供に要する費用 

⑷ おむつ代 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、指定地域密着型通所介護の提供において

提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る

費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められる費用 

4  前項第 3 号に掲げる費用については、別に厚生労働大臣が定めるところ

によるものとする。 

5  指定地域密着型通所介護事業者は、第 3 項の費用の額に係るサービスの

提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービ
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スの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならな

い。 

（指定地域密着型通所介護の基本取扱方針） 

第 25 条 指定地域密着型通所介護は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化

の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければならな

い。 

2  指定地域密着型通所介護事業者は、自らその提供する指定地域密着型通

所介護の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

（指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針） 

第 26 条 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲げるところによるもの

とする。 

⑴ 指定地域密着型通所介護は、利用者が住みなれた地域での生活を継続

することができるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつ

つ、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当適切に行うものとする。 

⑵ 指定地域密着型通所介護は、利用者一人一人の人格を尊重し、利用者

がそれぞれの役割を持って日常生活を送ることができるよう配慮して行

うものとする。 

⑶ 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、次条第 1 項に規定する

地域密着型通所介護計画に基づき、漫然かつ画一的にならないように、

利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう必要な

援助を行うものとする。 

⑷ 地域密着型通所介護従業者は、指定地域密着型通所介護の提供に当た

っては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サ

ービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行うものとす

る。 

⑸ 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行ってはならない。 

⑹ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならな

い。 

⑺ 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応

し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行うものとする。 

⑻ 指定地域密着型通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況を的確に
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把握しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを

利用者の希望に添って適切に提供する。特に、認知症（法第 5 条の 2 第

1 項に規定する認知症をいう。以下同じ。）である要介護者に対しては、

必要に応じ、その特性に対応したサービスの提供ができる体制を整える

ものとする。 

（地域密着型通所介護計画の作成） 

第 27 条 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、利用者の心身の状況、

希望及びその置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標

を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した地域密着型通所介

護計画を作成しなければならない。 

2  地域密着型通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場

合は、当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。 

3  指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画の

作成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、

利用者の同意を得なければならない。 

4  指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画を

作成した際には、当該地域密着型通所介護計画を利用者に交付しなければ

ならない。 

5  地域密着型通所介護従業者は、それぞれの利用者について、地域密着型

通所介護計画に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行

う。 

（管理者の責務） 

第 28 条 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、当該指定地域密着型

通所介護事業所の従業者の管理及び指定地域密着型通所介護の利用の申込

みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うものと

する。 

2  指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、当該指定地域密着型通所介

護事業所の従業者にこの節の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行う

ものとする。 

（運営規程） 

第 29 条 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業

所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（以下

この節において「運営規程」という。）を定めておかなければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 
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⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定地域密着型通所介護の利用定員 

⑸ 指定地域密着型通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ サービス利用に当たっての留意事項 

⑻ 緊急時等における対応方法 

⑼ 非常災害対策 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑾ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第 30 条 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対し適切な指定地域

密着型通所介護を提供できるよう、指定地域密着型通所介護事業所ごとに

従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

2  指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所ごと

に、当該指定地域密着型通所介護事業所の従業者によって指定地域密着型

通所介護を提供しなければならない。ただし、利用者の処遇に直接影響を

及ぼさない業務については、この限りでない。 

3  指定地域密着型通所介護事業者は、地域密着型通所介護従業者の資質の

向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。その際、当該

指定地域密着型通所介護事業者は、全ての地域密着型通所介護従業者（看

護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第 8 条第 2 項に規定す

る政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に

対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講

じなければならない。 

4  指定地域密着型通所介護事業者は、適切な指定地域密着型通所介護の提

供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関

係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによ

り地域密着型通所介護従業者の就業環境が害されることを防止するための

方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

（定員の遵守） 

第 31 条 指定地域密着型通所介護事業者は、利用定員を超えて指定地域密

着型通所介護の提供を行ってはならない。ただし、災害その他のやむを得

ない事情がある場合は、この限りではない。 
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（非常災害対策） 

第 32 条 指定地域密着型通所介護事業者は、非常災害に関する具体的計画

を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを

定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓

練を行わなければならない。 

2  指定地域密着型通所介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たっ

て、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

（衛生管理等） 

第 33 条 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者の使用する施設、食器

その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛

生上必要な措置を講じなければならない。 

2  指定地域密着型通所介護事業者は、当該指定地域密着型通所介護事業所

において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措

置を講じなければならない。 

 ⑴ 当該指定地域密着型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延

の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）をおおむね 6 月に 1 回以上開催するとと

もに、その結果について、地域密着型通所介護従業者に周知徹底を図る

こと。 

⑵ 当該指定地域密着型通所介護事業所における感染症の予防及びまん

延の防止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該指定地域密着型通所介護事業所において、地域密着型通所介護

従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練

を定期的に実施すること。 

（地域との連携等） 

第 34 条 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護の提

供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、指定地域密

着型通所介護事業所が所在する市町村の職員又は当該指定地域密着型通所

介護事業所が所在する区域を管轄する法第 115 条の 46 第 1 項に規定する

地域包括支援センターの職員、地域密着型通所介護について知見を有する

者等により構成される協議会（テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。ただし、利用者等が参加する場合にあっては、テレビ電

話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。）

（以下この項において「運営推進会議」という。）を設置し、おおむね 6
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月に 1 回以上、運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議によ

る評価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機

会を設けなければならない。 

2  指定地域密着型通所介護事業者は、前項の報告、評価、要望、助言等に

ついての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

3  指定地域密着型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地域

住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を

図らなければならない。 

4  指定地域密着型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提供

した指定地域密着型通所介護に関する利用者からの苦情に関して、組合等

が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の組合が実施する事業に協

力するよう努めなければならない。 

5  指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所の所

在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定地域密着型通所介

護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対しても指

定地域密着型通所介護の提供を行うよう努めなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第 35 条 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着

型通所介護の提供により事故が発生した場合は、組合、当該利用者の家族、

当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要

な措置を講じなければならない。 

2  指定地域密着型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して

採った処置について記録しなければならない。 

3  指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型通所

介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに

行わなければならない。 

4  指定地域密着型通所介護事業者は、第 22 条第 4 項の指定地域密着型通

所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、第 1 項及び第

2 項の規定に準じた必要な措置を講じなければならない。 

（記録の整備） 

第 36 条 指定地域密着型通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計

に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

2  指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型通所

介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から 2
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年間保存しなければならない。 

⑴ 地域密着型通所介護計画 

⑵ 次条において準用する第 3 条の 18 第 2 項の規定による提供した具体

的なサービスの内容等の記録 

⑶ 第 26 条第 6 号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑷ 次条において準用する第 3 条の 26 の規定による組合への通知に係る

記録 

⑸ 次条において準用する第 3 条の 36 第 2 項の規定による苦情の内容等

の記録 

⑹ 前条第 2 項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置につ

いての記録 

⑺ 第 34 条第 2 項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録 

（準用） 

第 37 条 第 3 条の 7 から第 3 条の 11 まで、第 3 条の 13 から第 3 条の 16 ま

で、第 3 条の 18、第 3 条の 20、第 3 条の 26、第 3 条の 30 の 2、第 3 条の

32 から第 3 条の 36 まで、第 3 条の 38 の 2、第 3 条の 39 及び第 12 条の規

定は、指定地域密着型通所介護の事業について準用する。この場合におい

て、第 3 条の 7 第 1 項中「第 3 条の 29 に規定する運営規程」とあるのは

「第 29 条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第 3 条の 30 の 2

第 2 項、第 3 条の 32 第 1 項並びに第 3 条の 38 の 2 第 1 号及び第 3 号中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「地域密着型通

所介護従業者」と読み替えるものとする。 

第 5 節 共生型地域密着型サービスに関する基準 

（共生型地域密着型通所介護の基準） 

第 37 条の 2 地域密着型通所介護に係る共生型地域密着型サービス（以下

この条及び次条において「共生型地域密着型通所介護」という。）の事

業を行う指定生活介護事業者（障がい者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、

設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 171 号。以下この

条において「指定障がい福祉サービス等基準」という。）第 78 条第 1 項

に規定する指定生活介護事業者をいう。）、指定自立訓練（機能訓練）

事業者（指定障がい福祉サービス等基準第 156条第 1項に規定する指定自

立訓練（機能訓練）事業者をいう。）、指定自立訓練（生活訓練）事業
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者（指定障がい福祉サービス等基準第 166条第 1項に規定する指定自立訓

練（生活訓練）事業者をいう。）、指定自動発達支援事業者（児童福祉

法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準

（平成 24年厚生労働省令第 15号。以下この条において「指定通所支援基

準」という。）第 5条第 1項に規定する指定児童発達支援事業者をいい、

主として重症心身障害児（児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 7 条

第 2 項に規定する重症心身障害児をいう。以下この条において同じ。）

を通わせる事業所において指定児童発達支援（指定通所支援基準第 4 条

に規定する指定児童発達支援をいう。第 1 号において同じ。）を提供す

る事業者を除く。）及び指定放課後等デイサービス事業者（指定通所支

援基準第 66 条第 1 項に規定する指定放課後等デイサービス事業者をいい、

主として重症心身障害児を通わせる事業所において指定放課後等デイサ

ービス（指定通所支援基準第 65 条に規定する指定放課後等デイサービス

をいう。）を提供する事業者を除く。）が当該事業に関して満たすべき

基準は、次のとおりとする。 

 ⑴ 指定生活介護事業所（指定障がい福祉サービス等基準第 78 条第 1 項

に規定する指定生活介護事業所をいう。）、指定自立訓練（機能訓練）

事業所（指定障がい福祉サービス等基準第 156 条第 1 項に規定する指定

自立訓練（機能訓練）事業所をいう。）、指定自立訓練（生活訓練）事

業所（指定障がい福祉サービス等基準第 166 条第 1 項に規定する指定自

立訓練（生活訓練）事業所をいう。）、指定児童発達支援事業所（指定

通所支援基準第 5 条第 1 項に規定する指定事業発達支援事業所をいう。）

又は指定放課後等デイサービス事業所（指定通所支援基準第 66条第 1項

に規定する指定医放課後等デイサービス事業所をいう。）（以下この号

において「指定生活介護事業所等」という。）の従業者の員数が、当該

指定生活介護事業所等が提供する指定生活介護（指定障がい福祉サービ

ス等基準第 77 条に規定する指定生活介護をいう。）、指定自立訓練

（機能訓練）（指定障がい福祉サービス等基準第 155 条に規定する指定

自立訓練（機能訓練）をいう。）、指定自立訓練（生活訓練）（指定障

がい福祉サービス等基準第 165 条に規定する指定自立訓練（生活訓練）

をいう。）、指定児童発達支援又は師弟放課後等デイサービス（以下こ

の号において「指定生活介護等」という。）の利用者の数を指定生活介

護等の利用者及び共生型地域密着型通所介護の利用者の数の合計数であ

るとした場合における当該指定生活介護事業所等として必要とされる数
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以上であること。 

 ⑵ 共生型地域密着型通所介護の利用者に対して適切なサービスを提供す

るため、指定地域密着型通所介護事業所その他の関係施設から必要な技

術的支援を受けていること。 

 （準用） 

第 37 条の 3 第 3 条の 7 から第 3 条の 11 まで、第 3 条の 13 から第 3 条の

16 まで、第 3 条の 18、第 3 条の 20、第 3 条の 26、第 3 条の 30 の 2、第 3

条の 32 から第 3 条の 36 まで、第 3 条の 38 の 2、第 3 条の 39、第 12 条及

び第 19 条、第 21 条、第 22 条第 4 項並びに前節（第 37 条を除く。）の規

定は、共生型地域密着型通所介護の事業について準用する。この場合に

おいて、第 3 条の 7 第 1 項中、「第 3 条の 29 に規定する運営規程」とあ

るのは「運営規程（第 29 条に規定する運営規程をいう。第 3 条の 32 第 1

項において同じ。）」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「共生型地域密着型通所介護の提供に当たる従業者（以下

「共生型地域密着型通所介護従業者」という。）」と、第 3 条の 30 の 2

第 2 項、第 3 条の 32 第 1 項並びに第 3 条の 38 の 2 第 1 号及び第 3 号中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共生型地域

密着型通所介護従業者」と、第 22 条第 4 項中「前項ただし書きの場合

（指定地域密着型通所介護事業者が第 1 項に掲げる設備を利用し、夜間

及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービスを提供する場合に限

る。）」とあるのは「共生型地域密着型通所介護事業者が共生型地域密

着型通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び深夜に共生型地域密着型

通所介護以外のサービスを提供する場合」と、第 26条第 4号、第 27条第

5 項、第 30 条第 3 項及び第 4 項並びに第 33 条第 2 項第 1 号及び第 3 号中

「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護

従業者」と、第 36 条第 2 項第 2 号中「次条において準用する第 3 条の 18

第 2 項」とあるのは「第 3 条の 18 第 2 項」と、同項第 4 号中「次条にお

いて準用する第 3 条の 26」とあるのは「第 3 条の 26」と、同項第 5 号中

「次条において準用する第 3 条の 36 第 2 項」とあるのは「第 3 条の 36 第

2 項」と読み替えるものとする。 

第 6 節 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及び

運営に関する基準 

     第 1 款 この節の趣旨及び基本方針 

（この節の趣旨） 
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第 38条 第 1節から第 4節までの規定にかかわらず、指定療養通所介護（指

定地域密着型通所介護であって、難病等を有する重度要介護者又はがん末

期の者であって、サービス提供に当たり常時看護師による観察が必要なも

のを対象者とし、第 40 条の 9 に規定する療養通所介護計画に基づき、入

浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行う

ものをいう。以下同じ。）の事業の基本方針並びに人員、設備及び運営に

関する基準については、この節に定めるところによる。 

（基本方針） 

第 39 条 指定療養通所介護の事業は、要介護状態となった場合においても、

その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立し

た日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を目指し、必

要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤

立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的

負担の軽減を図るものでなければならない。 

2  指定療養通所介護の事業を行う者（以下「指定療養通所介護事業者」と

いう。）は、指定療養通所介護の提供に当たっては、利用者の主治の医師

及び当該利用者の利用している訪問看護事業者（指定訪問看護事業者又は

健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 88 条第 1 項に規定する指定訪問

看護事業者をいう。以下この節において同じ。）等との密接な連携に努め

なければならない。 

     第 2 款 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第 40 条 指定療養通所介護事業者が当該事業を行う事業所（以下「指定療

養通所介護事業所」という。）ごとに置くべき指定療養通所介護の提供に

当たる看護職員又は介護職員（以下この節において「療養通所介護従業者」

という。）の員数は、利用者の数が 1.5 に対し、提供時間帯を通じて専ら

当該指定療養通所介護の提供に当たる療養通所介護従業者が 1 以上確保さ

れるために必要と認められる数以上とする。 

2  前項の療養通所介護従業者のうち 1 人以上は、常勤の看護師であって専

ら指定療養通所介護の職務に従事する者でなければならない。 

（管理者） 

第 40 条の 2 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業所ごとに

専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、

指定療養通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定療養通所介

-78-



護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事する

ことができるものとする。 

2  指定療養通所介護事業所の管理者は、看護師でなければならない。 

3  指定療養通所介護事業所の管理者は、適切な指定療養通所介護を行うた

めに必要な知識及び技能を有する者でなければならない。 

     第 3 款 設備に関する基準 

（利用定員） 

第 40 条の 3 指定療養通所介護事業所は、その利用定員（当該指定療養通

所介護事業所において同時に指定療養通所介護の提供を受けることができ

る利用者の数の上限をいう。以下この節において同じ。）を 18 人以下と

する。 

（設備及び備品等） 

第 40 条の 4 指定療養通所介護事業所は、指定療養通所介護を行うのにふ

さわしい専用の部屋を有するほか、消火設備その他の非常災害に際して必

要な設備並びに指定療養通所介護の提供に必要な設備及び備品等を備えな

ければならない。 

2  前項に掲げる専用の部屋の面積は、6.4 平方メートルに利用定員を乗じ

た面積以上とする。 

3  第 1 項に掲げる設備は、専ら当該指定療養通所介護の事業の用に供する

ものでなければならない。ただし、利用者に対する指定療養通所介護の提

供に支障がない場合は、この限りでない。 

4  前項ただし書きの場合（指定療養通所介護事業者が第 1 項に掲げる設備

を利用し、夜間及び深夜に療養通所介護以外のサービスを提供する場合に

限る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に当該

指定療養通所介護事業者に係る指定を行った組合管理者に届け出るものと

する。 

     第 4 款 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第 40 条の 5 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供の開始

に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第 40 条の 12 に規

定する重要事項に関する規程の概要、療養通所介護従業者の勤務の体制、

第 40 条の 10 第 1 項に規定する利用者ごとに定めた緊急時等の対応策、主

治の医師及び第 40 条の 13 第 1 項に規定する緊急時対応医療機関との連絡

体制並びにその他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重
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要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用

申込者の同意を得なければならない。 

2  第 3 条の 7 第 2 項から第 6 項までの規定は、前項の規定による文書の交

付について準用する。 

（心身の状況等の把握） 

第 40 条の 6 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供に当た

っては、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者

会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健

医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならな

い。 

2  指定療養通所介護事業者は、体調の変化等に応じた適切なサービスを提

供できるよう、特に利用者の主治の医師及び当該利用者が利用する訪問看

護事業者等との密接な連携を図り、利用者の心身の状況等の把握に努めな

ければならない。 

（指定居宅介護支援事業者等との連携） 

第 40 条の 7 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護を提供するに

当たっては、指定居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サ

ービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

2  指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提供の

適否について、主治の医師を含めたサービス担当者会議において検討する

ため、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業に対して必要な情報を提供

するように努めなければならない。 

3  指定療養通所介護事業者は、利用者に係る指定居宅介護支援事業者に対

して、居宅サービス計画の作成及び変更等に必要な情報を提供するように

努めなければならない。 

4  指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供の終了に際しては、

利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用者に係

る指定居宅介護支援事業者に対する情報の提供及び保健医療サービス又は

福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

（指定療養通所介護の具体的取扱方針） 

第 40 条の 8 指定療養通所介護の方針は、次に掲げるところによるものと

する。 

⑴ 指定療養通所介護の提供に当たっては、次条第 1 項に規定する療養通

所介護計画に基づき、利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むこ
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とができるよう必要な援助を行うものとする。 

⑵ 療養通所介護従業者は、指定療養通所介護の提供に当たっては、懇切

丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供

方法等について、理解しやすいように説明を行うものとする。 

⑶ 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならない。 

⑷ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならな

い。 

⑸ 指定療養通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適

切な介護技術をもってサービスの提供を行うものとする。 

⑹ 指定療養通所介護事業者は、利用者の体調の変化等に応じた適切なサ

ービスを提供できるよう、利用者の主治の医師や当該利用者の利用する

訪問看護事業者等との密接な連携を図り、サービスの提供方法及び手順

等についての情報の共有を十分に図るものとする。 

⑺ 指定療養通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況を的確に把握し

つつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用者

の希望に添って適切に提供するものとする。 

（療養通所介護計画の作成） 

第 40 条の 9 指定療養通所介護事業所の管理者は、利用者の心身の状況、

希望及びその置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標

を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した療養通所介護計画

を作成しなければならない。 

2  療養通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、

当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。 

3  療養通所介護計画は、既に訪問看護計画書（指定居宅サービス等基準条

例第 74 条第 1 項に規定する訪問看護計画書又は指定訪問看護の事業の人

員及び運営に関する基準（平成 12 年厚生省令第 80 号）第 17 条第 1 項に

規定する訪問看護計画書をいう。以下この節において同じ。）が作成され

ている場合は、当該訪問看護計画書の内容との整合を図りつつ、作成しな

ければならない。 

4  指定療養通所介護事業所の管理者は、療養通所介護計画の作成に当たっ

ては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同
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意を得なければならない。 

5  指定療養通所介護事業所の管理者は、療養通所介護計画を作成した際に

は、当該療養通所介護計画を利用者に交付しなければならない。 

6  療養通所介護従業者は、それぞれの利用者について、療養通所介護計画

に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 

（緊急時等の対応） 

第 40 条の 10 指定療養通所介護事業者は、現に指定療養通所介護の提供を

行っているときに利用者の病状の急変が生じた場合等に備え、主治の医師

とともに、その場合の対応策（以下この節において「緊急時等の対応策」

という。）について利用者ごとに検討し、緊急時等の対応策をあらかじめ

定めておかなければならない。 

2  指定療養通所介護事業者は、緊急時等の対応策について、利用者及びそ

の家族に対して十分に説明し、利用者及びその家族が安心してサービスを

利用できるよう配慮しなければならない。 

3  療養通所介護従業者は、現に指定療養通所介護の提供を行っているとき

に利用者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、緊急時等の対応

策に基づき、速やかに主治の医師又は第 40 条の 13 第 1 項に規定する緊急

時対応医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

4  指定療養通所介護事業者は、利用者の主治の医師と密接な連携をとりな

がら、利用者の状態の変化に応じて緊急時等の対応策の変更を行うものと

する。 

5  第 1 項及び第 2 項の規定は、前項に規定する緊急時等の対応策の変更に

ついて準用する。 

（管理者の責務） 

第 40 条の 11 指定療養通所介護事業所の管理者は、当該指定療養通所介護

事業所の従業者の管理及び指定療養通所介護の利用の申込みに係る調整、

業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うものとする。 

2  指定療養通所介護事業所の管理者は、利用者の体調の変化等に応じた適

切なサービスを提供できるよう、利用者の主治の医師や当該利用者が利用

する訪問看護事業者等との密接な連携を図り、サービスの提供方法及び手

順等についての情報の共有を十分に行わなければならない。 

3  指定療養通所介護事業所の管理者は、指定療養通所介護の提供に適切な

環境を整備しなければならない。 

4  指定療養通所介護事業所の管理者は、指定療養通所介護の利用者個々の
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療養通所介護計画の作成に関し、必要な指導及び管理を行わなければなら

ない。 

5  指定療養通所介護事業所の管理者は、当該指定療養通所介護事業所の従

業者にこの款の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

（運営規程） 

第 40 条の 12 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業所ごとに、

次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（以下この節にお

いて「運営規程」という。）を定めておかなければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定療養通所介護の利用定員 

⑸ 指定療養通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ サービス利用に当たっての留意事項 

⑻ 非常災害対策 

⑼ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑽ その他運営に関する重要事項 

（緊急時対応医療機関） 

第 40 条の 13 指定療養通所介護事業者は、利用者の病状の急変等に備える

ため、あらかじめ、緊急時対応医療機関を定めておかなければならない。 

2  緊急時対応医療機関は、指定療養通所介護事業所と同一の敷地内に存し

又は隣接し若しくは近接していなければならない。 

3  指定療養通所介護事業者は、緊急時において円滑な協力を得るため、当

該緊急時対応医療機関との間であらかじめ必要な事項を取り決めておかな

ければならない。 

（安全・サービス提供管理委員会の設置） 

第 40 条の 14 指定療養通所介護事業者は、安全かつ適切なサービスの提供

を確保するため、地域の医療関係団体に属する者、地域の保健、医療又は

福祉の分野を専門とする者その他指定療養通所介護の安全かつ適切なサー

ビスの提供を確保するために必要と認められる者から構成される安全・サ

ービス提供管理委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。）（次項において「委員会」という。）を設置しなければなら

ない。 
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2  指定療養通所介護事業者は、おおむね 6 月に 1 回以上委員会を開催する

こととし、事故事例等、安全管理に必要なデータの収集を行うとともに、

当該データ等を踏まえ、指定療養通所介護事業所における安全かつ適切な

サービスの提供を確保するための方策の検討を行い、当該検討の結果につ

いての記録を作成しなければならない。 

3  指定療養通所介護事業者は、前項の検討の結果を踏まえ、必要に応じて

対策を講じなければならない。 

（記録の整備） 

第 40 条の 15 指定療養通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に

関する諸記録を整備しておかなければならない。 

2  指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提供に

関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から 2 年間保存しな

ければならない。 

⑴ 療養通所介護計画 

⑵ 前条第 2 項に規定する検討の結果についての記録 

⑶ 次条において準用する第 3 条の 18 第 2 項の規定による提供した具体

的なサービスの内容等の記録 

⑷ 第 40 条の 8 第 4 号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑸ 次条において準用する第 3 条の 26 の規定による組合への通知に係る

記録 

⑹ 次条において準用する第 3 条の 36 第 2 項の規定による苦情の内容等

の記録 

⑺ 次条において準用する第 35 条第 2 項の規定による事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

⑻ 次条において準用する第 34 条第 2 項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

（準用） 

第 40 条の 16 第 3 条の 8 から第 3 条の 11 まで、第 3 条の 14 から第 3 条の

16 まで、第 3 条の 18、第 3 条の 20、第 3 条の 26、第 3 条の 30 の 2、第 3

条の 32 から第 3 条の 36 まで、第 3 条の 38 の 2、第 3 条の 39、第 24 条

（第 3 項第 2 号を除く。）、第 25 条及び第 30 条から第 35 条までの規定

は、指定療養通所介護の事業について準用する。この場合において、第 3

条の 30 の 2 第 2 項、第 3 条の 32 第 1 項並びに第 3 条の 38 の 2 第 1 号及
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び第 3 号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「療

養通所介護従業者」と、第 3条の 32第 1項中「運営規程」とあるのは「第

40 条の 12 に規定する重要事項に関する規程」と、第 30 条第 3 項及び第 4

項並びに第 33条第 2項第 1号及び第 3号中「地域密着型通所介護従業者」

とあるのは「療養通所介護従業者」と、第 34 条第 1 項中「地域密着型通

所介護について知見を有する者」とあるのは「療養通所介護について知見

を有する者」と、「6 月」とあるのは「12 月」と、同条第 3 項中「当たっ

ては」とあるのは「当たっては、利用者の状態に応じて」と、第 35 条第

4 項中「第 22 条第 4 項」とあるのは「第 40 条の 4 第 4 項」と読み替える

ものとする。 

第 3 章 認知症対応型通所介護 

第 1 節 基本方針 

第 41 条 指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型通所介護（以下

「指定認知症対応型通所介護」という。）の事業は、要介護状態となった

場合においても、その認知症である利用者（その者の認知症の原因となる

疾患が急性の状態にある者を除く。以下同じ。）が可能な限りその居宅に

おいて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう

生活機能の維持又は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練

を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並

びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければな

らない。 

第 2 節 人員及び設備に関する基準 

第 1 款 単独型指定認知症対応型通所介護及び併設型指定認知

症対応型通所介護 

（従業者の員数） 

第 42 条 単独型指定認知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム等（特別

養護老人ホーム（老人福祉法 （昭和 38 年法律第 133 号）第 20 条の 5 に

規定する特別養護老人ホームをいう。以下同じ。）、同法第 20 条の 4 に

規定する養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院、

社会福祉施設又は特定施設をいう。以下この項において同じ。）に併設さ

れていない事業所において行われる指定認知症対応型通所介護をいう。以

下同じ。）の事業を行う者及び併設型指定認知症対応型通所介護（特別養

護老人ホーム等に併設されている事業所において行われる指定認知症対応

型通所介護をいう。以下同じ。）の事業を行う者（以下「単独型・併設型
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指定認知症対応型通所介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所

（以下「単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所」という。）ご

とに置くべき従業者の員数は、次のとおりとする。 

⑴ 生活相談員 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護（単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業所において行われる指定認知症対応

型通所介護をいう。以下同じ。）の提供日ごとに、当該単独型・併設型

指定認知症対応型通所介護を提供している時間帯に生活相談員（専ら当

該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の提供に当たる者に限る。）

が勤務している時間数の合計数を当該単独型・併設型指定認知症対応型

通所介護を提供している時間帯の時間数で除して得た数が 1 以上確保さ

れるために必要と認められる数 

⑵ 看護師若しくは准看護師（以下この章において「看護職員」という。）

又は介護職員 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位ごとに、

専ら当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の提供に当たる看護

職員又は介護職員が 1 以上及び当該単独型・併設型指定認知症対応型通

所介護を提供している時間帯に看護職員又は介護職員（いずれも専ら当

該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の提供に当たる者に限る。）

が勤務している時間数の合計数を当該単独型・併設型指定認知症対応型

通所介護を提供している時間数で除して得た数が 1 以上確保されるため

に必要と認められる数 

⑶ 機能訓練指導員 1 以上 

2  単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は、単独型・併設型指

定認知症対応型通所介護の単位ごとに、前項第 2 号の看護職員又は介護職

員を、常時 1 人以上当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護に従事

させなければならない。  

3  第 1 項第 2 号の規定にかかわらず、同項の看護職員又は介護職員は、利

用者の処遇に支障がない場合は、他の単独型・併設型指定認知症対応型通

所介護の単位の看護職員又は介護職員として従事することができるものと

する。 

4  前各項の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位は、単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護であってその提供が同時に一又は複数の

利用者（当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者（浜田地区広域行政組合

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定

-86-



地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準を定める条例（平成 25年浜田地区広域行政組合条例第 6号。

以下「指定地域密着型介護予防サービス基準条例」という。）第 5 条第 1

項に規定する単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者を

いう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、単独型・併設型指定認知

症対応型通所介護の事業と単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所

介護（同項第 1 号に規定する単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通

所介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運

営されている場合にあっては、当該事業所における単独型・併設型指定認

知症対応型通所介護又は単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介

護の利用者。以下この条において同じ。）に対して一体的に行われるもの

をいい、その利用定員（当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事

業所において同時に単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の提供を受

けることができる利用者の数の上限をいう。第 44 条第 2 項第 1 号アにお

いて同じ。）を 12 人以下とする。 

5  第 1 項第 3 号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減

退を防止するための訓練を行う能力を有する者とし、当該単独型・併設型

指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事することができるもの

とする。 

6  第 1 項の生活相談員、看護職員又は介護職員のうち 1 人以上は、常勤で

なければならない。 

7  単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が単独型・併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業と単独型・併設型指定介護予

防認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営さ

れている場合については、指定地域密着型介護予防サービス基準条例第 5

条第 1 項から第 6 項までに規定する人員に関する基準を満たすことをもっ

て、前各項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

（管理者） 

第 43 条 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は、単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤

の管理者を置かなければならない。ただし、単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設
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等の職務に従事することができるものとする。 

2  単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、適切な単

独型・併設型指定認知症対応型通所介護を提供するために必要な知識及び

経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了している

ものでなければならない。 

（設備及び備品等） 

第 44 条 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所は、食堂、機能

訓練室、静養室、相談室及び事務室を有するほか、消火設備その他の非常

災害に際して必要な設備並びに単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

の提供に必要なその他の設備及び備品等を備えなければならない。 

2  前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

⑴ 食堂及び機能訓練室 

ア 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、

その合計した面積は、3 平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以

上とすること。 

イ アにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にはそ

の提供に支障がない広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際には

その実施に支障がない広さを確保できる場合にあっては、同一の場

所とすることができる。 

⑵ 相談室 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配

慮されていること。 

3  第 1 項に掲げる設備は、専ら当該単独型・併設型指定認知症対応型通所

介護の事業の用に供するものでなければならない。ただし、利用者に対す

る単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の提供に支障がない場合は、

この限りでない。 

4  前項ただし書の場合（単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者

が第 1 項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に単独型・併設型指定認知

症対応型通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、当該サ

ービスの内容を当該サービスの提供の開始前に当該単独型・併設型指定認

知症対応型通所介護事業者に係る指定を行った組合管理者に届け出るもの

とする。 

5  単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が単独型・併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業と単独型・併設型指定介護予
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防認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営さ

れている場合については、指定地域密着型介護予防サービス基準条例第 7

条第 1 項から第 3 項までに規定する設備に関する基準を満たすことをもっ

て、第 1 項から第 3 項までに規定する基準を満たしているものとみなすこ

とができる。 

第 2 款 共用型指定認知症対応型通所介護 

（従業者の員数） 

第 45 条 指定認知症対応型共同生活介護事業所若しくは指定介護予防認知

症対応型共同生活介護事業所（指定地域密着型介護予防サービス基準条例

第 70 条第 1 項に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所

をいう。次条において同じ。）の居間若しくは食堂又は指定地域密着型特

定施設若しくは指定地域密着型介護老人福祉施設の食堂若しくは共同生活

室において、これらの事業所又は施設（第 47 条第 1 項において「本体事

業所等」という。）の利用者、入居者又は入所者とともに行う指定認知症

対応型通所介護（以下「共用型指定認知症対応型通所介護」という。）の

事業を行う者（以下「共用型指定認知症対応型通所介護事業者」という。）

が当該事業を行う事業所（以下「共用型指定認知症対応型通所介護事業所」

という。）に置くべき従業者の員数は、当該利用者、当該入居者又は当該

入所者の数と当該共用型指定認知症対応型通所介護の利用者（当該共用型

指定認知症対応型通所介護事業者が共用型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業者（指定地域密着型介護予防サービス基準条例第 8 条第 1 項に規

定する共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者をいう。以下同

じ。）の指定を併せて受け、かつ、共用型指定認知症対応型通所介護の事

業と共用型指定介護予防認知症対応型通所介護（同項に規定する共用型指

定介護予防認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の

事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所にお

ける共用型指定認知症対応型通所介護又は共用型指定介護予防認知症対応

型通所介護の利用者。次条において同じ。）の数を合計した数について、

第 90 条、第 110 条若しくは第 131 条又は指定地域密着型介護予防サービ

ス基準条例第 70 条に規定する従業者の員数を満たすために必要な数以上

とする。 

2  共用型指定認知症対応型通所介護事業者が共用型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、共用型指定認知症対応型

通所介護の事業と共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業とが同
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一の事業所において一体的に運営されている場合については、指定地域密

着型介護予防サービス基準条例第 8 条第 1 項に規定する人員に関する基準

を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たしているものとみなす

ことができる。 

 （利用定員等） 

第 46 条 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員（当該共用型

指定認知症対応型通所介護事業所において同時に共用型指定認知症対応型

通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。）は、指

定認知症対応型共同生活介護事業所又は指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所においては共同生活住居（法第 8 条第 20 項又は法第 8 条の 2

第 15 項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。）ごとに、指定地域

密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設（第 158 条に規定す

るユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。以下この項におい

て同じ。）を除く。）においては施設ごとに 1 日当たり 3 人以下とし、ユ

ニット型指定地域密着型介護老人福祉施設においては、ユニットごとに当

該ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の入居者の数と当該共用型

指定認知症対応型通所介護の利用者の数の合計が 1 日あたり 12 人以下と

なる数とする。 

2  共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス（法第

41 条第 1 項に規定する指定居宅サービスをいう。以下同じ。）、指定地域

密着型サービス、指定居宅介護支援（法第 46 条第 1 項に規定する指定居

宅介護支援をいう。）、指定介護予防サービス（法第 53 条第 1 項に規定

する指定介護予防サービスをいう。以下同じ。）、指定地域密着型介護予

防サービス（法第 54 条の 2 第 1 項に規定する指定地域密着型介護予防サ

ービスをいう。以下同じ。）若しくは指定介護予防支援（法第 58条第 1項

に規定する指定介護予防支援をいう。）の事業又は介護保険施設（法第 8

条第 25 項に規定する介護保険施設をいう。以下同じ。）若しくは健康保

険法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 83 号）第 26 条の規定に

よる改正前の法第 48 条第 1 項第 3 号に規定する指定介護療養型医療施設

の運営（第 63 条第 7 項、第 90 条第 9 項及び第 171 条第 8 項において「指

定居宅サービス事業等」という。）について 3 年以上の経験を有する者で

なければならない。 

（管理者） 

第 47 条 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、共用型指定認知症対
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応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、共用型指定認知症対応型通所介護事業所の

管理上支障がない場合は、当該共用型指定認知症対応型通所介護事業所

の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することが

できるものとする。なお、共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管

理上支障がない場合は、当該共用型指定認知症対応型通所介護事業所の

他の職務に従事し、かつ、他の本体事業所等の職務に従事することとし

ても差し支えない。 

2  共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、適切な共用型指定

認知症対応型通所介護を提供するために必要な知識及び経験を有する者で

あって、第 43 条第 2 項に規定する厚生労働大臣が定める研修を修了して

いるものでなければならない。 

第 3 節 運営に関する基準 

第 48 条及び第 49 条 削除 

（指定認知症対応型通所介護の基本取扱方針） 

第 50 条 指定認知症対応型通所介護は、利用者の認知症の症状の進行の緩

和に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

2  指定認知症対応型通所介護事業者（単独型・併設型指定認知症対応型通

所介護事業者及び共用型指定認知症対応型通所介護事業者をいう。以下同

じ。）は、自らその提供する指定認知症対応型通所介護の質の評価を行い、

常にその改善を図らなければならない。 

（指定認知症対応型通所介護の具体的取扱方針） 

第 51 条 指定認知症対応型通所介護の方針は、次に掲げるところによるも

のとする。 

⑴ 指定認知症対応型通所介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を継

続することができるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図り

つつ、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当適切に行うものとする。 

⑵ 指定認知症対応型通所介護は、利用者一人一人の人格を尊重し、利用

者がそれぞれの役割を持って日常生活を送ることができるよう配慮して

行うものとする。 

⑶ 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、認知症対応型通所介

護計画に基づき、漫然かつ画一的にならないように、利用者の機能訓練

及びその者が日常生活を営むことができるよう必要な援助を行うものと

する。 
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⑷ 認知症対応型通所介護従業者（第 42 条第 1 項又は第 45 条第 1 項の従

業者をいう。以下同じ。）は、指定認知症対応型通所介護の提供に当た

っては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サ

ービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行うものとす

る。 

⑸ 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の

利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束等を行ってはならない。 

⑹ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならな

い。 

⑺ 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対

応し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行うものとする。 

⑻ 指定認知症対応型通所介護は、常に利用者の心身の状況を的確に把握

しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用

者の希望に添って適切に提供するものとする。 

（認知症対応型通所介護計画の作成） 

第 52 条 指定認知症対応型通所介護事業所（単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所をいう。

以下同じ。）の管理者（第 43 条又は第 47 条の管理者をいう。以下この条

において同じ。）は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環

境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサ

ービスの内容等を記載した認知症対応型通所介護計画を作成しなければな

らない。 

2  認知症対応型通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている

場合は、当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。 

3  指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、認知症対応型通所介護計

画の作成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説

明し、利用者の同意を得なければならない。 

4  指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、認知症対応型通所介護計

画を作成した際には、当該認知症対応型通所介護計画を利用者に交付しな

ければならない。 

5  認知症対応型通所介護従業者は、それぞれの利用者について、認知症対

応型通所介護計画に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録
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を行う。 

第 53 条 削除 

（運営規程） 

第 54 条 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知症対応型通所介護

事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を

定めておかなければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定認知症対応型通所介護の利用定員（第 42 条第 4 項又は第 46 条第

1 項の利用定員をいう。） 

⑸ 指定認知症対応型通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ サービス利用に当たっての留意事項 

⑻ 緊急時等における対応方法 

⑼ 非常災害対策 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑾ その他運営に関する重要事項 

第 55 条から第 59 条まで 削除 

（記録の整備） 

第 60 条 指定認知症対応型通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び会

計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

2  指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対応型

通所介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日か

ら 2 年間保存しなければならない。 

⑴ 認知症対応型通所介護計画 

⑵ 次条において準用する第 3 条の 18 第 2 項の規定による提供した具体

的なサービスの内容等の記録 

⑶ 第 51 条第 6 号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑷ 次条において準用する第 3 条の 26 の規定による組合への通知に係る

記録 

⑸ 次条において準用する第 3 条の 36 第 2 項の規定による苦情の内容等

の記録 
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⑹ 次条において準用する第 35 条第 2 項の規定による事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

⑺ 次条において準用する第 34 条第 2 項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

（準用） 

第 61 条 第 3 条の 7 から第 3 条の 11 まで、第 3 条の 13 から第 3 条の 16 ま

で、第 3 条の 18、第 3 条の 20、第 3 条の 26、第 3 条の 30 の 2、第 3 条の

32 から第 3 条の 36 まで、第 3 条の 38 の 2、第 3 条の 39、第 12 条、第 23

条、第 24 条、第 28 条及び第 30 条から第 35 条までの規定は、指定認知症

対応型通所介護の事業について準用する。この場合において、第 3 条の 7

第 1 項中「第 3 条の 29 に規定する運営規程」とあるのは「第 54 条に規定

する重要事項に関する規程」と、同項、第 3条の 30の 2第 2 項、第 3条の

32 第 1 項並びに第 3 条の 38 の 2 第 1 号及び第 3 号中「定期巡回・随時対

応型訪問介護看護従業者」とあるのは「認知症対応型通所介護従業者」と、

第 30 条第 3 項及び第 4 項並びに第 33 条第 2 項第 1 号及び第 3 号中「地域

密着型通所介護従業者」とあるのは「認知症対応型通所介護従業者」と、

第 34 条第 1 項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とある

のは「認知症対応型通所介護について知見を有する者」と、第 35条第 4項

中「第 22 条第 4 項」とあるのは「第 44 条第 4 項」と読み替えるものとす

る。 

第 4 章 小規模多機能型居宅介護 

    第 1 節 基本方針 

第 62 条 指定地域密着型サービスに該当する小規模多機能型居宅介護（以

下「指定小規模多機能型居宅介護」という。）の事業は、要介護者につい

て、その居宅において、又はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿

泊させ、当該拠点において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入

浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行う

ことにより、利用者がその有する能力に応じその居宅において自立した日

常生活を営むことができるようにするものでなければならない。 

第 2 節 人員に関する基準 

（従業者の員数等） 

第 63 条 指定小規模多機能型居宅介護の事業を行う者（以下「指定小規模

多機能型居宅介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指

定小規模多機能型居宅介護事業所」という。）ごとに置くべき指定小規模
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多機能型居宅介護の提供に当たる従業者（以下「小規模多機能型居宅介護

従業者」という。）の員数は、夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定

小規模多機能型居宅介護の提供に当たる小規模多機能型居宅介護従業者に

ついては、常勤換算方法で、通いサービス（登録者（指定小規模多機能型

居宅介護を利用するために指定小規模多機能型居宅介護事業所に登録を受

けた者をいう。以下この章において同じ。）を指定小規模多機能型居宅介

護事業所に通わせて行う小規模多機能型居宅介護をいう。以下この章にお

いて同じ。）の提供に当たる者をその利用者（当該指定小規模多機能型居

宅介護事業者が指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密

着型介護予防サービス基準条例第 44 条第 1 項に規定する指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業者をいう。以下この章において同じ。）の指定

を併せて受け、かつ、指定小規模多機能型居宅介護の事業と指定介護予防

小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型介護予防サービス基準条例第

43 条に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅介護をいう。以下この

章において同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されて

いる場合にあっては、当該事業所における指定小規模多機能型居宅介護又

は指定介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者。以下この節及び次節に

おいて同じ。）の数が 3 又はその端数を増すごとに 1 以上及び訪問サービ

ス（小規模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅を訪問し、当該居宅に

おいて行う小規模多機能型居宅介護（第 7 項に規定する本体事業所である

指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該本体事業所に係る同項

に規定するサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の居

宅において行う指定小規模多機能型居宅介護を、同項に規定するサテライ

ト型指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該サテライト型指定

小規模多機能型居宅介護事業所に係る同項に規定する本体事業所並びに当

該本体事業所に係る他の同項に規定するサテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所及び第 191 条第 8 項に規定するサテライト型指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所の登録者の居宅において行う指定小規模多機能

型居宅介護を含む。）をいう。以下この章において同じ。）の提供に当た

る者を 1 以上とし、夜間及び深夜の時間帯を通じて指定小規模多機能型居

宅介護の提供に当たる小規模多機能型居宅介護従業者については、夜間及

び深夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除く。）

をいう。第 5 項において同じ。）に当たる者を 1 以上及び宿直勤務に当た

る者を当該宿直勤務に必要な数以上とする。 
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2  前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受

ける場合は、推定数による。 

3  第 1 項の小規模多機能型居宅介護従業者のうち 1 以上の者は、常勤でな

ければならない。 

4  第 1 項の小規模多機能型居宅介護従業者のうち 1 以上の者は、看護師又

は准看護師でなければならない。 

5  宿泊サービス（登録者を指定小規模多機能型居宅介護事業所に宿泊させ

て行う指定小規模多機能型居宅介護（第 7 項に規定する本体事業所である

指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、当該本体事業所に係る同

項に規定するサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の

心身の状況を勘案し、その処遇に支障がない場合に、当該登録者を当該本

体事業所に宿泊させて行う指定小規模多機能型居宅介護を含む。）をいう。

以下この章において同じ。）の利用者がいない場合であって、夜間及び深

夜の時間帯を通じて利用者に対して訪問サービスを提供するために必要な

連絡体制を整備しているときは、第 1 項の規定にかかわらず、夜間及び深

夜の時間帯を通じて夜間及び深夜の勤務並びに宿直勤務に当たる小規模多

機能型居宅介護従業者を置かないことができる。 

6  次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基準

を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の中欄に掲げる

施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、同表の右

欄に掲げる当該小規模多機能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施

設等の職務に従事することができる。 

当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所に中

欄に掲げる施設等のい

ずれかが併設されてい

る場合 

指定認知症対応型共同生活介護

事業所、指定地域密着型特定施

設、指定地域密着型介護老人福

祉施設、指定介護老人福祉施

設、介護老人保健施設又は介護

医療院 

介護職員 

当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所の同

一敷地内に中欄に掲げ

る施設等のいずれかが

ある場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定

居宅サービスの事業を行う事業

所、指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所、指定地域

密着型通所介護事業所又は指定

看護師又

は准看護

師 
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認知症対応型通所介護事業所 

7  第 1 項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護

事業所（指定小規模多機能型居宅介護事業所であって、指定居宅サービス

事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について 3 年以上の経験を

有する指定小規模多機能型居宅介護事業者又は指定看護小規模多機能型居

宅介護事業者により設置される当該指定小規模多機能型居宅介護事業所以

外の指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所であって当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に対して指定

小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を行うもの（以下この章におい

て「本体事業所」という。）との密接な連携の下に運営されるものをいう。

以下同じ。）に置くべき訪問サービスの提供に当たる小規模多機能型居宅

介護従業者については、本体事業所の職員により当該サテライト型指定小

規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると認められ

るときは、1 人以上とすることができる。 

8  第 1 項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護

事業所については、夜間及び深夜の時間帯を通じて本体事業所において宿

直勤務を行う小規模多機能型居宅介護従業者又は看護小規模多機能型居宅

介護従業者（第 191 条第 1 項に規定する看護小規模多機能型居宅介護従業

者をいう。）により当該サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所

の登録者の処遇が適切に行われると認められるときは、夜間及び深夜の時

間帯を通じて宿直勤務を行う小規模多機能型居宅介護従業者を置かないこ

とができる。 

9  第 4 項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護

事業所については、本体事業所の看護師又は准看護師により登録者の処遇

が適切に行われると認められるときは、看護師又は准看護師を置かないこ

とができる。 

10 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者に係る居宅サービス計画

及び小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事する介護支援専門員を

置かなければならない。ただし、当該介護支援専門員は、利用者の処遇に

支障がない場合は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に

従事し、又は当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設する第 6 項の

表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいず

れかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務に従事するこ

とができる。 
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11 前項の介護支援専門員は、別に厚生労働大臣が定める研修を修了してい

る者でなければならない。 

12 第 10 項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所については、本体事業所の介護支援専門員により当該サテライト

型指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者に対して居宅サービス計画

の作成が適切に行われるときは、介護支援専門員に代えて、小規模多機能

型居宅介護計画の作成に専ら従事する前項の別に厚生労働大臣が定める研

修を修了している者（第 96 条において「研修修了者」という。）を置く

ことができる。 

13 指定小規模多機能型居宅介護事業者が指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定小規模多機能型居宅介護の事

業と指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業とが同一の事業所におい

て一体的に運営されている場合については、指定地域密着型介護予防サー

ビス基準条例第 44 条第 1 項から第 12 項までに規定する人員に関する基準

を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみな

すことができる。 

（管理者） 

第 64 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅

介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければな

らない。ただし、指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない

場合は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又

は他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

2  前項本文及び第 172 条第 1 項の規定にかかわらず、指定小規模多機能型

居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、サテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所の管理者は、本体事業所の管理者をもって充てること

ができる。 

3  前 2 項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター

（老人福祉法第 20 条の 2 の 2 に規定する老人デイサービスセンターをい

う。以下同じ。）、介護老人保健施設、介護医療院、指定小規模多機能型

居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サー

ビス事業所（第 173 条に規定する指定複合型サービス事業所をいう。次条

において同じ。）等の従業者又は訪問介護員等（介護福祉士又は法第 8 条

第 2項に規定する政令で定める者をいう。次条、第 91条第 3項、第 92条、

第 172 条第 3 項及び第 173 条において同じ。）として 3 年以上認知症であ
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る者の介護に従事した経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定め

る研修を修了しているものでなければならない。 

（指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表者） 

第 65 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特別養護老人ホ

ーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、指定

小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、

指定複合型サービス事業所等の従業者、訪問介護員等として認知症である

者の介護に従事した経験を有する者又は保健医療サービス若しくは福祉サ

ービスの経営に携わった経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定

める研修を修了しているものでなければならない。 

第 3 節 設備に関する基準 

（登録定員及び利用定員） 

第 66 条 指定小規模多機能型居宅介護事業所は、その登録定員（登録者の

数（当該指定小規模多機能型居宅介護事業者が指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定小規模多機能型居宅介

護の事業と指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合にあっては、登録者の数及び指定地

域密着型介護予防サービス基準条例第 44 条第 1 項に規定する登録者の数

の合計数）の上限をいう。以下この章において同じ。）を 29 人（サテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、18 人）以下とす

る。 

2  指定小規模多機能型居宅介護事業所は、次に掲げる範囲内において、通

いサービス及び宿泊サービスの利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介

護事業所におけるサービスごとの 1 日当たりの利用者の数の上限をいう。

以下この章において同じ。）を定めるものとする。 

⑴ 通いサービス 登録定員の 2 分の 1 から 15 人（登録定員が 25 人を超

える指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、登録定員に応じて、

次の表に定める利用定員、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事

業所にあっては、12 人）まで 

登録定員 利用定員 

26 人又は 27 人 16 人 

28 人 17 人 

29 人 18 人 

⑵ 宿泊サービス 通いサービスの利用定員の 3 分の 1 から 9 人（サテラ
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イト型指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、6 人）まで 

（設備及び備品等） 

第 67 条 指定小規模多機能型居宅介護事業所は、居間、食堂、台所、宿泊

室、浴室、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備その他指定小規

模多機能型居宅介護の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならな

い。 

2  前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

⑴ 居間及び食堂 居間及び食堂は、機能を十分に発揮しうる適当な広

さを有すること。 

⑵ 宿泊室 

ア 一の宿泊室の定員は、1 人とする。ただし、利用者の処遇上必要と

認められる場合は、2 人とすることができるものとする。 

イ 一の宿泊室の床面積は、7.43 平方メートル以上としなければなら

ない。 

ウ ア及びイを満たす宿泊室（以下「個室」という。）以外の宿泊室

を設ける場合は、個室以外の宿泊室の面積を合計した面積は、おお

むね 7.43 平方メートルに宿泊サービスの利用定員から個室の定員数

を減じた数を乗じて得た面積以上とするものとし、その構造は利用

者のプライバシーが確保されたものでなければならない。 

エ プライバシーが確保された居間については、ウの個室以外の宿泊

室の面積に含めることができる。 

3  第 1 項に掲げる設備は、専ら当該指定小規模多機能型居宅介護の事業の

用に供するものでなければならない。ただし、利用者に対する指定小規

模多機能型居宅介護の提供に支障がない場合は、この限りでない。 

4  指定小規模多機能型居宅介護事業所は、利用者の家族との交流の機会の

確保や地域住民との交流を図る観点から、住宅地又は住宅地と同程度に利

用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域にあるようにしな

ければならない。 

5  指定小規模多機能型居宅介護事業者が指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定小規模多機能型居宅介護の事

業と指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業とが同一の事業所におい

て一体的に運営されている場合については、指定地域密着型介護予防サー

ビス基準条例第 48 条第 1 項から第 4 項までに規定する設備に関する基準

を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみな
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すことができる。 

第 4 節 運営に関する基準 

（心身の状況等の把握） 

第 68 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅

介護の提供に当たっては、介護支援専門員（第 63 条第 12 項の規定により

介護支援専門員を配置していないサテライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所にあっては、本体事業所の介護支援専門員。以下この条及び第 74

条において同じ。）が開催するサービス担当者会議（介護支援専門員が居

宅サービス計画の作成のために居宅サービス計画の原案に位置付けた指定

居宅サービス等（法第 8条第 24項に規定する指定居宅サービス等をいう。

以下同じ。）の担当者を招集して行う会議（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。ただし、利用者等が参加する場合にあって

は、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければな

らない。）をいう。）等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれてい

る環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努

めなければならない。 

（居宅サービス事業者等との連携） 

第 69 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅

介護を提供するに当たっては、居宅サービス事業者その他保健医療サービ

ス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

2  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅介護を

提供するに当たっては、利用者の健康管理を適切に行うため、主治の医師

との密接な連携に努めなければならない。 

3  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅介護の

提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うと

ともに、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者に対する情報の提供及

び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努め

なければならない。 

（身分を証する書類の携行） 

第 70 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、小規模多機能型居宅介護

従業者のうち訪問サービスの提供に当たるものに身分を証する書類を携行

させ、初回訪問時及び利用者又はその家族から求められたときは、これを

提示すべき旨を指導しなければならない。 

（利用料等の受領） 
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第 71 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、法定代理受領サービスに

該当する指定小規模多機能型居宅介護を提供した際には、その利用者から

利用料の一部として、当該指定小規模多機能型居宅介護に係る地域密着型

介護サービス費用基準額から当該指定小規模多機能型居宅介護事業者に支

払われる地域密着型介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受ける

ものとする。 

2  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、法定代理受領サービスに該当し

ない指定小規模多機能型居宅介護を提供した際にその利用者から支払を受

ける利用料の額と、指定小規模多機能型居宅介護に係る地域密着型介護サ

ービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければな

らない。 

3  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、前 2 項の支払を受ける額のほか、

次の各号に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができる。 

⑴ 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用

者に対して行う送迎に要する費用 

⑵ 利用者の選択により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において

訪問サービスを提供する場合は、それに要した交通費の額 

⑶ 食事の提供に要する費用 

⑷ 宿泊に要する費用 

⑸ おむつ代 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、指定小規模多機能型居宅介護の提供にお

いて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに

係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められる費

用 

4  前項第 3 号及び第 4 号に掲げる費用については、別に厚生労働大臣が定

めるところによるものとする。 

5  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、第 3 項の費用の額に係るサービ

スの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サ

ービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければな

らない。 

（指定小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針） 

第 72 条 指定小規模多機能型居宅介護は、利用者の要介護状態の軽減又は

悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければな

らない。 
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2  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指定小規模多

機能型居宅介護の質の評価を行い 、それらの結果を公表し、常にその改

善を図らなければならない。 

（指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） 

第 73 条 指定小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げるところによる

ものとする。 

⑴ 指定小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を

継続することができるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図

りつつ、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ

て、通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせ

ることにより、妥当適切に行うものとする。 

⑵ 指定小規模多機能型居宅介護は、利用者一人一人の人格を尊重し、利

用者がそれぞれの役割を持って家庭的な環境の下で日常生活を送ること

ができるよう配慮して行うものとする。 

⑶ 指定小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、小規模多機能型居

宅介護計画に基づき、漫然かつ画一的にならないように、利用者の機能

訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう必要な援助を行うも

のとする。 

⑷ 小規模多機能型居宅介護従業者は、指定小規模多機能型居宅介護の提

供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に

対し、サービスの提供等について、理解しやすいように説明を行うもの

とする。 

⑸ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅介護

の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはなら

ない。 

⑹ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、前号の身体的拘束等を行う場

合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由を記録しなければならない。 

⑺ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図る

ため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話

装置等を活用して行うことができるものとする。）を 3月に 1回以上

開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に
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周知徹底を図ること。 

 イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

 ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研

修を定期的に実施すること。 

⑻ 指定小規模多機能型居宅介護は、通いサービスの利用者が登録定員に

比べて著しく少ない状態が続くものであってはならない。 

⑼ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者が通いサービスを利用

していない日においては、可能な限り、訪問サービスの提供、電話連絡

による見守り等を行う等登録者の居宅における生活を支えるために適切

なサービスを提供しなければならない。 

（居宅サービス計画の作成） 

第 74 条 指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、介護支援専門員

に、登録者の居宅サービス計画の作成に関する業務を担当させるものとす

る。 

2  介護支援専門員は、前項に規定する居宅サービス計画の作成に当たって

は、指定居宅介護支援等基準条例第 13 条各号に掲げる具体的取組方針に

沿って行うものとする。 

（法定代理受領サービスに係る報告） 

第 75 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、毎月、組合（法第 42 条の

2 第 9 項において準用する法第 41 条第 10 項の規定により法第 42 条の 2 第

8 項の規定による審査及び支払に関する事務を国民健康保険団体連合会に

委託している場合にあっては、当該国民健康保険団体連合会）に対し、居

宅サービス計画において位置付けられている指定居宅サービス等のうち法

定代理受領サービスとして位置付けたものに関する情報を記載した文書を

提出しなければならない。 

（利用者に対する居宅サービス計画等の書類の交付） 

第 76 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者が他の指定小規模

多機能型居宅介護事業者の利用を希望する場合その他登録者からの申出が

あった場合には、当該登録者に対し、直近の居宅サービス計画及びその実

施状況に関する書類を交付しなければならない。 

（小規模多機能型居宅介護計画の作成） 

第 77 条 指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、介護支援専門員

（第 63 条第 12 項の規定により介護支援専門員を配置していないサテライ

ト型指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、研修修了者。以下こ
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の条において同じ。）に、小規模多機能型居宅介護計画の作成に関する業

務を担当させるものとする。 

2  介護支援専門員は、小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たっては、

地域における活動への参加の機会が提供されること等により、利用者の多

様な活動が確保されるものとなるように努めなければならない。 

3  介護支援専門員は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環

境を踏まえて、他の小規模多機能型居宅介護従業者と協議の上、援助の目

標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した小規

模多機能型居宅介護計画を作成するとともに、これを基本としつつ、利用

者の日々の様態、希望等を勘案し、随時適切に通いサービス、訪問サービ

ス及び宿泊サービスを組み合わせた介護を行わなくてはならない。 

4  介護支援専門員は、小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たっては、

その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得

なければならない。 

5  介護支援専門員は、小規模多機能型居宅介護計画を作成した際には、当

該小規模多機能型居宅介護計画を利用者に交付しなければならない。 

6  介護支援専門員は、小規模多機能型居宅介護計画の作成後においても、

常に小規模多機能型居宅介護計画の実施状況及び利用者の様態の変化等の

把握を行い、必要に応じて小規模多機能型居宅介護計画の変更を行う。 

7  第 2 項から第 5 項までの規定は、前項に規定する小規模多機能型居宅介

護計画の変更について準用する。 

（介護等） 

第 78 条 介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常

生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行わなければならない。 

2  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、その利用者に対して、利用者の

負担により、利用者の居宅又は当該サービスの拠点における小規模多機能

型居宅介護従業者以外の者による介護を受けさせてはならない。 

3  指定小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の食事その他の家事

等は、可能な限り利用者と小規模多機能型居宅介護従業者が共同で行うよ

う努めるものとする。 

（社会生活上の便宜の提供等） 

第 79 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者の外出の機会の確

保その他の利用者の意向を踏まえた社会生活の継続のための支援に努めな

ければならない。 
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2  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者が日常生活を営む上で必

要な行政機関に対する手続等について、その者又はその家族が行うことが

困難である場合は、その者の同意を得て、代わって行わなければならない。 

3  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、常に利用者の家族との連携を図

るとともに利用者とその家族との交流等の機会を確保するよう努めなけれ

ばならない。 

（緊急時等の対応） 

第 80 条 小規模多機能型居宅介護従業者は、現に指定小規模多機能型居宅

介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必

要な場合は、速やかに主治の医師又はあらかじめ当該指定小規模多機能型

居宅介護事業者が定めた協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講

じなければならない。 

（運営規程） 

第 81 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅

介護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規

程を定めておかなければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定小規模多機能型居宅介護の登録定員並びに通いサービス及び宿泊

サービスの利用定員 

⑸ 指定小規模多機能型居宅介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ サービス利用に当たっての留意事項 

⑻ 緊急時等における対応方法 

⑼ 非常災害対策 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑾ その他運営に関する重要事項 

（定員の遵守） 

第 82 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、登録定員並びに通いサー

ビス及び宿泊サービスの利用定員を超えて指定小規模多機能型居宅介護の

提供を行ってはならない。ただし、通いサービス及び宿泊サービスの利用

は、利用者の様態や希望等により特に必要と認められる場合は、一時的に

その利用定員を超えることはやむを得ないものとする。なお、災害その他
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のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

2  前項本文の規定にかかわらず、過疎地域その他これに類する地域におい

て、地域の実情により当該地域における指定小規模多機能型居宅介護の効

率的運営に必要であると組合が認めた場合は、指定小規模多機能型居宅介

護事業者は、組合が認めた日から市町村介護保険事業計画（法第 117 条第

1 項に規定する市町村介護保険事業計画をいう。以下この項において同

じ。）の終期まで（組合が次期の市町村介護保険事業計画を作成するに当

たって、新規に代替サービスを整備するよりも既存の指定小規模多機能型

居宅介護事業所を活用することがより効率的であると認めた場合にあって

は、次期の市町村介護保険事業計画の終期まで）に限り、登録定員並びに

通いサービス及び宿泊サービスの利用定員を超えて指定小規模多機能型居

宅介護の提供を行うことができる。 

（非常災害対策） 

第 82 条の 2 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、非常災害に関する具

体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、

それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他

必要な訓練を行わなければならない。 

2  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当

たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

（協力医療機関等） 

第 83 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、主治の医師との連携を基

本としつつ、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療

機関を定めておかねばならない。 

2  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、あらかじめ、協力歯科医療機関

を定めておくよう努めなければならない。 

3  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスの提供体制の確保、夜

間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、

介護医療院、病院等との間の連携及び支援の体制を整えなければならない。 

（調査への協力等） 

第 84 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、提供した指定小規模多機

能型居宅介護に関し、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当適切な指定小規

模多機能型居宅介護が行われているかどうかを確認するために組合が行う

調査に協力するとともに、組合から指導又は助言を受けた場合においては、

当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 
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第 85 条 削除 

（居住機能を担う併設施設等への入居） 

第 86 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、可能な限り、利用者がそ

の居宅において生活を継続できるよう支援することを前提としつつ、利用

者が第 63 条第 6 項に掲げる施設等その他の施設へ入所等を希望した場合

は、円滑にそれらの施設へ入所等が行えるよう、必要な措置を講ずるよう

努めるものとする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資す

る方策を検討するための委員会の設置） 

第 86 条の 2 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上そ

の他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定小規模多

機能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の

確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催

しなければならない。 

（記録の整備） 

第 87 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、従業者、設備、備品及び

会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

2  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定小規模多機

能型居宅介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の

日から 2 年間保存しなければならない。 

⑴ 居宅サービス計画 

⑵ 小規模多機能型居宅介護計画 

⑶ 次条において準用する第 3 条の 18 第 2 項の規定による提供した具体

的なサービスの内容等の記録 

⑷ 第 73 条第 6 号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑸ 次条において準用する第 3 条の 26 の規定による組合への通知に係る

記録 

⑹ 次条において準用する第 3 条の 36 第 2 項の規定による苦情の内容等

の記録 

⑺ 次条において準用する第 3 条の 38 第 2 項の規定による事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記録 
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⑻ 次条において準用する第 34 条第 2 項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

（準用） 

第 88 条 第 3 条の 7 から第 3 条の 11 まで、第 3 条の 18、第 3 条の 20、第 3

条の 26、第 3 条の 30 の 2、第 3 条の 32 から第 3 条の 36 まで、第 3 条の

38 から第 3 条の 39 まで、第 28 条、第 30 条、第 33 条及び第 34 条の規定

は、指定小規模多機能型居宅介護の事業について準用する。この場合にお

いて、第 3条の 7第 1項中「第 3条の 29 に規定する運営規程」とあるのは

「第 81 条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第 3 条の 30 の 2

第 2 項、第 3 条の 32 第 1 項並びに第 3 条の 38 の 2 第 1 号及び第 3 号中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「小規模多機能

型居宅介護従業者」と、第 28 条第 2 項中「この節」とあるのは「第 4 章

第 4 節」と、第 30 条第 3 項及び第 4 項並びに第 33 条第 2 項第 1 号及び第

3 号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「小規模多機能型居宅介

護従業者」と、第 34 条第 1 項中「地域密着型通所介護について知見を有

する者」とあるのは「小規模多機能型居宅介護について知見を有する者」

と、「6 月」とあるのは「2 月」と、「活動状況」とあるのは「通いサー

ビス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」と読み替えるものとする。 

第 5 章 認知症対応型共同生活介護 

第 1 節 基本方針 

第 89 条 指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型共同生活介護

（以下「指定認知症対応型共同生活介護」という。）の事業は、要介護者

であって認知症であるものについて、共同生活住居（法第 8 条第 20 項に

規定する共同生活を営むべき住居をいう。以下同じ。）において、家庭的

な環境と地域住民との交流の下で入浴、排せつ、食事等の介護その他の日

常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするものでなければな

らない。 

第 2 節 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第 90 条 指定認知症対応型共同生活介護の事業を行う者（以下「指定認知

症対応型共同生活介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下

「指定認知症対応型共同生活介護事業所」という。）ごとに置くべき指定

認知症対応型共同生活介護の提供に当たる従業者（以下「介護従業者」と
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いう。）の員数は、当該事業所を構成する共同生活住居ごとに、夜間及び

深夜の時間帯以外の時間帯に指定認知症対応型共同生活介護の提供に当た

る介護従業者を、常勤換算方法で、当該共同生活住居の利用者（当該指定

認知症対応型共同生活介護事業者が指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者（指定地域密着型介護予防サービス基準条例第 70 条第 1 項に規

定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者をいう。以下同じ。）

の指定を併せて受け、かつ、指定認知症対応型共同生活介護の事業と指定

介護予防認知症対応型共同生活介護（指定地域密着型介護予防サービス基

準条例第 69 条に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護をいう。

以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場

合にあっては、当該事業所における指定認知症対応型共同生活介護又は指

定介護予防認知症対応型共同生活介護の利用者。以下この条及び第 93 条

において同じ。）の数が 3 又はその端数を増すごとに 1 以上とするほか、

夜間及び深夜の時間帯を通じて 1 以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務

（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除く。）をいう。以

下この項において同じ。）を行わせるために必要な数以上とする。ただし、

当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の有する共同生活住居の数が 3

である場合において、当該共同生活住居が全て同一の階において隣接し、

介護従業者が円滑な利用者の状況把握及び速やかな対応を行うことが可能

な構造である場合であって、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者に

よる安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保されていると認められる

ときは、夜間及び深夜の時間帯に指定認知症対応型共同生活介護事業所ご

とに置くべき介護従業者の員数は、夜間及び深夜の時間帯を通じて 2 以上

の介護従業者に夜間及び深夜の勤務を行わせるために必要な数以上とする

ことができる。 

2  前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受

ける場合は、推定数による。 

3  第 1 項の介護従業者のうち 1 以上の者は、常勤でなければならない。 

4  指定認知症対応型共同生活介護事業所に、指定小規模多機能型居宅介護

事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が併設されている場合

において、前 3 項に定める員数を満たす介護従業者を置くほか、第 63 条

に定める指定小規模多機能型居宅介護事業所の人員に関する基準を満たす

小規模多機能型居宅介護従業者を置いているとき又は第 171 条に定める指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所の人員に関する基準を満たす看護小

-110-



規模多機能型居宅介護従業者を置いているときは、当該介護従業者は、当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所の職務に従事することができる。 

5  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、指定認知症対応型共同生活介

護事業所ごとに、保健医療サービス又は福祉サービスの利用に係る計画の

作成に関し知識及び経験を有する者であって認知症対応型共同生活介護計

画の作成を担当させるのに適当と認められるものを専らその職務に従事す

る計画作成担当者としなければならない。ただし、利用者の処遇に支障が

ない場合は、当該指定認知症対応型共同生活介護事業所における他の職務

に従事することができるものとする。 

6  前項の計画作成担当者は、別に厚生労働大臣が定める研修を修了してい

る者でなければならない。 

7  第 5 項の計画作成担当者のうち 1 以上の者は、介護支援専門員をもって

充てなければならない。ただし、併設する指定小規模多機能型居宅介護事

業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員との連

携を図ることにより当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の効果的な

運営を期待することができる場合であって、利用者の処遇に支障がないと

きは、これを置かないことができるものとする。 

8  前項の介護支援専門員は、介護支援専門員でない他の計画作成担当者の

業務を監督するものとする。 

9  第 7 項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定認知症対応型共同生

活介護事業所（指定認知症対応型共同生活介護事業所であって、指定居宅

サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について 3 年以上

の経験を有する指定認知症対応型共同生活介護事業者により設置される当

該指定認知症対応型共同生活介護事業所以外の指定認知症対応型共同生活

介護事業所であって当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に対して指

定認知症対応型共同生活介護の提供に係る支援を行うもの（以下この章に

おいて「本体事業所」という。）との密接な連携の下に運営されるものを

いう。以下同じ。）については、介護支援専門員である計画作成担当者に

代えて、第 6 項の別に厚生労働大臣が定める研修を修了している者を置く

ことができる。 

10 介護支援専門員でない計画作成担当者は、特別養護老人ホームの生活相

談員や介護老人保健施設の支援相談員その他の認知症である者の介護サー

ビスに係る計画の作成に関し実務経験を有すると認められる者をもって充
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てることができるものとする。 

11 指定認知症対応型共同生活介護事業者が指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定認知症対応型共同生活介

護の事業と指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業とが同一の事業

所において一体的に運営されている場合については、指定地域密着型介護

予防サービス基準条例第 70 条第 1 項から第 10 項までに規定する人員に関

する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているも

のとみなすことができる。 

（管理者） 

第 91 条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居ごとに専

らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、共

同生活住居の管理上支障がない場合は、当該共同生活住居の他の職務に従

事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

2  前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支障がない場合は、

サテライト型指定認知症対応型共同生活介護事業所における共同生活住居

の管理者は、本体事業所における共同生活住居の管理者をもって充てるこ

とができる。 

3  共同生活住居の管理者は、適切な指定認知症対応型共同生活介護を提供

するために必要な知識及び経験を有し、特別養護老人ホーム、老人デイサ

ービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、指定認知症対応型共同

生活介護事業所等の従業者又は訪問介護員等として、3 年以上認知症であ

る者の介護に従事した経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定め

る研修を修了しているものでなければならない。 

（指定認知症対応型共同生活介護事業者の代表者） 

第 92 条 指定認知症対応型共同生活介護事業者の代表者は、特別養護老人

ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、指

定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者若しくは訪問介護員等とし

て、認知症である者の介護に従事した経験を有する者又は保健医療サービ

ス若しくは福祉サービスの提供を行う事業の経営に携わった経験を有する

者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなけれ

ばならない。 

第 3 節 設備に関する基準 

第 93 条 指定認知症対応型共同生活介護事業所は、共同生活住居を有する

ものとし、その数は 1 以上 3 以下（サテライト型指定認知症対応型共同生
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活介護事業所にあっては、1 又は 2）とする。 

2  共同生活住居は、その入居定員（当該共同生活住居において同時に指定

認知症対応型共同生活介護の提供を受けることができる利用者の数の上限

をいう。第 104 条において同じ。）を 5 人以上 9 人以下とし、居室、居

間、食堂、台所、浴室、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備そ

の他利用者が日常生活を営む上で必要な設備を設けるものとする。 

3  1 の居室の定員は、1 人とする。ただし、利用者の処遇上必要と認めら

れる場合は、2 人とすることができるものとする。 

4  1 の居室の床面積は、7.43 平方メートル以上としなければならない。 

5  居間及び食堂は、同一の場所とすることができる。 

6  指定認知症対応型共同生活介護事業所は、利用者の家族との交流の機会

の確保や地域住民との交流を図る観点から、住宅地又は住宅地と同程度に

利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域にあるようにし

なければならない。 

7  指定認知症対応型共同生活介護事業者が指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定認知症対応型共同生活介

護の事業と指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業とが同一の事業

所において一体的に運営されている場合については、指定地域密着型介護

予防サービス基準条例第 73 条第 1 項から第 6 項までに規定する設備に関

する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているも

のとみなすことができる。 

第 4 節 運営に関する基準 

（入退居） 

第 94 条 指定認知症対応型共同生活介護は、要介護者であって認知症であ

るもののうち、少人数による共同生活を営むことに支障がない者に提供す

るものとする。 

2  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、入居申込者の入居に際しては、

主治の医師の診断書等により当該入居申込者が認知症である者であること

の確認をしなければならない。 

3  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、入居申込者が入院治療を要す

る者であること等入居申込者に対し自ら必要なサービスを提供することが

困難であると認めた場合は、適切な他の指定認知症対応型共同生活介護事

業者、介護保険施設、病院又は診療所を紹介する等の適切な措置を速やか

に講じなければならない。 
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4  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、入居申込者の入居に際しては、

その者の心身の状況、生活歴、病歴等の把握に努めなければならない。 

5  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の退居の際には、利用

者及びその家族の希望を踏まえた上で、退居後の生活環境や介護の継続性

に配慮し、退居に必要な援助を行わなければならない。 

6  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の退居に際しては、利

用者又はその家族に対し、適切な指導を行うとともに、指定居宅介護支援

事業者等への情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供す

る者との密接な連携に努めなければならない。 

（サービスの提供の記録） 

第 95 条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、入居に際しては入居の

年月日及び入居している共同生活住居の名称を、退居に際しては退居の年

月日を、利用者の被保険者証に記載しなければならない。 

2  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、指定認知症対応型共同生活介

護を提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を記録しなけれ

ばならない。 

（利用料等の受領） 

第 96 条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、法定代理受領サービス

に該当する指定認知症対応型共同生活介護を提供した際には、その利用者

から利用料の一部として、当該指定認知症対応型共同生活介護に係る地域

密着型介護サービス費用基準額から当該指定認知症対応型共同生活介護事

業者に支払われる地域密着型介護サービス費の額を控除して得た額の支払

を受けるものとする。 

2  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、法定代理受領サービスに該当

しない指定認知症対応型共同生活介護を提供した際にその利用者から支払

を受ける利用料の額と、指定認知症対応型共同生活介護に係る地域密着型

介護サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなけ

ればならない。 

3  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前 2 項の支払を受ける額のほ

か、次に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができる。 

⑴ 食材料費 

⑵ 理美容代 

⑶ おむつ代 

⑷ 前 3 号に掲げるもののほか、指定認知症対応型共同生活介護において
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提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る

費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの 

4  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の費用の額に係るサービ

スの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サ

ービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければな

らない。 

（指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針） 

第 97 条 指定認知症対応型共同生活介護は、利用者の認知症の症状の進行

を緩和し、安心して日常生活を送ることができるよう、利用者の心身の状

況を踏まえ、妥当適切に行われなければならない。 

2  指定認知症対応型共同生活介護は、利用者一人一人の人格を尊重し、利

用者がそれぞれの役割を持って家庭的な環境の下で日常生活を送ることが

できるよう配慮して行われなければならない。 

3  指定認知症対応型共同生活介護は、認知症対応型共同生活介護計画に基

づき、漫然かつ画一的なものとならないよう配慮して行われなければなら

ない。 

4  共同生活住居における介護従業者は、指定認知症対応型共同生活介護の

提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に

対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行わな

ければならない。 

5  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、指定認知症対応型共同生活介

護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならな

い。 

6  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の身体的拘束等を行う場

合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ

を得ない理由を記録しなければならない。 

7  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図る

ため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 ⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。）を 3 月に 1 回以上開催

するとともに、その結果について、介護従業者その他の従業者に周知徹

底を図ること。 

 ⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 
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 ⑶ 介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研

修を定期的に実施すること。 

8  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提供する指定認知症

対応型共同生活介護の質の評価を行うとともに、定期的に次に掲げるいず

れかの評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなけれ

ばならない。 

 ⑴ 外部の者による評価 

⑵ 第 108 条において準用する第 34 条第 1 項に規定する運営推進会議に

おける評価 

（認知症対応型共同生活介護計画の作成） 

第 98 条 共同生活住居の管理者は、計画作成担当者（第 90 条第 7 項の計画

作成担当者をいう。以下この条において同じ。）に認知症対応型共同生活

介護計画の作成に関する業務を担当させるものとする。 

2  認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、通所介護等の活用、

地域における活動への参加の機会の提供等により、利用者の多様な活動の

確保に努めなければならない。 

3  計画作成担当者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環

境を踏まえて、他の介護従業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成

するための具体的なサービスの内容等を記載した認知症対応型共同生活介

護計画を作成しなければならない。 

4  計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、

その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得

なければならない。 

5  計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画を作成した際には、

当該認知症対応型共同生活介護計画を利用者に交付しなければならない。 

6  計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画の作成後においても、

他の介護従業者及び利用者が認知症対応型共同生活介護計画に基づき利用

する他の指定居宅サービス等を行う者との連絡を継続的に行うことにより、

認知症対応型共同生活介護計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて認

知症対応型共同生活介護計画の変更を行うものとする。 

7  第 2 項から第 5 項までの規定は、前項に規定する認知症対応型共同生活

介護計画の変更について準用する。 

（介護等） 

第 99 条 介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常
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生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行われなければならない。 

2  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、その利用者に対して、利用者

の負担により、当該共同生活住居における介護従業者以外の者による介護

を受けさせてはならない。 

3  利用者の食事その他の家事等は、原則として利用者と介護従業者が共同

で行うよう努めるものとする。 

（社会生活上の便宜の提供等） 

第 100 条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の趣味又は嗜好

に応じた活動の支援に努めなければならない。 

2  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が日常生活を営む上で

必要な行政機関に対する手続等について、その者又はその家族が行うこと

が困難である場合は、その者の同意を得て、代わって行わなければならな

い。 

3  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、常に利用者の家族との連携を

図るとともに利用者とその家族との交流等の機会を確保するよう努めなけ

ればならない。 

（管理者による管理） 

第 101 条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居宅サービ

ス、指定地域密着型サービス（サテライト型指定認知症対応型共同生活介

護事業所の場合は、本体事業所が提供する指定認知症対応型共同生活介護

を除く。）、指定介護予防サービス若しくは指定地域密着型介護予防サー

ビスの事業を行う事業所、病院、診療所又は社会福祉施設を管理する者で

あってはならない。ただし、当該共同生活住居の管理上支障がない場合は、

この限りでない。 

（運営規程） 

第 102 条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居ごとに、

次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなけ

ればならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務内容 

⑶ 利用定員 

⑷ 指定認知症対応型共同生活介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑸ 入居に当たっての留意事項 

⑹ 非常災害対策 
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⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑻ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第 103 条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対し、適切な

指定認知症対応型共同生活介護を提供できるよう、従業者の勤務の体制を

定めておかなければならない。 

2  前項の介護従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、利用者が安心し

て日常生活を送ることができるよう、継続性を重視したサービスの提供に

配慮しなければならない。 

3  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、介護従業者の資質の向上のた

めに、その研修の機会を確保しなければならない。その際、当該指定認知

症対応型共同生活介護事業者は、全ての介護従業者（看護師、准看護師、

介護福祉士、介護支援専門員、法第 8 条第 2 項に規定する政令で定める者

等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護

に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならな

い。 

4  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、適切な指定認知症対応型共同

生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又

は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超

えたものにより介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方

針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

（定員の遵守） 

第 104 条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、入居定員及び居室の定

員を超えて入居させてはならない。ただし、災害その他のやむを得ない事

情がある場合は、この限りでない。 

（協力医療機関等） 

第 105 条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の病状の急変等

に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかなければならない。 

2  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療

機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定め

るように努めなければならない。 

 ⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応

を行う体制を、常時確保していること。 

 ⑵ 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった
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場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

3  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、1 年に 1 回以上、協力医療機

関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、

協力医療機関の名称等を、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者に

係る指定を行った組合に届け出なければならない。 

4  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律（平成 10年法律第 114 号）第 6 条第 17項に

規定する第 2種協定指定医療機関（以下「第 2種協定指定医療機関」とい

う。）との間で、新興感染症（同条第 7 項に規定する新型インフルエン

ザ等感染症、同条第 8項に規定する指定感染症又は同条第 9項に規定する

新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努め

なければならない。 

5  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第 2 種協定指

定医療機関である場合においては、当該第 2 種協定指定医療機関との間

で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

6  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他

の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能と

なった場合においては、再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業所

に速やかに入居させることができるように努めなければならない。 

7  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、あらかじめ、協力歯科医療機

関を定めておくよう努めなければならない。 

8  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、サービスの提供体制の確保、

夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護老人保健施

設、介護医療院、病院等との間の連携及び支援の体制を整えなければなら

ない。 

（居宅介護支援事業者に対する利益供与等の禁止） 

第 106 条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、指定居宅介護支援事業

者又はその従業者に対し、要介護被保険者に対して当該共同生活住居を紹

介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはならな

い。 

2  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、指定居宅介護支援事業者又は

その従業者から、当該共同生活住居からの退居者を紹介することの対償と

して、金品その他の財産上の利益を収受してはならない。 

（記録の整備） 
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第 107 条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、従業者、設備、備品及

び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

2  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する指定認知症対

応型共同生活介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完

結の日から 2 年間保存しなければならない。 

⑴ 認知症対応型共同生活介護計画 

⑵ 第 95 条第 2 項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記

録 

⑶ 第 97 条第 6 項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑷ 次条において準用する第 3 条の 26 の規定による組合等への通知に係

る記録 

⑸ 次条において準用する第 3 条の 36 第 2 項の規定による苦情の内容等

の記録 

⑹ 次条において準用する第 3 条の 38 第 2 項の規定による事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記録 

⑺ 次条において準用する第 34 条第 2 項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

（準用） 

第 108 条 第 3 条の 7、第 3 条の 8、第 3 条の 10、第 3 条の 11、第 3 条の

20、第 3 条の 26、第 3 条の 30 の 2、第 3 条の 32 から第 3 条の 34 まで、第

3 条の 36、第 3 条の 38 から第 3 条の 39 まで、第 28 条、第 33 条、第 34 条

第 1 項から第 4 項まで、第 80 条、第 82 条の 2、第 84 条及び第 86 条の 2

の規定は、指定認知症対応型共同生活介護の事業について準用する。この

場合において、第 3 条の 7第 1項中「第 3条の 29に規定する運営規程」と

あるのは「第 102 条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第 3 条

の 30 の 2 第 2 項、第 3 条の 32 第 1 項並びに第 3 条の 38 の 2 第 1 号及び第

3 号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介護従

業者」と、第 28 条第 2 項中「この節」とあるのは「第 5 章第 4 節」と、

第 33 条第 2 項第 1 号及び第 3 号中「地域密着型通所介護従業者」とある

のは「介護従業者」と、第 34 条第 1 項中「地域密着型通所介護について

知見を有する者」とあるのは「認知症対応型共同生活介護について知見を

有する者」と、「6 月」とあるのは「2 月」と、第 80 条中「小規模多機能

型居宅介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第 82 条の 2 中「指定
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小規模多機能型居宅介護事業者」とあるのは「指定認知症対応型共同生活

介護事業者」と読み替えるものとする。 

第 6 章 地域密着型特定施設入居者生活介護 

第 1 節 基本方針 

第 109 条 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型特定施設入居者生

活介護（以下「指定地域密着型特定施設入居者生活介護」という。）の事

業は、地域密着型特定施設サービス計画（法第 8 条第 21 項に規定する計

画をいう。以下同じ。）に基づき、入浴、排せつ、食事等の介護その他の

日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話を行うことにより、当該指

定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供を受ける入居者（以下この章

において「利用者」という。）が指定地域密着型特定施設（同項に規定す

る地域密着型特定施設であって、当該指定地域密着型特定施設入居者生活

介護の事業が行われるものをいう。以下同じ。）においてその有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするものでなければな

らない。 

2  指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業を行う者（以下「指定地

域密着型特定施設入居者生活介護事業者」という。）は、安定的かつ継続

的な事業運営に努めなければならない。 

第 2 節 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第 110 条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者が指定地域密着型

特定施設ごとに置くべき指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に

当たる従業者（以下「地域密着型特定施設従業者」という。）の員数は、

次のとおりとする。 

⑴ 生活相談員 1 以上 

⑵ 看護師若しくは准看護師（以下この章において「看護職員」とい

う。）又は介護職員 

ア 看護職員及び介護職員の合計数は、常勤換算方法で、利用者の数が

3 又はその端数を増すごとに 1 以上とすること。 

イ 看護職員の数は、常勤換算方法で、1 以上とすること。 

ウ 常に 1 以上の指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に当た

る介護職員が確保されること。 

⑶ 機能訓練指導員 1 以上 

⑷ 計画作成担当者 1 以上 
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2  前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受

ける場合は、推定数による。 

3  第 1 項第 1 号の生活相談員のうち 1 人以上は、常勤の者でなければなら

ない。 

4  第 1 項第 2 号の看護職員及び介護職員は、主として指定地域密着型特定

施設入居者生活介護の提供に当たるものとし、看護職員及び介護職員のう

ちそれぞれ 1 人以上は、常勤の者でなければならない。ただし、サテライ

ト型特定施設（当該施設を設置しようとする者により設置される当該施設

以外の介護老人保健施設、介護医療院又は病院若しくは診療所であって当

該施設に対する支援機能を有するもの（以下この章において「本体施設」

という。）との密接な連携を確保しつつ、本体施設とは別の場所で運営さ

れる指定地域密着型特定施設をいう。以下同じ。）にあっては、常勤換算

方法で 1 以上とする。 

5  第 1 項第 3 号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減

退を防止するための訓練を行う能力を有する者とし、当該地域密着型特定

施設における他の職務に従事することができるものとする。 

6  第 1 項第 4 号の計画作成担当者は、専らその職務に従事する介護支援専

門員であって、地域密着型特定施設サービス計画の作成を担当させるのに

適当と認められるものとする。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、

当該地域密着型特定施設における他の職務に従事することができるものと

する。 

7  第 1 項第 1 号、第 3 号及び第 4 号並びに前項の規定にかかわらず、サテ

ライト型特定施設の生活相談員、機能訓練指導員又は計画作成担当者につ

いては、次に掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める職員により当該サテライト型特定施設の入居者の処遇が

適切に行われると認められるときは、これを置かないことができる。 

⑴ 介護老人保健施設 支援相談員、理学療法士、作業療法士若しくは

言語聴覚士又は介護支援専門員 

⑵ 介護医療院 介護支援専門員 

8  第 1 項第 1 号の生活相談員、同項第 2 号の看護職員及び介護職員、同項

第 3 号の機能訓練指導員並びに同項第 4 号の計画作成担当者は、当該職務

の遂行に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務

に従事することができるものとする。 

9  指定地域密着型特定施設に指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定
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看護小規模多機能型居宅介護事業所が併設されている場合においては、当

該指定地域密着型特定施設の員数を満たす従業者を置くほか、第 63 条に

定める指定小規模多機能型居宅介護事業者の人員に関する基準を満たす小

規模多機能型居宅介護従業者を置いているとき又は第 171 条に定める指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所の人員に関する基準を満たす看護小規

模多機能型居宅介護従業者を置いているときは、当該指定地域密着型特定

施設の従業者は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事することができる。 

10 指定地域密着型特定施設の計画作成担当者については、併設される指定

小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所の介護支援専門員により当該指定地域密着型特定施設の利用者の処遇が

適切に行われると認められるときは、これを置かないことができる。 

11 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第 1 項第 2 号アの規

定の適用については、当該規定中「1」とあるのは、「0.9」とする。 

 ⑴ 第 129 条において準用する第 86 条の 2 に規定する委員会において、

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る

ための取組に関する次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当

該事項の実施を定期的に確認していること。 

  ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

  イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮 

  ウ 緊急時の体制整備 

  エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号にお

いて「介護機器」という。）の定期的な点検 

  オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修 

 ⑵ 介護機器を複数種類活用していること。 

 ⑶ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図

るため、地域密着型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っているこ

と。 

 ⑷ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図

る取組による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われてい

ると認められること。 

（管理者） 

第 111 条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定地域密着

型特定施設ごとに専らその職務に従事する管理者を置かなければならない。
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ただし、指定地域密着型特定施設の管理上支障がない場合は、当該指定地

域密着型特定施設における他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等、

本体施設の職務（本体施設が病院又は診療所の場合は、管理者としての職

務を除く。）若しくは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事することができるもの

とする。 

第 3 節 設備に関する基準 

第 112 条 指定地域密着型特定施設の建物（利用者の日常生活のために使用

しない附属の建物を除く。）は、耐火建築物（建築基準法（昭和 25 年法

律第 201 号）第 2 条第 9 号の 2 に規定する耐火建築物をいう。次項におい

て同じ。）又は準耐火建築物（同条第 9 号の 3 に規定する準耐火建築物を

いう。次項において同じ。）でなければならない。 

2  前項の規定にかかわらず、組合管理者が、火災予防、消火活動等に関し

専門的知識を有する者の意見を聴いて、次の各号のいずれかの要件を満た

す木造かつ平屋建ての指定地域密着型特定施設の建物であって、火災に係

る利用者の安全性が確保されていると認めたときは、耐火建築物又は準耐

火建築物とすることを要しない。 

⑴ スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使

用、調理室等火災が発生するおそれがある箇所における防火区画の設置

等により、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。 

⑵ 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備さ

れており、円滑な消火活動が可能なものであること。 

⑶ 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の

確保等により、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁

に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な

避難が可能なものであること。 

3  指定地域密着型特定施設は、一時介護室（一時的に利用者を移して指定

地域密着型特定施設入居者生活介護を行うための室をいう。以下同じ。）、

浴室、便所、食堂及び機能訓練室を有しなければならない。ただし、他に

利用者を一時的に移して介護を行うための室が確保されている場合にあっ

ては一時介護室を、他に機能訓練を行うために適当な広さの場所が確保で

きる場合にあっては機能訓練室を、利用者が同一敷地内にある他の事業所、

施設等の浴室及び食堂を利用できる場合にあっては浴室及び食堂を設けな

いことができるものとする。 

-124-



4  指定地域密着型特定施設の介護居室（指定地域密着型特定施設入居者生

活介護を行うための専用の居室をいう。以下同じ。）、一時介護室、浴室、

便所、食堂及び機能訓練室は、次の基準を満たさなければならない。 

⑴ 介護居室は、次の基準を満たすこと。 

ア 1 の居室の定員は、1 人とする。ただし、利用者の処遇上必要と認

められる場合は、2 人とすることができるものとする。 

イ プライバシーの保護に配慮し、介護を行える適当な広さであること。 

ウ 地階に設けてはならないこと。 

エ 1 以上の出入口は、避難上有効な空き地、廊下又は広間に直接面し

て設けること。 

⑵ 一時介護室は、介護を行うために適当な広さを有すること。 

⑶ 浴室は、身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

⑷ 便所は、居室のある階ごとに設置し、非常用設備を備えていること。 

⑸ 食堂は、機能を十分に発揮し得る適当な広さを有すること。 

⑹ 機能訓練室は、機能を十分に発揮し得る適当な広さを有すること。 

5  指定地域密着型特定施設は、利用者が車椅子で円滑に移動することが可

能な空間と構造を有するものでなければならない。 

6  指定地域密着型特定施設は、消火設備その他の非常災害に際して必要な

設備を設けるものとする。 

7  前各項に定めるもののほか、指定地域密着型特定施設の構造設備の基準

については、建築基準法 及び消防法（昭和 23 年法律第 186 号）の定める

ところによる。 

第 4 節 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明及び契約の締結等） 

第 113 条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、あらかじめ、

入居申込者又はその家族に対し、第 125 条の重要事項に関する規程の概要、

従業者の勤務の体制、利用料の額及びその改定の方法その他の入居申込者

のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して

説明を行い、入居及び指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に関

する契約を文書により締結しなければならない。 

2  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の契約において、

入居者の権利を不当に狭めるような契約解除の条件を定めてはならない。 

3  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、より適切な指定地域

密着型特定施設入居者生活介護を提供するため利用者を介護居室又は一時
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介護室に移して介護を行うこととしている場合にあっては、利用者が介護

居室又は一時介護室に移る際の当該利用者の意思の確認等の適切な手続を

あらかじめ第 1 項の契約に係る文書に明記しなければならない。  

4  第 3 条の 7 第 2 項から第 6 項までの規定は、第 1 項の規定による文書の

交付について準用する。 

（指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供の開始等） 

第 114 条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、正当な理由な

く入居者に対する指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供を拒んで

はならない。 

2  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、入居者が指定地域密

着型特定施設入居者生活介護に代えて当該指定地域密着型特定施設入居者

生活介護事業者以外の者が提供する介護サービスを利用することを妨げて

はならない。 

3  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、入居申込者又は入居

者（以下「入居者等」という。）が入院治療を要する者であること等入居

者等に対し自ら必要なサービスを提供することが困難であると認めた場合

は、適切な病院又は診療所の紹介その他の適切な措置を速やかに講じなけ

ればならない。 

4  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定地域密着型特定

施設入居者生活介護の提供に当たっては、利用者の心身の状況、その置か

れている環境等の把握に努めなければならない。 

第 115 条 削除 

（サービスの提供の記録） 

第 116 条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定地域密着

型特定施設入居者生活介護の開始に際しては、当該開始の年月日及び入居

している指定地域密着型特定施設の名称を、指定地域密着型特定施設入居

者生活介護の終了に際しては、当該終了の年月日を、利用者の被保険者証

に記載しなければならない。 

2  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定地域密着型特定

施設入居者生活介護を提供した際には、提供した具体的なサービスの内容

等を記録しなければならない。 

（利用料等の受領） 

第 117 条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、法定代理受領

サービスに該当する指定地域密着型特定施設入居者生活介護を提供した際
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には、その利用者から利用料の一部として、当該指定地域密着型特定施設

入居者生活介護に係る地域密着型介護サービス費用基準額から当該指定地

域密着型特定施設入居者生活介護事業者に支払われる地域密着型介護サー

ビス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

2  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、法定代理受領サービ

スに該当しない指定地域密着型特定施設入居者生活介護を提供した際にそ

の利用者から支払を受ける利用料の額と、指定地域密着型特定施設入居者

生活介護に係る地域密着型介護サービス費用基準額との間に、不合理な差

額が生じないようにしなければならない。 

3  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前 2 項の支払を受け

る額のほか、次に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができる。 

⑴ 利用者の選定により提供される介護その他の日常生活上の便宜に要

する費用 

⑵ おむつ代 

⑶ 前 2 号に掲げるもののほか、指定地域密着型特定施設入居者生活介護

において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるも

のに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められ

るもの 

4  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の費用の額に係

るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、

当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なけ

ればならない。 

（指定地域密着型特定施設入居者生活介護の取扱方針） 

第 118 条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の要介

護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、認知症の状況等利用者の心身

の状況を踏まえて、日常生活に必要な援助を妥当適切に行わなければなら

ない。 

2  指定地域密着型特定施設入居者生活介護は、地域密着型特定施設サービ

ス計画に基づき、漫然かつ画一的なものとならないよう配慮して行われな

ければならない。 

3  地域密着型特定施設従業者は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護

の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族

から求められたときは、サービスの提供方法等について、理解しやすいよ

うに説明を行わなければならない。 
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4  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定地域密着型特定

施設入居者生活介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等

を行ってはならない。 

5  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の身体的拘束等

を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

6  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、身体的拘束等の適正

化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 ⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。）を 3 月に 1 回以上開催

するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底

を図ること。 

 ⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

 ⑶ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修

を定期的に実施すること。 

7  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、自らその提供する指

定地域密着型特定施設入居者生活介護の質の評価を行い、常にその改善を

図らなければならない。 

（地域密着型特定施設サービス計画の作成） 

第 119 条 指定地域密着型特定施設の管理者は、計画作成担当者（第 110 条

第 1 項第 4 号の計画作成担当者をいう。以下この条において同じ。）に地

域密着型特定施設サービス計画の作成に関する業務を担当させるものとす

る。 

2  計画作成担当者は、地域密着型特定施設サービス計画の作成に当たって

は、適切な方法により、利用者について、その有する能力、その置かれて

いる環境等の評価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用

者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき

課題を把握しなければならない。 

3  計画作成担当者は、利用者又はその家族の希望、利用者について把握さ

れた解決すべき課題に基づき、他の地域密着型特定施設従業者と協議の上、

サービスの目標及びその達成時期、サービスの内容、サービスを提供する

上での留意点等を盛り込んだ地域密着型特定施設サービス計画の原案を作

成しなければならない。 
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4  計画作成担当者は、地域密着型特定施設サービス計画の作成に当たって

は、その原案の内容について利用者又はその家族に対して説明し、文書に

より利用者の同意を得なければならない。 

5  計画作成担当者は、地域密着型特定施設サービス計画を作成した際には、

当該地域密着型特定施設サービス計画を利用者に交付しなければならない。 

6  計画作成担当者は、地域密着型特定施設サービス計画作成後においても、

他の地域密着型特定施設従業者との連絡を継続的に行うことにより、地域

密着型特定施設サービス計画の実施状況の把握を行うとともに、利用者に

ついての解決すべき課題の把握を行い、必要に応じて地域密着型特定施設

サービス計画の変更を行うものとする。 

7  第 2 項から第 5 項までの規定は、前項に規定する地域密着型特定施設サ

ービス計画の変更について準用する。 

（介護） 

第 120 条 介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常

生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行われなければならない。 

2  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、自ら入浴が困難な利

用者について、1 週間に 2 回以上、適切な方法により、入浴させ、又は清

しきしなければならない。 

3  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の心身の状況

に応じ、適切な方法により、排せつの自立について必要な援助を行わなけ

ればならない。 

4  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前 3 項に定めるほか、

利用者に対し、食事、離床、着替え、整容その他日常生活上の世話を適切

に行わなければならない。 

（機能訓練） 

第 121 条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の心身

の状況等を踏まえ、必要に応じて日常生活を送る上で必要な生活機能の改

善又は維持のための機能訓練を行わなければならない。 

（健康管理） 

第 122 条 指定地域密着型特定施設の看護職員は、常に利用者の健康の状況

に注意するとともに、健康保持のための適切な措置を講じなければならな

い。 

（相談及び援助） 

第 123 条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、常に利用者の
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心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、利用者又はそ

の家族に対し、その相談に適切に応じるとともに、利用者の社会生活に必

要な支援を行わなければならない。 

（利用者の家族との連携等） 

第 124 条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、常に利用者の

家族との連携を図るとともに、利用者とその家族との交流等の機会を確保

するよう努めなければならない。 

（運営規程） 

第 125 条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、指定地域密着

型特定施設ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規

程を定めておかなければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 地域密着型特定施設従業者の職種、員数及び職務内容 

⑶ 入居定員及び居室数 

⑷ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護の内容及び利用料その他の

費用の額 

⑸ 利用者が介護居室又は一時介護室に移る場合の条件及び手続 

⑹ 施設の利用に当たっての留意事項 

⑺ 緊急時等における対応方法 

⑻ 非常災害対策 

⑼ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑽ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第 126 条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対し、

適切な指定地域密着型特定施設入居者生活介護その他のサービスを提供で

きるよう、従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

2  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、当該指定地域密着型

特定施設の従業者によって指定地域密着型特定施設入居者生活介護を提供

しなければならない。ただし、当該指定地域密着型特定施設入居者生活介

護事業者が業務の管理及び指揮命令を確実に行うことができる場合は、こ

の限りでない。 

3  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項ただし書の規定

により指定地域密着型特定施設入居者生活介護に係る業務の全部又は一部

を委託により他の事業者に行わせる場合にあっては、当該事業者の業務の
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実施状況について定期的に確認し、その結果等を記録しなければならない。 

4  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、地域密着型特定施設

従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。

その際、当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、全ての地

域密着型特定施設従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門

員、法第 8 条第 2 項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他

これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講

させるために必要な措置を講じなければならない。 

5  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、適切な指定地域密着

型特定施設入居者生活介護の提供を確保する観点から、職場において行わ

れる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要か

つ相当な範囲を超えたものにより地域密着型特定施設従業者の就業環境が

害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

（協力医療機関等） 

第 127 条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の病状

の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかなければ

ならない。 

2  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき

協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機

関を定めるように努めなければならない。 

 ⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応

を行う体制を、常時確保していること。 

 ⑵ 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求め

があった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

3  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、1 年に 1 回以上、協

力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認する

とともに、協力医療機関の名称等を、当該指定地域密着型特定施設入居

者生活介護事業者に係る指定を行った組合に届け出なければならない。 

4  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第 2 種協定指定医療

機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めな

ければならない。 

5  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第 2

種協定指定医療機関である場合においては、当該第 2 種協定指定医療機
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関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければ

ならない。 

6  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機

関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院

が可能となった場合においては、再び当該指定地域密着型特定施設に速

やかに入居させることができるように努めなければならない。 

7  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、あらかじめ、協力歯

科医療機関を定めておくよう努めなければならない。 

（記録の整備） 

第 128 条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、従業者、設備、

備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

2  指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対する指定

地域密着型特定施設入居者生活介護の提供に関する次の各号に掲げる記録

を整備し、その完結の日から 2 年間保存しなければならない。 

⑴ 地域密着型特定施設サービス計画 

⑵ 第 116 条第 2 項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記

録 

⑶ 第 118 条第 5 項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑷ 第 126 条第 3 項の規定による結果等の記録 

⑸ 次条において準用する第 3 条の 26 の規定による組合への通知に係る

記録 

⑹ 次条において準用する第 3 条の 36 第 2 項の規定による苦情の内容等

の記録 

⑺ 次条において準用する第 3 条の 38 第 2 項の規定による事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記録 

⑻ 次条において準用する第 34 条第 2 項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

（準用） 

第 129 条 第 3 条の 10、第 3 条の 11、第 3 条の 20、第 3 条の 26、第 3 条の

30 の 2、第 3 条の 32 から第 3 条の 36 まで、第 3 条の 38 から第 3 条の 39

まで、第 28 条、第 32 条、第 33 条、第 34 条第 1 項から第 4 項まで、第 80

条及び第 86 条の 2 の規定は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護の

事業について準用する。この場合において、第 3 条の 30 の 2 第 2 項、第 3
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条の 32 第 1 項並びに第 3 条の 38 の 2 第 1 号及び第 3 号中「定期巡回・随

時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業者」

と、第 28 条第 2 項中「この節」とあるのは「第 6 章第 4 節」と、第 33 条

第 2 項第 1 号及び第 3 号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「地

域密着型特定施設従業者」と、第 34 条第 1 項中「地域密着型通所介護に

ついて知見を有する者」とあるのは「地域密着型特定施設入所者生活介護

について知見を有する者」と、「6 月」とあるのは「2 月」と読み替える

ものとする。 

第 7 章 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

第 1 節 基本方針 

第 130 条 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護（以下「指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」

という。）の事業を行う地域密着型介護老人福祉施設（以下「指定地域密

着型介護老人福祉施設」という。）は、地域密着型施設サービス計画（法

第 8条第 22項に規定する地域密着型施設サービス計画をいう。以下同じ。）

に基づき、可能な限り、居宅における生活への復帰を念頭に置いて、入浴、

排せつ、食事等の介護、相談及び援助、社会生活上の便宜の供与その他の

日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことによ

り、入所者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができる

ようにすることを目指すものでなければならない。 

2  指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の意思及び人格を尊重し、

常にその者の立場に立って指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護を提供するように努めなければならない。 

3  指定地域密着型介護老人福祉施設は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地

域や家庭との結び付きを重視した運営を行い、組合、居宅介護支援事業者、

居宅サービス事業者、地域密着型サービス事業者、他の介護保険施設その

他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努

めなければならない。 

第 2 節 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第 131 条 指定地域密着型介護老人福祉施設に置くべき従業者の員数は、次

のとおりとする。ただし、他の社会福祉施設等の栄養士又は管理栄養士

との連携を図ることにより当該指定地域密着型介護老人福祉施設の効果

的な運営を期待することができる場合であって、入所者の処遇に支障が
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ないときは、第 4 号の栄養士又は管理栄養士を置かないことができる。 

⑴ 医師 入所者に対し健康管理及び療養上の指導を行うために必要な数 

⑵ 生活相談員 1 以上 

⑶ 介護職員又は看護師若しくは准看護師（以下この章において「看護

職員」という。） 

ア 介護職員及び看護職員の総数は、常勤換算方法で、入所者の数が 3

又はその端数を増すごとに 1 以上とすること。 

イ 看護職員の数は、1 以上とすること。 

⑷ 栄養士又は管理栄養士 1 以上 

⑸ 機能訓練指導員 1 以上 

⑹ 介護支援専門員 1 以上 

2  前項の入所者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受

ける場合は、推定数による。 

3  指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者は、専ら当該指定地域密着型

介護老人福祉施設の職務に従事する者でなければならない。ただし、入所

者の処遇に支障がない場合は、この限りでない。 

4  第 1 項第 1 号の規定にかかわらず、サテライト型居住施設（当該施設を

設置しようとする者により設置される当該施設以外の指定介護老人福祉施

設、指定地域密着型介護老人福祉施設（サテライト型居住施設である指定

地域密着型介護老人福祉施設を除く。第 8 項第 1 号及び第 17 項、第 132

条第 1 項第 6 号並びに第 160 条第 1 項第 3 号において同じ。）、介護老人

保健施設、介護医療院又は病院若しくは診療所であって当該施設に対する

支援機能を有するもの（以下この章において「本体施設」という。）との

密接な連携を確保しつつ、本体施設とは別の場所で運営される指定地域密

着型介護老人福祉施設をいう。以下同じ。）の医師については、本体施設

の医師により当該サテライト型居住施設の入所者の健康管理が適切に行わ

れると認められるときは、これを置かないことができる。 

5  第 1 項第 2 号の生活相談員は、常勤の者でなければならない。ただし、

サテライト型居住施設にあっては、常勤換算方法で 1 以上とする。 

6  第 1 項第 3 号の介護職員のうち、1 人以上は、常勤の者でなければなら

ない。 

7  第 1 項第 3 号の看護職員のうち、1 人以上は、常勤の者でなければなら

ない。ただし、サテライト型居住施設にあっては、常勤換算方法で 1 以上

とする。  
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8  第 1 項第 2 号及び第 4 号から第 6 号までの規定にかかわらず、サテライ

ト型居住施設の生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士、機能訓練指導員

又は介護支援専門員については、次に掲げる本体施設の場合には、次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員により当該サテライト型居

住施設の入所者の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置か

ないことができる。 

⑴ 指定介護老人福祉施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設 生活相

談員、栄養士若しくは管理栄養士、機能訓練指導員又は介護支援専門員 

⑵ 介護老人保健施設 支援相談員、栄養士若しくは管理栄養士、理学療

法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は介護支援専門員 

⑶ 病院 栄養士又は管理栄養士（病床数 100 以上の病院の場合に限る。） 

⑷ 介護医療院 栄養士若しくは管理栄養士又は介護支援専門員 

9  第 1 項第 5 号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能を改

善し、又はその減退を防止するための訓練を行う能力を有すると認められ

る者でなければならない。 

10 第 1 項第 5 号の機能訓練指導員は、当該指定地域密着型介護老人福祉施

設の他の職務に従事することができる。 

11 第 1 項第 6 号の介護支援専門員は、専らその職務に従事する常勤の者で

なければならない。ただし、入所者の処遇に支障がない場合は、当該指定

地域密着型介護老人福祉施設の他の職務に従事することができる。 

12 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定短期入所生活介護事業所又は島

根県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護

予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

等を定める条例（平成 24 年島根県条例第 65 号。以下「指定介護予防サー

ビス等基準条例」という。）第 130 条第 1 項に規定する指定介護予防短期

入所生活介護事業所（以下「指定短期入所生活介護事業所等」という。）

が併設される場合においては、当該指定短期入所生活介護事業所等の医師

については、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の医師により当該指定

短期入所生活介護事業所等の利用者の健康管理が適切に行われると認めら

れるときは、これを置かないことができる。 

13 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定通所介護事業所（指定居宅サー

ビス等基準条例第 100 条第 1 項に規定する指定通所介護事業所をいう。以

下同じ。）、指定短期入所生活介護事業所等、指定地域密着型通所介護事

業所又は併設型指定認知症対応型通所介護の事業を行う事業所若しくは指
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定地域密着型介護予防サービス基準条例第 5 条第 1 項に規定する併設型指

定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業所が併設される場合に

おいては、当該併設される事業所の生活相談員、栄養士又は機能訓練指導

員については、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の生活相談員、栄養

士若しくは管理栄養士又は機能訓練指導員により当該事業所の利用者の処

遇が適切に行われると認められるときは、これを置かないことができる。 

14 指定地域密着型介護老人福祉施設に併設される指定短期入所生活介護事

業所等の入所定員は、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の入所定員と

同数を上限とする。 

15 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定小規模多機能型居宅介護事業所

又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が併設される場合においては、

当該指定地域密着型介護老人福祉施設の介護支援専門員については、当該

併設される指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所の介護支援専門員により当該指定地域密着型介護老人福

祉施設の利用者の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置か

ないことができる。 

16 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定小規模多機能型居宅介護事業所、

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所又は指定地域密着型介護予防サー

ビス基準条例第 44 条第 1 項に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業所等」という。）が

併設される場合においては、当該指定地域密着型介護老人福祉施設が前各

項に定める人員に関する基準を満たす従業者を置くほか、当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所等に第 63 条若しくは第 171 条又は指定地域密着

型介護予防サービス基準条例第 44 条に定める人員に関する基準を満たす

従業者が置かれているときは、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の従

業者は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の職務に従事すること

ができる。 

17 第 1 項第 1 号の医師及び同項第 6 号の介護支援専門員の数は、サテライ

ト型居住施設の本体施設である指定地域密着型介護老人福祉施設であって、

当該サテライト型居住施設に医師又は介護支援専門員を置かない場合にあ

っては、指定地域密着型介護老人福祉施設の入所者の数及び当該サテライ

ト型居住施設の入所者の数の合計数を基礎として算出しなければならない。

この場合にあって、介護支援専門員の数は、同号の規定にかかわらず、1

以上（入所者の数が 100 又はその端数を増すごとに 1 を標準とする。）と
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する。 

第 3 節 設備に関する基準 

（設備） 

第 132 条 指定地域密着型介護老人福祉施設の設備の基準は、次のとおりと

する。 

⑴ 居室 

ア 1 の居室の定員は、1 人とすること。ただし、入所者への指定地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供上必要と認められる場

合は、2 人以上 4 人以下とすることができる。 

イ 入所者 1 人当たりの床面積は、10.65 平方メートル以上とすること。 

ウ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

⑵ 静養室 

介護職員室又は看護職員室に近接して設けること。 

⑶ 浴室 

要介護者が入浴するのに適したものとすること。 

⑷ 洗面設備 

ア 居室のある階ごとに設けること。 

イ 要介護者が使用するのに適したものとすること。 

⑸ 便所 

ア 居室のある階ごとに居室に近接して設けること。 

イ ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、要介護者が使用

するのに適したものとすること。 

⑹ 医務室 

   医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 1 条の 5 第 2 項 に規定する診療

所とすることとし、入所者を診療するために必要な医薬品及び医療機器

を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設けること。ただし、本体

施設が指定介護老人福祉施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設であ

るサテライト型居住施設については医務室を必要とせず、入所者を診療

するために必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床

検査設備を設けることで足りるものとする。 

⑺ 食堂及び機能訓練室 

ア それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計した面積は、3 平

方メートルに入所定員を乗じて得た面積以上とすること。ただし、食

事の提供又は機能訓練を行う場合において、当該食事の提供又は機能
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訓練に支障がない広さを確保することができるときは、同一の場所と

することができる。 

イ 必要な備品を備えること。 

⑻ 廊下幅 

1.5 メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、1.8 メートル

以上とすること。なお、廊下の一部の幅を拡張すること等により、入所

者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認められるときは、これ

によらないことができる。 

⑼ 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。 

2  前項各号に掲げる設備は、専ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設の

用に供するものでなければならない。ただし、入所者の処遇に支障がない

場合は、この限りでない。 

第 4 節 運営に関する基準 

（サービス提供困難時の対応） 

第 133 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所申込者が入院治療を必

要とする場合その他入所申込者に対し自ら適切な便宜を提供することが困

難である場合は、適切な病院若しくは診療所又は介護老人保健施設若しく

は介護医療院を紹介する等の適切な措置を速やかに講じなければならない。 

（入退所） 

第 134 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、身体上又は精神上著しい障

害があるために常時の介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受ける

ことが困難な者に対し、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

を提供するものとする。 

2  指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所申込者の数が入所定員から入

所者の数を差し引いた数を超えている場合には、介護の必要の程度及び家

族等の状況を勘案し、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を

受ける必要性が高いと認められる入所申込者を優先的に入所させるよう努

めなければならない。 

3  指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所申込者の入所に際しては、そ

の者に係る指定居宅介護支援事業者に対する照会等により、その者の心身

の状況、生活歴、病歴、指定居宅サービス等の利用状況等の把握に努めな

ければならない。 

4  指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の心身の状況、その置かれ

ている環境等に照らし、その者が居宅において日常生活を営むことができ
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るかどうかについて定期的に検討しなければならない。 

5  前項の検討に当たっては、生活相談員、介護職員、看護職員、介護支援

専門員等の従業者の間で協議しなければならない。 

6  指定地域密着型介護老人福祉施設は、その心身の状況、その置かれてい

る環境等に照らし、居宅において日常生活を営むことができると認められ

る入所者に対し、その者及びその家族の希望、その者が退所後に置かれる

こととなる環境等を勘案し、その者の円滑な退所のために必要な援助を行

わなければならない。 

7  指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の退所に際しては、居宅サ

ービス計画の作成等の援助に資するため、指定居宅介護支援事業者に対す

る情報の提供に努めるほか、保健医療サービス又は福祉サービスを提供す

る者との密接な連携に努めなければならない。 

（サービスの提供の記録） 

第 135 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所に際しては入所の年月

日並びに入所している介護保険施設の種類及び名称を、退所に際しては退

所の年月日を、当該者の被保険者証に記載しなければならない。 

2  指定地域密着型介護老人福祉施設は、指定地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護を提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を

記録しなければならない。 

（利用料等の受領） 

第 136 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、法定代理受領サービスに該

当する指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を提供した際には、

入所者から利用料の一部として、当該指定地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護に係る地域密着型介護サービス費用基準額（介護保険法施行

法（平成 9 年法律第 124 号。以下「施行法」という。）第 13 条第 3 項に

規定する要介護旧措置入所者にあっては、当該指定地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護について同項に規定する厚生労働大臣が定める基準

により算定した費用の額（その額が現に当該指定地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護に要した費用の額を超えるときは、当該現に指定地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に要した費用の額とする。）とす

る。次項並びに第 161 条第 1 項及び第 2 項において同じ。）から当該指定

地域密着型介護老人福祉施設に支払われる地域密着型介護サービス費の額

を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

2  指定地域密着型介護老人福祉施設は、法定代理受領サービスに該当しな
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い指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を提供した際に入所者

から支払を受ける利用料の額と、地域密着型介護サービス費用基準額との

間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

3  指定地域密着型介護老人福祉施設は、前 2 項の支払を受ける額のほか、

次に掲げる費用の額の支払を受けることができる。 

⑴ 食事の提供に要する費用（法第 51 条の 3 第 1 項の規定により特定入

所者介護サービス費が入所者に支給された場合は、同条第 2 項第 1 号に

規定する食費の基準費用額（特定要介護旧措置入所者（施行法第 13 条

第 5 項に規定する特定要介護旧措置入所者をいう。以下同じ。）にあっ

ては、同項第 1 号に規定する食費の特定基準費用額。第 161 条第 3 項第

1号において同じ。）（法第 51条の 3第 4項の規定により当該特定入所

者介護サービス費が入所者に代わり当該指定地域密着型介護老人福祉施

設に支払われた場合は、同条第 2 項第 1 号に規定する食費の負担限度額

（特定要介護旧措置入所者にあっては、施行法第 13 条第 5 項第 1 号に

規定する食費の特定負担限度額。第 161 条第 3 項第 1 号において同

じ。））を限度とする。） 

⑵ 居住に要する費用（法第 51 条の 3 第 1 項の規定により特定入所者介

護サービス費が入所者に支給された場合は、同条第 2 項第 2 号に規定す

る居住費の基準費用額（特定要介護旧措置入所者にあっては、施行法第

13条第 5 項第 2号に規定する居住費の特定基準費用額。第 161条第 3項

第 2 号において同じ。）（法第 51 条の 3 第 4 項の規定により当該特定

入所者介護サービス費が入所者に代わり当該指定地域密着型介護老人福

祉施設に支払われた場合は、同条第 2 項第 2 号に規定する居住費の負担

限度額（特定要介護旧措置入所者にあっては、施行法第 13 条第 5 項第

2 号に規定する居住費の特定負担限度額。第 161 条第 3 項第 2 号におい

て同じ。））を限度とする。） 

⑶ 厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な居室の提

供を行ったことに伴い必要となる費用 

⑷ 厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な食事の提

供を行ったことに伴い必要となる費用 

⑸ 理美容代 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要

となるものに係る費用であって、その入所者に負担させることが適当と
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認められるもの 

4  前項第 1 号から第 4 号までに掲げる費用については、別に厚生労働大臣

が定めるところによるものとする。 

5  指定地域密着型介護老人福祉施設は、第 3 項各号に掲げる費用の額に係

るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、入所者又はその家族に対し、

当該サービスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を行い、入所者

の同意を得なければならない。ただし、同項第 1 号から第 4 号までに掲げ

る費用に係る同意については、文書によるものとする。 

（指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針） 

第 137 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、地域密着型施設サービス計

画に基づき、入所者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、そ

の者の心身の状況等に応じて、その者の処遇を妥当適切に行わなければな

らない。 

2  指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、地域密着型施設サ

ービス計画に基づき、漫然かつ画一的なものとならないよう配慮して行わ

れなければならない。 

3  指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者は、指定地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨と

し、入所者又はその家族に対し、処遇上必要な事項について、理解しやす

いように説明を行わなければならない。 

4  指定地域密着型介護老人福祉施設は、指定地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護の提供に当たっては、当該入所者又は他の入所者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならない。 

5  指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の身体的拘束等を行う場合に

は、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由を記録しなければならない。 

6  指定地域密着型介護老人福祉施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

 ⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。）を 3 月に 1 回以上開催

するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底

を図ること。 

 ⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 
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 ⑶ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修

を定期的に実施すること。 

7  指定地域密着型介護老人福祉施設は、自らその提供する指定地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護の質の評価を行い、常にその改善を図ら

なければならない。 

（地域密着型施設サービス計画の作成） 

第 138 条 指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、介護支援専門員に

地域密着型施設サービス計画の作成に関する業務を担当させるものとする。 

2  地域密着型施設サービス計画に関する業務を担当する介護支援専門員

（以下「計画担当介護支援専門員」という。）は、地域密着型施設サービ

ス計画の作成に当たっては、入所者の日常生活全般を支援する観点から、

当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて地域

密着型施設サービス計画上に位置付けるよう努めなければならない。 

3  計画担当介護支援専門員は、地域密着型施設サービス計画の作成に当た

っては、適切な方法により、入所者について、その有する能力、その置か

れている環境等の評価を通じて入所者が現に抱える問題点を明らかにし、

入所者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決す

べき課題を把握しなければならない。 

4  計画担当介護支援専門員は、前項に規定する解決すべき課題の把握（以

下「アセスメント」という。）に当たっては、入所者及びその家族に面接

して行わなければならない。この場合において、計画担当介護支援専門員

は、面接の趣旨を入所者及びその家族に対して十分に説明し、理解を得な

ければならない。 

5  計画担当介護支援専門員は、入所者の希望及び入所者についてのアセス

メントの結果に基づき、入所者の家族の希望を勘案して、入所者及びその

家族の生活に対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決すべき課

題、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の目標及びその達成

時期、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の内容、指定地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を提供する上での留意事項等を記

載した地域密着型施設サービス計画の原案を作成しなければならない。 

6  計画担当介護支援専門員は、サービス担当者会議（入所者に対する指定

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に当たる他の担当者

（以下この条において「担当者」という。）を招集して行う会議（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、入所者又は
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その家族（以下この項において「入所者等」という。）が参加する場合に

あっては、テレビ電話装置等の活用について当該入所者等の同意を得なけ

ればならない。）をいう。以下この章において同じ。）の開催、担当者に

対する照会等により、当該地域密着型施設サービス計画の原案の内容につ

いて、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。 

7  計画担当介護支援専門員は、地域密着型施設サービス計画の原案の内容

について入所者又はその家族に対して説明し、文書により入所者の同意を

得なければならない。 

8  計画担当介護支援専門員は、地域密着型施設サービス計画を作成した際

には、当該地域密着型施設サービス計画を入所者に交付しなければならな

い。 

9  計画担当介護支援専門員は、地域密着型施設サービス計画の作成後、地

域密着型施設サービス計画の実施状況の把握（入所者についての継続的な

アセスメントを含む。）を行い、必要に応じて地域密着型施設サービス計

画の変更を行うものとする。 

10 計画担当介護支援専門員は、前項に規定する実施状況の把握（以下「モ

ニタリング」という。）に当たっては、入所者及びその家族並びに担当者

との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めると

ころにより行わなければならない。 

⑴ 定期的に入所者に面接すること。 

⑵ 定期的にモニタリングの結果を記録すること。 

11 計画担当介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サービス担当

者会議の開催、担当者に対する照会等により、地域密着型施設サービス計

画の変更の必要性について、担当者から、専門的な見地からの意見を求め

るものとする。 

⑴ 入所者が法第 28 条第 2 項に規定する要介護更新認定を受けた場合 

⑵ 入所者が法第 29 条第 1 項に規定する要介護状態区分の変更の認定を

受けた場合 

12 第 2 項から第 8 項までの規定は、第 9 項に規定する地域密着型施設サー

ビス計画の変更について準用する。 

（介護） 

第 139 条 介護は、入所者の自立の支援及び日常生活の充実に資するよう、

入所者の心身の状況に応じて、適切な技術をもって行われなければならな

い。 
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2  指定地域密着型介護老人福祉施設は、1 週間に 2 回以上、適切な方法に

より、入所者を入浴させ、又は清しきしなければならない。 

3  指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対し、その心身の状況に

応じて、適切な方法により、排せつの自立について必要な援助を行わなけ

ればならない。 

4  指定地域密着型介護老人福祉施設は、おむつを使用せざるを得ない入所

者のおむつを適切に取り替えなければならない。 

5  指定地域密着型介護老人福祉施設は、褥瘡が発生しないよう適切な介護

を行うとともに、その発生を予防するための体制を整備しなければならな

い。 

6  指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対し、前各項に規定する

もののほか、離床、着替え、整容等の介護を適切に行わなければならない。 

7  指定地域密着型介護老人福祉施設は、常時 1 人以上の介護職員を介護に

従事させなければならない。  

8  指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対し、その負担により、

当該指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者以外の者による介護を受け

させてはならない。 

（食事） 

第 140 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、栄養並びに入所者の心身の

状況及び嗜好を考慮した食事を、適切な時間に提供しなければならない。 

2  指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が可能な限り離床して、食

堂で食事を摂ることを支援しなければならない。 

（相談及び援助） 

第 141 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、常に入所者の心身の状況、

その置かれている環境等の的確な把握に努め、入所者又はその家族に対し、

その相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行わなけれ

ばならない。 

（社会生活上の便宜の提供等） 

第 142 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、教養娯楽設備等を備えるほ

か、適宜入所者のためのレクリエーション行事を行わなければならない。 

2  指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が日常生活を営むのに必要

な行政機関等に対する手続について、その者又はその家族において行うこ

とが困難である場合は、その者の同意を得て、代わって行わなければなら

ない。 
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3  指定地域密着型介護老人福祉施設は、常に入所者の家族との連携を図る

とともに、入所者とその家族との交流等の機会を確保するよう努めなけれ

ばならない。 

4  指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の外出の機会を確保するよ

う努めなければならない。 

（機能訓練） 

第 143 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対し、その心身の

状況等に応じて、日常生活を営むのに必要な機能を改善し、又はその減退

を防止するための訓練を行わなければならない。 

（栄養管理） 

第 143 条の 2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の栄養状態の維

持及び改善を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、各入所者

の状態に応じた栄養管理を計画的に行わなければならない。 

（口腔衛生の管理） 

第 143 条の 3 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の口腔の健康の

保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔衛生の管理

体制を整備し、各入所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わな

ければならない。 

（健康管理） 

第 144 条 指定地域密着型介護老人福祉施設の医師又は看護職員は、常に入

所者の健康の状況に注意し、必要に応じて健康保持のための適切な措置を

採らなければならない。 

（入所者の入院期間中の取扱い） 

第 145 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者について、病院又は

診療所に入院する必要が生じた場合であって、入院後おおむね 3 月以内に

退院することが明らかに見込まれるときは、その者及びその家族の希望等

を勘案し、必要に応じて適切な便宜を供与するとともに、やむを得ない事

情がある場合を除き、退院後再び当該指定地域密着型介護老人福祉施設に

円滑に入所することができるようにしなければならない。 

 （緊急時等の対応） 

第 145 条の 2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、現に指定地域密着型介

護老人福祉施設入所者生活介護の提供を行っているときに入所者の病状の

急変が生じた場合その他必要な場合のため、あらかじめ、第 131 条第 1 項

第 1 号に掲げる医師及び協力医療機関の協力を得て、当該医師及び当該協
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力医療機関との連携方法その他の緊急時等における対応方法を定めておか

なければならない。 

2  指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協

力を得て、1 年に 1 回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、

必要に応じて緊急時等における対応方法の変更を行わなければならない。 

（管理者による管理） 

第 146 条 指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、専ら当該指定地域

密着型介護老人福祉施設の職務に従事する常勤の者でなければならない。

ただし、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の管埋上支障がない場合は、

他の事業所、施設等又は本体施設の職務（本体施設が病院又は診療所の場

合は、管理者としての職務を除く。）に従事することができる。 

（計画担当介護支援専門員の責務） 

第 147 条 計画担当介護支援専門員は、第 138 条に規定する業務のほか、次

に掲げる業務を行うものとする。 

⑴ 入所申込者の入所に際し、その者に係る指定居宅介護支援事業者に対

する照会等により、その者の心身の状況、生活歴、病歴、指定居宅サー

ビス等の利用状況等を把握すること。 

⑵ 入所者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、その者が居

宅において日常生活を営むことができるかどうかについて定期的に検討

すること。 

⑶ その心身の状況、その置かれている環境等に照らし、居宅において日

常生活を営むことができると認められる入所者に対し、その者及びその

家族の希望、その者が退所後に置かれることとなる環境等を勘案し、そ

の者の円滑な退所のために必要な援助を行うこと。 

⑷ 入所者の退所に際し、居宅サービス計画の作成等の援助に資するため、

指定居宅介護支援事業者に対して情報を提供するほか、保健医療サービ

ス又は福祉サービスを提供する者と密接に連携すること。 

⑸ 第 137 条第 5 項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録を行うこと。 

⑹ 第 157 条において準用する第 3 条の 36 第 2 項の規定による苦情の内

容等の記録を行うこと。 

⑺ 第 155 条第 3 項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置

についての記録を行うこと。 

（運営規程） 
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第 148 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、次に掲げる施設の運営につ

いての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

⑴ 施設の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 入所定員 

⑷ 入所者に対する指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の内

容及び利用料その他の費用の額 

⑸ 施設の利用に当たっての留意事項 

⑹ 緊急時等における対応方法 

⑺ 非常災害対策 

⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑼ その他施設の運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第 149 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対し、適切な指定

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を提供することができるよう、

従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

2  指定地域密着型介護老人福祉施設は、当該指定地域密着型介護老人福祉

施設の従業者によって指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を

提供しなければならない。ただし、入所者の処遇に直接影響を及ぼさない

業務については、この限りでない。 

3  指定地域密着型介護老人福祉施設は、従業者に対し、その資質の向上の

ための研修の機会を確保しなければならない。その際、当該指定地域密着

型介護老人福祉施設は、全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、

介護支援専門員、法第 8 条第 2 項に規定する政令で定める者等の資格を有

する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的

な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

4  指定地域密着型介護老人福祉施設は、適切な指定地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる

性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相

当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止する

ための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

（定員の遵守） 

第 150 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所定員及び居室の定員を

超えて入所させてはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない
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事情がある場合は、この限りでない。 

（衛生管理等） 

第 151 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の使用する食器その

他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上

必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医療機器の管理を適正に行わな

ければならない。 

2  指定地域密着型介護老人福祉施設は、当該指定地域密着型介護老人福祉

施設において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、次の

各号に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定地域密着型介護老人福祉施設における感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）をおおむね 3 月に 1 回以上

開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知

徹底を図ること。 

⑵ 当該指定地域密着型介護老人福祉施設における感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

⑶ 当該指定地域密着型介護老人福祉施設において、介護職員その他の従

業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並

びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施するこ

と。 

⑷ 前 3 号に掲げるもののほか、別に厚生労働大臣が定める感染症又は食

中毒が疑われる際の対処等に関する手順に沿った対応を行うこと。 

（協力医療機関等） 

第 152 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の病状の急変等に備

えるため、あらかじめ、次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第

3 号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）を定めてお

かなければならない。ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定め

ることにより当該各号の要件を満たすこととしても差し支えない。 

 ⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応

を行う体制を、常時確保していること。 

 ⑵ 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合

において診療を行う体制を、常時確保していること。 

 ⑶ 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着型介護老

人福祉施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行
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い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体

制を確保していること。 

2  指定地域密着型介護老人福祉施設は、1 年に 1 回以上、協力医療機関と

の間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協

力医療機関の名称等を、当該指定地域密着型介護老人福祉施設に係る指

定を行った組合に届け出なければならない。 

3  指定地域密着型介護老人福祉施設は、第 2 種協定指定医療機関との間で、

新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

4  指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第 2 種協定指定医

療機関である場合においては、当該第 2 種協定指定医療機関との間で、新

興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

5  指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医

療機関に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となっ

た場合においては、再び当該指定地域密着型介護老人福祉施設に速やか

に入所させることができるように努めなければならない。 

6  指定地域密着型介護老人福祉施設は、あらかじめ、協力歯科医療機関を

定めておくよう努めなければならない。  

（秘密保持等）  

第 153 条 指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者は、正当な理由がなく、

その業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

2  指定地域密着型介護老人福祉施設は、従業者であった者が、正当な理由

がなく、その業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を漏らすことがな

いよう、必要な措置を講じなければならない。 

3  指定地域密着型介護老人福祉施設は、指定居宅介護支援事業者等に対し

て、入所者に関する情報を提供する際には、あらかじめ文書により入所者

の同意を得ておかなければならない。  

（居宅介護支援事業者に対する利益供与等の禁止） 

第 154 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、指定居宅介護支援事業者又

はその従業者に対し、要介護被保険者に当該指定地域密着型介護老人福祉

施設を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与して

はならない。 

2  指定地域密着型介護老人福祉施設は、指定居宅介護支援事業者又はその

従業者から、当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの退所者を紹介す

ることの対償として、金品その他の財産上の利益を収受してはならない。 
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（事故発生の防止及び発生時の対応） 

第 155 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、事故の発生又はその再発を

防止するため、次の各号に定める措置を講じなければならない。 

⑴ 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載され

た事故発生の防止のための指針を整備すること。 

⑵ 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、

当該事実が報告され、その分析を通した改善策について、従業者に周知

徹底を図る体制を整備すること。 

⑶ 事故発生の防止のための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。）及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。 

⑷ 前 3 号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

2  指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地域密着型介

護老人福祉施設入所者生活介護の提供により事故が発生した場合は、速や

かに組合、入所者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなけ

ればならない。 

3  指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の事故の状況及び事故に際し

て採った処置について記録しなければならない。 

4  指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地域密着型介

護老人福祉施設入所者生活介護の提供により賠償すべき事故が発生した場

合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

（記録の整備） 

第 156 条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、従業者、設備及び会計に関

する諸記録を整備しておかなければならない。 

2  指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対する指定地域密着型介

護老人福祉施設入所者生活介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整

備し、その完結の日から 2 年間保存しなければならない。 

⑴ 地域密着型施設サービス計画 

⑵ 第 135 条第 2 項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記

録 

⑶ 第 137 条第 5 項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑷ 次条において準用する第 3 条の 26 の規定による組合への通知に係る

記録 

⑸ 次条において準用する第 3 条の 36 第 2 項の規定による苦情の内容等
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の記録 

⑹ 前条第 3 項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置につ

いての記録 

⑺ 次条において準用する第 34 条第 2 項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

（準用） 

第 157 条 第 3 条の 7、第 3 条の 8、第 3 条の 10、第 3 条の 11、第 3 条の

20、第 3 条の 26、第 3 条の 30 の 2、第 3 条の 32、第 3 条の 34、第 3 条の

36、第 3 条の 38 の 2、第 3 条の 39、第 28 条、第 32 条、第 34 条第 1 項か

ら第 4 項まで及び第 86 条の 2 の規定は、指定地域密着型介護老人福祉施

設について準用する。この場合において、第 3 条の 7 第 1 項中「第 3 条の

29 に規定する運営規程」とあるのは「第 148 条に規定する重要事項に関す

る規程」と、同項、第 3 条の 30 の 2 第 2 項、第 3 条の 32 第 1 項並びに第

3 条の 38 の 2 第 1 号及び第 3 号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者」とあるのは「従業者」と、第 3 条の 11 第 1 項中「指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、」とあるのは「入所の際に」

と、同条第 2 項中「指定居宅介護支援が利用者に対して行われていない等

の場合であって必要と認めるときは、要介護認定」とあるのは「要介護認

定」と、第 28 条第 2 項中「この節」とあるのは「第 7 章第 4 節」と、第

34 条第 1 項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは

「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について知見を有する者」

と「6 月」とあるのは「2 月」と読み替えるものとする。 

第 5 節 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の基本方針

並びに設備及び運営に関する基準 

第 1 款 この節の趣旨及び基本方針 

（この節の趣旨） 

第 158 条 第 1 節、第 3 節及び前節の規定にかかわらず、ユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設（施設の全部において少数の居室及び当該居室

に近接して設けられる共同生活室（当該居室の入居者が交流し、共同で日

常生活を営むための場所をいう。以下同じ。）により一体的に構成される

場所（以下「ユニット」という。）ごとに入居者の日常生活が営まれ、こ

れに対する支援が行われる指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。以下

同じ。）の基本方針並びに設備及び運営に関する基準については、この節

に定めるところによる。 
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（基本方針） 

第 159 条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、入居者一人一人

の意思及び人格を尊重し、地域密着型施設サービス計画に基づき、その居

宅における生活への復帰を念頭に置いて、入居前の居宅における生活と入

居後の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて

入居者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援し

なければならない。 

2  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、地域や家庭との結び付

きを重視した運営を行い、組合、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業

者、地域密着型サービス事業者、介護保険施設その他の保健医療サービス

又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

第 2 款 設備に関する基準 

（設備） 

第 160 条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の設備の基準は、次

のとおりとする。 

⑴ ユニット 

ア 居室 

（ア） 1 の居室の定員は、1 人とすること。ただし、入居者への指定

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供上必要と認め

られる場合は、2 人とすることができる。 

（イ） 居室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニット

の共同生活室に近接して一体的に設けること。ただし、1 のユニ

ットの入居定員は、原則としておおむね 10 人以下とし、15 人を

超えないものとする。 

（ウ） 1 の居室の床面積等は、10・65 平方メートル以上とすること。

ただし、（ア）ただし書の場合にあっては、21・3 平方メートル

以上とすること。 

（エ） ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

イ 共同生活室 

（ア） 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユ

ニットの入居者が交流し、共同で日常生活を営むための場所とし

てふさわしい形状を有すること。 

（イ） 1 の共同生活室の床面積は、2 平方メートルに当該共同生活室

が属するユニットの入居定員を乗じて得た面積以上を標準とする
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こと。 

（ウ） 必要な設備及び備品を備えること。 

ウ 洗面設備 

（ア） 居室ごとに設けるか、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

（イ） 要介護者が使用するのに適したものとすること。 

エ 便所 

（ア） 居室ごとに設けるか、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

（イ） ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、要介護者が

使用するのに適したものとすること。 

⑵ 浴室 

 要介護者が入浴するのに適したものとすること。 

⑶ 医務室 

   医療法第 1 条の 5 第 2 項に規定する診療所とすることとし、入居者を

診療するために必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて

臨床検査設備を設けること。ただし、本体施設が指定介護老人福祉施設

又は指定地域密着型介護老人福祉施設であるサテライト型居住施設につ

いては医務室を必要とせず、入居者を診療するために必要な医薬品及び

医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設けることで足り

るものとする。 

⑷ 廊下幅 

   1.5 メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、1.8 メートル

以上とすること。なお、廊下の一部の幅を拡張すること等により、入居

者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認められるときは、これ

によらないことができる。 

⑸ 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。 

2  前項第 2 号から第 5 号までに掲げる設備は、専ら当該ユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設の用に供するものでなければならない。ただし、

入居者に対する指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に

支障がない場合は、この限りでない。 

第 3 款 運営に関する基準 

（利用料等の受領） 

第 161 条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、法定代理受領サ

ービスに該当する指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を提供

した際には、入居者から利用料の一部として、地域密着型介護サービス費
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用基準額から当該ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設に支払われ

る地域密着型介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものと

する。 

2  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、法定代理受領サービス

に該当しない指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を提供した

際に入居者から支払を受ける利用料の額と、地域密着型介護サービス費用

基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

3  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、前 2 項の支払を受ける

額のほか、次に掲げる費用の額の支払を受けることができる。 

⑴ 食事の提供に要する費用（法第 51 条の 3 第 1 項の規定により特定入

所者介護サービス費が入居者に支給された場合は、同条第 2 項第 1 号に

規定する食費の基準費用額（同条第 4 項の規定により当該特定入所者介

護サービス費が入居者に代わり当該ユニット型指定地域密着型介護老人

福祉施設に支払われた場合は、同条第 2 項第 1 号に規定する食費の負担

限度額）を限度とする。） 

⑵ 居住に要する費用（法第 51 条の 3 第 1 項の規定により特定入所者介

護サービス費が入居者に支給された場合は、同条第 2 項第 2 号に規定す

る居住費の基準費用額（同条第 4 項の規定により当該特定入所者介護サ

ービス費が入居者に代わり当該ユニット型指定地域密着型介護老人福祉

施設に支払われた場合は、同条第 2 項第 2 号に規定する居住費の負担限

度額）を限度とする。） 

⑶ 厚生労働大臣の定める基準に基づき入居者が選定する特別な居室の提

供を行ったことに伴い必要となる費用 

⑷ 厚生労働大臣の定める基準に基づき入居者が選定する特別な食事の提

供を行ったことに伴い必要となる費用 

⑸ 理美容代 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要

となるものに係る費用であって、その入居者に負担させることが適当と

認められるもの  

4  前項第 1 号から第 4 号までに掲げる費用については、別に厚生労働大臣

が定めるところによるものとする。 

5  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、第 3 項各号に掲げる費

用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、入居者又はその
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家族に対し、当該サービスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を

行い、入居者の同意を得なければならない。ただし、同項第 1 号から第 4

号までに掲げる費用に係る同意については、文書によるものとする。 

（指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針） 

第 162 条 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、入居者が、

その有する能力に応じて、自らの生活様式及び生活習慣に沿って自律的な

日常生活を営むことができるようにするため、地域密着型施設サービス計

画に基づき、入居者の日常生活上の活動について必要な援助を行うことに

より、入居者の日常生活を支援するものとして行われなければならない。 

2  指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、各ユニットにおい

て入居者がそれぞれの役割を持って生活を営むことができるよう配慮して

行われなければならない。 

3  指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、入居者のプライバ

シーの確保に配慮して行われなければならない。 

4  指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、入居者の自立した

生活を支援することを基本として、入居者の要介護状態の軽減又は悪化の

防止に資するよう、その者の心身の状況等を常に把握しながら、適切に行

われなければならない。 

5  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者は、指定地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に当たって、入居者又はその家

族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行

わなければならない。 

6  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、指定地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護の提供に当たっては、当該入居者又は他の入居

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的

拘束等を行ってはならない。 

7  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の身体的拘束等を

行う場合には、その態様及び時間、その際の入居者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

8  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、身体的拘束等の適正化

を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 ⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。）を 3 月に 1 回以上開催

するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底
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を図ること。 

 ⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

 ⑶ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修

を定期的に実施すること。 

9  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、自らその提供する指定

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の質の評価を行い、常にその

改善を図らなければならない。 

（介護） 

第 163 条 介護は、各ユニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築き、

自律的な日常生活を営むことを支援するよう、入居者の心身の状況等に応

じ、適切な技術をもって行われなければならない。 

2  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、入居者の日常生活にお

ける家事を、入居者が、その心身の状況等に応じて、それぞれの役割を持

って行うよう適切に支援しなければならない。 

3  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、入居者が身体の清潔を

維持し、精神的に快適な生活を営むことができるよう、適切な方法により、

入居者に入浴の機会を提供しなければならない。ただし、やむを得ない場

合には、清しきを行うことをもって入浴の機会の提供に代えることができ

る。 

4  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、入居者の心身の状況に

応じて、適切な方法により、排せつの自立について必要な支援を行わなけ

ればならない。 

5  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、おむつを使用せざるを

得ない入居者については、排せつの自立を図りつつ、そのおむつを適切に

取り替えなければならない。 

6  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、褥瘡が発生しないよう

適切な介護を行うとともに、その発生を予防するための体制を整備しなけ

ればならない。 

7  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、前各項に規定するもの

のほか、入居者が行う離床、着替え、整容等の日常生活上の行為を適切に

支援しなければならない。 

8  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、常時 1 人以上の介護職

員を介護に従事させなければならない。 

9  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、入居者に対し、その負
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担により、当該ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者以外

の者による介護を受けさせてはならない。 

（食事） 

第 164 条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、栄養並びに入居

者の心身の状況及び嗜好を考慮した食事を提供しなければならない。 

2  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、入居者の心身の状況に

応じて、適切な方法により、食事の自立について必要な支援を行わなけれ

ばならない。 

3  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、入居者の生活習慣を尊

重した適切な時間に食事を提供するとともに、入居者がその心身の状況に

応じてできる限り自立して食事を摂ることができるよう必要な時間を確保

しなければならない。 

4  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、入居者が相互に社会的

関係を築くことができるよう、その意思を尊重しつつ、入居者が共同生活

室で食事を摂ることを支援しなければならない。 

（社会生活上の便宜の提供等） 

第 165 条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、入居者の嗜好に

応じた趣味、教養又は娯楽に係る活動の機会を提供するとともに、入居者

が自律的に行うこれらの活動を支援しなければならない。 

2  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、入居者が日常生活を営

む上で必要な行政機関等に対する手続について、その者又はその家族が行

うことが困難である場合は、その者の同意を得て、代わって行わなければ

ならない。 

3  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、常に入居者の家族との

連携を図るとともに、入居者とその家族との交流等の機会を確保するよう

努めなければならない。 

4  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、入居者の外出の機会を

確保するよう努めなければならない。 

（運営規程） 

第 166 条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、次に掲げる施設

の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

⑴ 施設の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 入居定員 
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⑷ ユニットの数及びユニットごとの入居定員 

⑸ 入居者に対する指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の内

容及び利用料その他の費用の額 

⑹ 施設の利用に当たっての留意事項 

⑺ 緊急時等における対応方法 

⑻ 非常災害対策 

⑼ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑽ その他施設の運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第 167 条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、入居者に対し、

適切な指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を提供することが

できるよう、従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

2  前項の従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、入居者が安心して日

常生活を送ることができるよう、継続性を重視したサービスの提供に配慮

する観点から、次の各号に定める職員配置を行わなければならない。 

⑴ 昼間については、ユニットごとに常時 1人以上の介護職員又は看護職

員を配置すること。 

⑵ 夜間及び深夜については、2 ユニットごとに 1 人以上の介護職員又は

看護職員を夜間及び深夜の勤務に従事する職員として配置すること。 

⑶ ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。 

3  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、当該ユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設の従業者によって指定地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護を提供しなければならない。ただし、入居者に対する

指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に直接影響を及ぼ

さない業務については、この限りでない。 

4  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、従業者に対し、その資

質の向上のための研修の機会を確保しなければならない。その際、当該ユ

ニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、全ての従業者（看護師、准

看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第 8 条第 2 項に規定する政令で

定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認

知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

5  ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施

設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 
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6 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、適切な指定地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護の提供を確保する観点から、職場におい

て行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上

必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されること

を防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

（定員の遵守）  

第 168 条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、ユニットごとの

入居定員及び居室の定員を超えて入居させてはならない。ただし、災害、

虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

（準用） 

第 169 条 第 3 条の 7、第 3 条の 8、第 3 条の 10、第 3 条の 11、第 3 条の

20、第 3 条の 26、第 3 条の 30 の 2、第 3 条の 32、第 3 条の 34、第 3 条の

36、第 3 条の 38 の 2、第 3 条の 39、第 28 条、第 32 条、第 34 条第 1 項か

ら第 4 項まで、第 86 条の 2、第 133 条から第 135 条まで、第 138 条、第

141 条、第 143 条から第 147 条まで及び第 151 条から第 156 条までの規定

は、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設について準用する。この

場合において、第 3 条の 7第 1項中「第 3条の 29に規定する運営規程」と

あるのは「第 166 条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第 3 条

の 30 の 2 第 2 項、第 3 条の 32 第 1 項並びに第 3 条の 38 の 2 第 1 号及び第

3 号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」

と、第 3 条の 11 第 1 項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提

供の開始に際し、」とあるのは「入居の際に」と、同条第 2 項中「指定居

宅介護支援が利用者に対して行われていない等の場合であって必要と認め

るときは、要介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第 28 条第 2 項中

「この節」とあるのは「第 7 章第 5 節」と、第 34 条第 1 項中「地域密着

型通所介護について知見を有する者」とあるのは「地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護について知見を有する者」と、「6 月」とあるのは

「2 月」と、第 147 条中「第 138 条」とあるのは「第 169 条において準用

する第 138 条」と、同条第 5 号中「第 137 条第 5 項」とあるのは「第 162

条第 7 項」と、同条第 6 号中「第 157 条」とあるのは「第 169 条」と、同

条第 7 号中「第 155 条第 3 項」とあるのは「第 169 条において準用する第

155 条第 3 項」と、第 156 条第 2 項第 2 号中「第 135 条第 2 項」とあるの

は「第 169条において準用する第 135条第 2項」と、同項第 3号中「第 137

条第 5 項」とあるのは「第 162 条第 7 項」と、同項第 4 号及び第 5 号中

-159-



「次条」とあるのは「第 169 条」と、同項第 6 号中「前条第 3 項」とある

のは「第 169 条において準用する前条第 3 項」と読み替えるものとする。 

第 8 章 看護小規模多機能型居宅介護 

第 1 節 基本方針 

（基本方針） 

第 170 条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（施行規則第

17 条の 10 に規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。以下この章に

おいて「指定看護小規模多機能型居宅介護」という。）の事業は、指定居

宅サービス等基準条例第 64 条に規定する訪問看護の基本方針及び第 62 条

に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方針を踏まえて行うものでなけ

ればならない。 

第 2 節 人員に関する基準 

（従業者の員数等） 

第 171 条 指定看護小規模多機能型居宅介護の事業を行う者（以下「指定看

護小規模多機能型居宅介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所

（以下「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」という。）ごとに置く

べき指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に当たる従業者（以下「看護

小規模多機能型居宅介護従業者」という。）の員数は、夜間及び深夜の時

間帯以外の時間帯に指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に当たる看護

小規模多機能型居宅介護従業者については、常勤換算方法で、通いサービ

ス（登録者（指定看護小規模多機能型居宅介護を利用するために指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所に登録を受けた者をいう。以下同じ。）を

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に通わせて行う指定看護小規模多

機能型居宅介護をいう。以下同じ。）の提供に当たる者をその利用者の数

が 3 又はその端数を増すごとに 1 以上及び訪問サービス（看護小規模多機

能型居宅介護従業者が登録者の居宅を訪問し、当該居宅において行う指定

看護小規模多機能型居宅介護（第 63 条第 7 項に規定する本体事業所であ

る指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該本体事業所に係

るサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所及び指定地域密着型介

護予防サービス基準条例第 44 条第 7 項に規定するサテライト型指定介護

予防小規模多機能型居宅介護事業所（第 6 項において「サテライト型指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所」という。）の登録者、第 8 項に

規定する本体事業所である指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっ

ては、当該本体事業所に係る同項に規定するサテライト型指定看護小規模
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多機能型居宅介護事業所の登録者並びに同項に規定するサテライト型指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、当該サテライト型指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所に係る同項に規定する本体事業所、当該

本体事業所に係る他の同項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所及び当該本体事業所に係る第 63 条第 7 項に規定するサ

テライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の居宅において行

う指定看護小規模多機能型居宅介護を含む。）をいう。以下この章におい

て同じ。）の提供に当たる者を 2 以上とし、夜間及び深夜の時間帯を通じ

て指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に当たる看護小規模多機能型居

宅介護従業者については、夜間及び深夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に

行われる勤務（宿直勤務を除く。）をいう。第 6 項において同じ。）に当

たる者を 1 以上及び宿直勤務に当たる者を当該宿直勤務に必要な数以上と

する。 

2  前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受

ける場合は、推定数による。 

3  第 1 項の看護小規模多機能型居宅介護従業者のうち 1 以上の者は、常勤

の保健師又は看護師でなければならない。 

4  第 1 項の看護小規模多機能型居宅介護従業者のうち、常勤換算方法で

2.5 以上の者は、保健師、看護師又は准看護師（以下この章において「看

護職員」という。）でなければならない。 

5  第 1 項の通いサービス及び訪問サービスの提供に当たる従業者のうち、

1 以上の者は、看護職員でなければならない。 

6  宿泊サービス（登録者を指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に宿泊

させて行う指定看護小規模多機能型居宅介護（第 63 条第 7 項に規定する

本体事業所である指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、当

該本体事業所に係るサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所又は

サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の心身

の状況を勘案し、その処遇に支障がない場合に、当該登録者を当該本体事

業所に宿泊させて行う指定看護小規模多機能型居宅介護及び第 8 項に規定

する本体事業所である指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、

当該本体事業所に係る同項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所の登録者の心身の状況を勘案し、その処遇に支障がない

場合に、当該登録者を当該本体事業所に宿泊させて行う指定看護小規模多

機能型居宅介護を含む。）をいう。以下同じ。）の利用者がいない場合で
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あって、夜間及び深夜の時間帯を通じて利用者に対して訪問サービスを提

供するために必要な連絡体制を整備しているときは、第 1 項の規定にかか

わらず、夜間及び深夜の時間帯を通じて夜間及び深夜の勤務並びに宿直勤

務に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者を置かないことができる。 

7  指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれかに掲げる

施設等が併設されている場合において、前各項に定める人員に関する基準

を満たす看護小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、当該各号に掲げ

る施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、当該看

護小規模多機能型居宅介護従業者は、当該各号に掲げる施設等の職務に従

事することができる。 

⑴ 指定認知症対応型共同生活介護事業所 

⑵ 指定地域密着型特定施設 

⑶ 指定地域密着型介護老人福祉施設 

⑷ 介護医療院 

8  第 1 項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所（利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を

求められた場合に常時対応し、利用者に対し適切な看護サービスを提供で

きる体制にある指定看護小規模多機能型居宅介護事業所であって、指定居

宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について 3 年以

上の経験を有する指定看護小規模多機能型居宅介護事業者により設置され

る当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所であって、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所に対して指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を行うもの

（以下この章において「本体事業所」という。）との密接な連携の下に運

営され、利用者に対し適切な看護サービスを提供できる体制にあるものを

いう。以下同じ。）に置くべき訪問サービスの提供に当たる看護小規模多

機能型居宅介護従業者については、本体事業所の職員により当該サテライ

ト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行わ

れると認められるときは、2 人以上とすることができる。 

9  第 1 項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所については、夜間及び深夜の時間帯を通じて本体事業所におい

て宿直勤務を行う看護小規模多機能型居宅介護従業者により当該サテライ

ト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行わ

れると認められるときは、夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直勤務を行う
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看護小規模多機能型居宅介護従業者を置かないことができる。 

10  第 4 項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所については、看護職員の員数は常勤換算方法で 1 以上とする。 

11  指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者に係る居宅サービ

ス計画及び看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事する介護支

援専門員を置かなければならない。ただし、当該介護支援専門員は、利用

者の処遇に支障がない場合は、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所の他の職務に従事し、又は当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

に併設する第 7 項各号に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

12 前項の介護支援専門員は、別に厚生労働大臣が定める研修を修了してい

る者でなければならない。 

13 第 11 項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所については、本体事業所の看護支援専門員により当該サテラ

イト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者に対して居宅サー

ビス計画の作成が適切に行われるときは、介護支援専門員に代えて、看護

小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事する前項の別に厚生労働大

臣が定める研修を終了している者（第 179 条において「研修修了者」とい

う。）を置くことができる。 

14 指定複合型サービス事業者（指定地域密着型サービスに該当する複合型

サービス（以下「指定複合型サービス」という。）の事業を行う者をいう。

以下同じ。）が指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定看護

小規模多機能型居宅介護の事業と指定訪問看護の事業とが同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合に、指定居宅サービス等基準条例第

65 条第 1 項第 1 号イに規定する人員に関する基準を満たすとき（同条第 4

項の規定により同条第 1 項第 1 号イ及び第 2 号に規定する基準を満たして

いるものとみなされているとき及び第 3 条の 4 第 12 項の規定により同条

第 1 項第 4 号アに規定する基準を満たしているものとみなされているとき

を除く。）は、当該指定複合型サービス事業者は、第 4 項に規定する基準

を満たしているものとみなすことができる。 

（管理者） 

第 172 条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かな

ければならない。ただし、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理

上支障がない場合は、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の他の
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職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができるも

のとする。 

2  前項本文の規定にかかわらず、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

の管理上支障がない場合は、サテライト型指定看護小規模多機能型所宅介

護事業所の管理者は、本体事業所の管理者をもって充てることができる。 

3  第 1 項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、

介護老人保健施設、介護医療院、指定小規模多機能型居宅介護事業所、指

定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所等の従業

者若しくは訪問介護員等として 3 年以上認知症である者の介護に従事した

経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了している

もの、又は保健師若しくは看護師でなければならない。 

（指定看護小規模多機能型居宅介護事業者の代表者） 

第 173 条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特別養護老

人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、

指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業

所、指定複合型サービス事業所（指定複合型サービスの事業を行う事業所

をいう。）等の従業者、訪問介護員等として認知症である者の介護に従事

した経験を有する者若しくは保健医療サービス若しくは福祉サービスの経

営に携わった経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を

修了しているもの、又は保健師若しくは看護師でなければならない。 

第 3 節 設備に関する基準 

（登録定員及び利用定員） 

第 174 条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は、その登録定員（登録

者の数の上限をいう。以下この章において同じ。）を 29 人（サテライト

型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、18 人）以下とす

る。 

2  指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は、次に掲げる範囲内において、

通いサービス及び宿泊サービスの利用定員（当該指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所におけるサービスごとの 1 日当たりの利用者の数の上限を

いう。以下この章において同じ。）を定めるものとする。 

⑴ 通いサービス 登録定員の 2 分の 1 から 15 人（登録定員が 25 人を超

える指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては登録定員に応じ

て、次の表に定める利用定員、サテライト型指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所にあっては 12 人）まで 
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登録定員 利用定員 

26 人又は 27 人 16 人 

28 人 17 人 

29 人 18 人 

⑵ 宿泊サービス 通いサービスの利用定員の 3 分の 1 から 9人（サテラ

イト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、6 人）まで 

（設備及び備品等） 

第 175 条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は、居間、食堂、台所、

宿泊室、浴室、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備その他指定

看護小規模多機能型居宅介護の提供に必要な設備及び備品等を備えなけれ

ばならない。 

2  前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

⑴ 居間及び食堂 居間及び食堂は、機能を十分に発揮しうる適当な広

さを有すること。 

⑵ 宿泊室 

ア 1 の宿泊室の定員は、1 人とする。ただし、利用者の処遇上必要と

認められる場合は、2 人とすることができる。 

イ 1 の宿泊室の床面積は、7.43 平方メートル以上としなければならな

い。ただし、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が病院又は診療

所である場合であって定員が 1 人である宿泊室の床面積については、

6.4 平方メートル以上とすることができる。 

ウ ア及びイを満たす宿泊室（以下この号において「個室」という。）

以外の宿泊室を設ける場合は、個室以外の宿泊室の面積を合計した面

積は、おおむね 7.43 平方メートルに宿泊サービスの利用定員から個

室の定員数を減じた数を乗じて得た面積以上とするものとし、その構

造は利用者のプライバシーが確保されたものでなければならない。 

エ プライバシーが確保された居間については、ウの個室以外の宿泊室

の面積に含めることができる。 

オ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が診療所である場合であっ

て、当該指定看護小規模多機能型居宅介護の利用者へのサービスの提

供に支障がない場合には、当該診療所が有する病床については、宿泊

室を兼用することができる。 

3  第 1 項に掲げる設備は、専ら当該指定看護小規模多機能型居宅介護の事

業の用に供するものでなければならない。ただし、利用者に対する指定看
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護小規模多機能型居宅介護の提供に支障がない場合は、この限りでない。 

4  指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は、利用者の家族との交流の機

会の確保や地域住民との交流を図る観点から、住宅地又は住宅地と同程度

に利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域にあるように

しなければならない。 

第 4 節 運営に関する基準 

（指定看護小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針） 

第 176 条 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者の要介護状態の軽減

又は悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われなけれ

ばならない。 

2  指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指定看護

小規模多機能型居宅介護の質の評価を行い、それらの結果を公表し、常に

その改善を図らなければならない。 

（指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） 

第 177 条 指定看護小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げるところに

よるものとする。 

⑴ 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣れた地域での生

活を継続することができるよう、利用者の病状、心身の状況、希望及び

その置かれている環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿

泊サービスを柔軟に組み合わせることにより、当該利用者の居宅におい

て、又はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、日常生活

上の世話及び機能訓練並びに療養上の世話又は必要な診療の補助を妥当

適切に行うものとする。 

⑵ 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者一人一人の人格を尊重し、

利用者がそれぞれの役割を持って家庭的な環境の下で日常生活を送るこ

とができるよう配慮して行うものとする。 

⑶ 指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、看護小規模多

機能型居宅介護計画に基づき、漫然かつ画一的にならないように、利用

者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう必要な援助

を行うものとする。 

⑷ 看護小規模多機能型居宅介護従業者は、指定看護小規模多機能型居宅

介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はそ

の家族に対し、療養上必要な事項その他サービスの提供の内容等につい

て、理解しやすいように説明又は必要に応じた指導を行うものとする。 
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⑸ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規模多機能型

居宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行っ

てはならない。 

⑹ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、前号の身体的拘束等を行

う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

⑺ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を

図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話

装置等を活用して行うことができるものとする。）を 3月に 1回以上

開催するとともに、その結果について、看護小規模多機能型居宅介

護従業者に周知徹底を図ること。 

 イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

 ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し、身体的拘束等の適正化

のための研修を定期的に実施すること。 

⑻ 指定看護小規模多機能型居宅介護は、通いサービスの利用者が登録定

員に比べて著しく少ない状態が続くものであってはならない。 

⑼ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者が通いサービスを

利用していない日においては、可能な限り、訪問サービスの提供、電話

連絡による見守り等を行う等登録者の居宅における生活を支えるために

適切なサービスを提供しなければならない。 

⑽ 看護サービス（指定看護小規模多機能型居宅介護のうち、保健師、看

護師、准看護師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この章

において「看護師等」という。）が利用者に対して行う療養上の世話又

は必要な診療の補助であるものをいう。以下この章において同じ。）の

提供に当たっては、主治の医師との密接な連携により、及び第 179 条第

1 項に規定する看護小規模多機能型居宅介護計画に基づき、利用者の心

身の機能の維持回復が図られるよう妥当適切に行わなければならない。 

⑾ 看護サービスの提供に当たっては、医学の進歩に対応し、適切な看護

技術をもって、サービスの提供を行わなければならない。 

⑿ 特殊な看護等については、これを行ってはならない。 

（主治の医師との関係） 

第 178 条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の常勤の保健師又は看護
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師は、主治の医師の指示に基づき適切な看護サービスが提供されるよう、

必要な管理をしなければならない。 

2  指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、看護サービスの提供の開始

に際し、主治の医師による指示を文書で受けなければならない。 

3  指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、主治の医師に看護小規模多

機能型居宅介護計画及び看護小規模多機能型居宅介護報告書を提出し、看

護サービスの提供に当たって主治の医師との密接な連携を図らなければな

らない。 

4  当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が病院又は診療所である場

合にあっては、前 2 項の規定にかかわらず、第 2 項の主治の医師の文書に

よる指示及び前項の看護小規模多機能型居宅介護報告書の提出は、診療記

録への記載をもって代えることができる。 

（看護小規模多機能型居宅介護計画及び看護小規模多機能型居宅介護報

告書の作成） 

第 179 条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、介護支援専

門員（第 171 条第 13 項の規定により介護支援専門員を配置していないサ

テライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、研修修了

者。以下この条において同じ。）に看護小規模多機能型居宅介護計画の作

成に関する業務を、看護師等（准看護師を除く。第 9 項において同じ。）

に看護小規模多機能型居宅介護報告書の作成に関する業務を担当させるも

のとする。 

2  介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たって

は、看護師等と密接な連携を図りつつ行わなければならない。 

3  介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たって

は、地域における活動への参加の機会が提供されること等により、利用者

の多様な活動が確保されるものとなるように努めなければならない。 

4  介護支援専門員は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環

境を踏まえて、他の看護小規模多機能型居宅介護従業者と協議の上、援助

の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した

看護小規模多機能型居宅介護計画を作成するとともに、これを基本としつ

つ、利用者の日々の様態、希望等を勘案し、随時適切に通いサービス、訪

問サービス及び宿泊サービスを組み合わせた看護及び介護を行わなくては

ならない。 

5  介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たって
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は、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意

を得なければならない。 

6  介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画を作成した際には、

当該看護小規模多機能型居宅介護計画を利用者に交付しなければならない。 

7  介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成後において

も、常に看護小規模多機能型居宅介護計画の実施状況及び利用者の様態の

変化等の把握を行い、必要に応じて看護小規模多機能型居宅介護計画の変

更を行う。 

8  第 2 項から第 7 項までの規定は、前項に規定する看護小規模多機能型居

宅介護計画の変更について準用する。 

9  看護師等は、訪問日、提供した看護内容等を記載した看護小規模多機能

型居宅介護報告書を作成しなければならない。 

10 前条第 4 項の規定は、看護小規模多機能型居宅介護報告書の作成につい

て準用する。 

（緊急時等の対応） 

第 180 条 看護小規模多機能型居宅介護従業者は、現に指定看護小規模多機

能型居宅介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合

その他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置

を講じなければならない。 

2  前項の看護小規模多機能型居宅介護従業者が看護職員である場合にあっ

ては、必要に応じて臨時応急の手当てを行わなければならない。 

（記録の整備）  

第 181 条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、従業者、設備、備品

及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

2  指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定看護小

規模多機能型居宅介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、そ

の完結の日から 2 年間保存しなければならない。 

⑴ 居宅サービス計画 

⑵ 看護小規模多機能型居宅介護計画 

⑶ 第 177 条第 6 号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑷ 第 178 条第 2 項に規定する主治の医師による指示の文書 

⑸ 第 179 条第 10 項に規定する看護小規模多機能型居宅介護報告書 

⑹ 次条において準用する第 3 条の 18 第 2 項の規定による提供した具体
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的なサービスの内容等の記録 

⑺ 次条において準用する第 3 条の 26 の規定による組合への通知に係る

記録 

⑻ 次条において準用する第 3 条の 36 第 2 項の規定による苦情の内容等

の記録 

⑼ 次条において準用する第 3 条の 38 第 2 項の規定による事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記録 

⑽ 次条において準用する第 34 条第 2 項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

（準用） 

第 182 条 第 3 条の 7 から第 3 条の 11 まで、第 3 条の 18、第 3 条の 20、第

3 条の 26、第 3 条の 30 の 2、第 3 条の 32 から第 3 条の 36 まで、第 3 条の

38 から第 3 条の 39 まで、第 28 条、第 30 条、第 33 条、第 34 条、第 68 条

から第 71 条まで、第 74 条から第 76 条まで、第 78 条、第 79 条、第 81 条

から第 84 条まで、第 86 条及び第 86 条の 2 の規定は、指定看護小規模多機

能型居宅介護の事業について準用する。この場合において、第 3 条の 7 第

1 項中「第 3 条の 29 に規定する運営規程」とあるのは「第 182 条において

準用する第 81 条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第 3 条の

30 の 2 第 2 項、第 3 条の 32 第 1 項並びに第 3 条の 38 の 2 第 1 号及び第 3

号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「看護小規

模多機能型居宅介護従業者」と、第 28 条第 2 項中「この節」とあるのは

「第 8 章第 4 節」と、第 30 条第 3 項及び第 4 項並びに第 33 条第 2 項第 1

号及び第 3 号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「看護小規模多

機能型居宅介護従業者」と、第 34 条第 1 項中「地域密着型通所介護につい

て知見を有する者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護について知

見を有する者」と、「6 月」とあるのは「2 月」と、「活動状況」とある

のは「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」と、第 68

条中「第 63 条第 12 項」とあるのは「第 171 条第 13 項」と、第 70 条及び

第 78 条中「小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「看護小規模多

機能型居宅介護従業者」と、第 86 条中「第 63 条第 6 項」とあるのは「第

171 条第 7 項各号」と読み替えるものとする。 

第 9 章 雑則 

（電磁的記録等） 

第 183 条 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提
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供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条

例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が

記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行

うことが規定されている又は想定されるもの（第 3 条の 10 第 1 項（第 18

条、第 37 条、第 37 条の 3、第 40 条の 16、第 61 条、第 88 条、第 108 条、

第 129 条、第 157 条、第 169 条及び第 182 条において準用する場合を含

む。）、第 95 条第 1 項、第 116 条第 1 項及び第 135 条第 1 項（第 169 条

において準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）

については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作

られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。）により行うことができる。 

2  指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当

たる者は、交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの

（以下、「交付等」という。）のうち、この条例の規定において書面で

行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該交付等

の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気

的方法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）

によることができる。 

（区域外の指定に関する特例） 

第 184 条 法第 78 条の 2 第 1 項の規定による申請があった場合において、

当該申請に係る事業所が、組合の区域の外にあるときであって、法第 78

条の 2 第 9 項の規定により同条第 4 項第 4 号の規定が適用されない場合以

外の法第 42 条の 2 第 1 項本文の指定に係る基準は、前条の規定までにか

かわらず、当該事業所が所在する市町村（特別区を含む。）の条例で定

める基準を適用する。  

2  前項の規定は、法第 78 条の 12 の規定により、法第 42 条の 2 第 1 項本

文の指定について、法第 70 条の 2、第 71 条及び第 72 条の規定を準用する

場合も適用する。   

   附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 
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2  この条例の施行の日から令和 7 年 3 月 31 日までの間は、第 3 条の 32 第

3 項（第 18 条、第 37 条、第 37 条の 3、第 40 条の 16、第 61 条、第 88 条、

第 108 条、第 129 条、第 157 条、第 169 条及び第 182 条において準用する

場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに

掲載しなければならない。」とあるのは「削除」とする。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

3  この条例の施行の日から令和 7 年 3 月 31 日までの間は、第 73 条第 7 号

及び第 177 条第 7 号の規定の適用については、これらの規定中「講じなけ

れば」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

4  この条例の施行の日から令和 9 年 3 月 31 日までの間は、第 86 条の 2

（第 108 条、第 129 条、第 157 条、第 169 条及び第 182 条において準用す

る場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「しなけれ

ば」とあるのは、「するよう努めなければ」とする。 

（協力医療機関との連携に関する経過措置） 

5  この条例の施行の日から令和 9 年 3 月 31 日までの間は、第 152 条第 1

項（第 169 条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、

これらの規程中「定めておかなければ」とあるのは、「定めておくよう

努めなければ」とする。 
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議案第 5 号 

 

浜田地区広域行政組合指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の制定につい

て 

 

浜田地区広域行政組合指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準を定める条例を次のように定める。 

 

令和 6 年 3 月 21 日提出 

 

                    浜田地区広域行政組合 

                     管理者 久保田 章 市 
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浜田地区広域行政組合指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例 

 

浜田地区広域行政組合指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設

備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成 25 年浜田地区広域行

政組合条例第 6 号）の全部を改正する。 

 

目次 

第 1 章 総則（第 1 条―第 3 条） 

第 2 章 介護予防認知症対応型通所介護 

第 1 節 基本方針（第 4 条） 

第 2 節 人員及び設備に関する基準 

第 1 款 単独型指定介護予防認知症対応型通所介護及び併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護（第 5 条―第 7 条） 

第 2 款 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護（第 8 条―第 10

条） 

第 3 節 運営に関する基準（第 11 条―第 40 条） 

第 4節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（第 41条・

第 42 条） 

第 3 章 介護予防小規模多機能型居宅介護 

第 1 節 基本方針（第 43 条） 

第 2 節 人員に関する基準（第 44 条―第 46 条） 

第 3 節 設備に関する基準（第 47 条・第 48 条） 

第 4 節 運営に関する基準（第 49 条―第 64 条） 

第 5 節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（第 65 条

―第 68 条） 

第 4 章 介護予防認知症対応型共同生活介護 

第 1 節 基本方針（第 69 条） 

第 2 節 人員に関する基準（第 70 条―第 72 条） 

第 3 節 設備に関する基準（第 73 条） 

第 4 節 運営に関する基準（第 74 条―第 85 条） 

第 5 節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（第 86 条
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―第 89 条） 

第 5 章 雑則（第 90 条・第 91 条） 

附則 

第 1 章 総則 

（趣旨） 

第 1 条 この条例は、介護保険法（平成 9 年法律第 123 号。以下「法」とい

う。）第 115 条の 12 第 1 項（法第 115 条の 21 において準用する法第 70

条の 2 第 4 項において準用する場合を含む。）、第 115 条の 14 第 1 項及

び第 2 項の規定に基づき、指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

⑴ 地域密着型介護予防サービス事業者 法第 8 条の 2 第 12 項に規定す

る地域密着型介護予防サービス事業を行う者をいう。 

⑵ 指定地域密着型介護予防サービス事業者又は指定地域密着型介護予

防サービス それぞれ法第 54 条の 2 第 1 項に規定する指定地域密着型

介護予防サービス事業者又は指定地域密着型介護予防サービスをいう。 

⑶ 利用料 法第 54 条の 2 第 1 項に規定する地域密着型介護予防サービ

ス費の支給の対象となる費用に係る対価をいう。 

⑷ 地域密着型介護予防サービス費用基準額 法第 54 条の 2 第 2 項第 1

号又は第 2 号に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用

の額（その額が現に当該指定地域密着型介護予防サービスに要した費

用の額を超えるときは、当該現に指定地域密着型介護予防サービスに

要した費用の額とする。）をいう。 

⑸ 法定代理受領サービス 法第 54 条の 2 第 6 項の規定により地域密着

型介護予防サービス費が利用者に代わり当該指定地域密着型介護予防

サービス事業者に支払われる場合の当該地域密着型介護予防サービス

費に係る指定地域密着型介護予防サービスをいう。 

⑹ 常勤換算方法  当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所に

おいて常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事

業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。 

（申請者の要件） 
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第 2 条の 2 指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に係る法第 115

条の 12 第 1 項（法第 115 条の 21 において準用する法第 70 条の 2 第 4 項

において準用する場合を含む。）の条例で定める者は、法人とする。 

（指定地域密着型介護予防サービスの事業の一般原則） 

第 3 条 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、利用者の意思及び人格

を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めなければ

ならない。 

2  指定地域密着型介護予防サービス事業者は、指定地域密着型介護予防サ

ービスの事業を運営するに当たっては、地域との結び付きを重視し、浜

田地区広域行政組合（以下「組合」という。）、他の地域密着型介護予

防サービス事業者又は介護予防サービス事業者（介護予防サービス事業

を行う者をいう。以下同じ。）その他の保健医療サービス及び福祉サー

ビスを提供する者との連携に努めなければならない。 

3  指定地域密着型介護予防サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待

の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、

研修を実施する等の措置を講じなければならない。 

4  指定地域密着型介護予防サービス事業者は、指定地域密着型介護予防サ

ービスを提供するに当たっては、法第 118 条の 2 第 1 項に規定する介護保

険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努め

なければならない。 

第 2 章 介護予防認知症対応型通所介護 

第 1 節 基本方針 

第 4 条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症対応型

通所介護（以下「指定介護予防認知症対応型通所介護」という。）の事

業は、その認知症（法第 5 条の 2 第 1 項に規定する認知症をいう。以下同

じ。）である利用者（その者の認知症の原因となる疾患が急性の状態に

ある者を除く。以下同じ。）が可能な限りその居宅において、自立した

日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上の支援及び機能訓

練を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用

者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければならない。 

第 2 節 人員及び設備に関する基準 

第 1 款 単 独型指 定介護予防認知症 対応型通所介護及 び

併設型指定介護予防認知症対応型通所介護 

（従業者の員数） 
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第 5 条 単独型指定介護予防認知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム等

（特別養護老人ホーム（老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 20 条の

5 に規定する特別養護老人ホームをいう。以下同じ。）、同法第 20 条の 4

に規定する養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健施設、介護医

療院、社会福祉施設又は特定施設に併設されていない事業所において行

われる指定介護予防認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。））の事

業を行う者及び併設型指定介護予防認知症対応型通所介護（特別養護老

人ホーム等に併設されている事業所において行われる指定介護予防認知

症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の事業を行う者（以下「単独

型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者」という。）が当

該事業を行う事業所（以下「単独型・併設型指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所」という。）ごとに置くべき従業者の員数は、次のとお

りとする。 

⑴  生活相談員  単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護

（単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において

行われる指定介護予防認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の

提供日ごとに、当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介

護を提供している時間帯に生活相談員（専ら当該単独型・併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務し

ている時間数の合計数を当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護を提供している時間帯の時間数で除して得た数が 1 以上確保

されるために必要と認められる数 

⑵  看護師若しくは准看護師（以下この章において「看護職員」とい

う。）又は介護職員  単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所

介護の単位ごとに、専ら当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護の提供に当たる看護職員又は介護職員が 1 以上及び当該単独

型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護を提供している時間帯

に看護職員又は介護職員（いずれも専ら当該単独型・併設型指定介護

予防認知症対応型通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務してい

る時間数の合計数を当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通

所介護を提供している時間数で除して得た数が 1 以上確保されるために

必要と認められる数 

⑶ 機能訓練指導員 1 以上 

2  単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、単独型・
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併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の単位ごとに、前項第 2 号の看

護職員又は介護職員を、常時 1 人以上当該単独型・併設型指定介護予防認

知症対応型通所介護に従事させなければならない。 

3  第 1 項第 2 号の規定にかかわらず、同項の看護職員又は介護職員は、利

用者の処遇に支障がない場合は、他の単独型・併設型指定介護予防認知

症対応型通所介護の単位の看護職員又は介護職員として従事することが

できるものとする。 

4  前各項の単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の単位は、

単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護であってその提供が

同時に 1 又は複数の利用者（当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護事業者が単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者

（浜田地区広域行政組合指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及

び運営に関する基準を定める条例（平成 25 年浜田地区広域行政組合条例

第 5 号。以下「指定地域密着型サービス基準条例」という。）第 42 条第

1 項に規定する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者をいう。

以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、単独型・併設型指定介護予防

認知症対応型通所介護の事業と単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護（同項第 1 号に規定する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護をい

う。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されて

いる場合にあっては、当該事業所における単独型・併設型指定介護予防

認知症対応型通所介護又は単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の

利用者。以下この条において同じ。）に対して一体的に行われるものを

いい、その利用定員（当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通

所介護事業所において同時に単独型・併設型指定介護予防認知症対応型

通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。第 7 条第

2 項第 1 号アにおいて同じ。）を 12 人以下とする。 

5  第 1 項第 3 号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減

退を防止するための訓練を行う能力を有する者とし、当該単独型・併設

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事すること

ができるものとする。 

6  第 1 項の生活相談員、看護職員又は介護職員のうち 1 人以上は、常勤で

なければならない。 

7  単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、単独
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型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業と単独型・併設型

指定認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所において一体的に運

営されている場合については、指定地域密着型サービス基準条例第 42 条

第 1 項から第 6 項までに規定する人員に関する基準を満たすことをもって、

前各項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

（管理者） 

第 6 条 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、単独

型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職

務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場

合は、当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の

他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することがで

きるものとする。 

2  単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、

適切な単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護を提供するた

めに必要な知識及び経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定め

る研修を修了しているものでなければならない。 

（設備及び備品等） 

第 7 条 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所は、食堂、

機能訓練室、静養室、相談室及び事務室を有するほか、消火設備その他

の非常災害に際して必要な設備並びに単独型・併設型指定介護予防認知

症対応型通所介護の提供に必要なその他の設備及び備品等を備えなけれ

ばならない。 

2  前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

⑴ 食堂及び機能訓練室 

ア 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、

その合計した面積は、3 平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以

上とすること。 

イ アにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にはそ

の提供に支障がない広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際には

その実施に支障がない広さを確保できる場合にあっては、同一の場

所とすることができる。 

⑵ 相談室 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配

慮されていること。 
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3  第 1 項に掲げる設備は、専ら当該単独型・併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護の事業の用に供するものでなければならない。ただし、利

用者に対する単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の提供

に支障がない場合は、この限りでない。 

4  前項ただし書の場合（単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者が第 1 項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に単独型・併設型

指定介護予防認知症対応型通所介護以外のサービスを提供する場合に限

る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に当該

単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者に係る指定を

行った組合管理者に届け出るものとする。 

5  単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、単独

型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業と単独型・併設型

指定認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所において一体的に運

営されている場合については、指定地域密着型サービス基準条例第 44 条

第 1 項から第 3 項までに規定する設備に関する基準を満たすことをもって、

第 1 項から第 3 項までに規定する基準を満たしているものとみなすことが

できる。 

第 2 款 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護 

（従業者の員数） 

第 8 条 指定認知症対応型共同生活介護事業所（指定地域密着型サービス基

準条例第 90 条第 1 項に規定する指定認知症対応型共同生活介護事業所を

いう。以下同じ。）若しくは指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業所（第 70 条第 1 項に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護

事業所をいう。次条において同じ。）の居間若しくは食堂又は指定地域

密着型特定施設（指定地域密着型サービス基準条例第 109 条第 1 項に規定

する指定地域密着型特定施設をいう。次条及び第 44 条第 6 項において同

じ。）若しくは指定地域密着型介護老人福祉施設（指定地域密着型サー

ビス基準条例第 130 条第 1 項に規定する指定地域密着型介護老人福祉施設

をいう。次条及び第 44 条第 6 項において同じ。）の食堂若しくは共同生

活室において、これらの事業所又は施設（第 10 条第１項において「本体

事業所等」という。）の利用者、入居者又は入所者とともに行う指定介

護予防認知症対応型通所介護（以下「共用型指定介護予防認知症対応型

通所介護」という。）の事業を行う者（以下「共用型指定介護予防認知
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症対応型通所介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下

「共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所」という。）に置く

べき従業者の員数は、当該利用者、当該入居者又は当該入所者の数と当

該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の利用者（当該共用型指定

介護予防認知症対応型通所介護事業者が共用型指定認知症対応型通所介

護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第 45 条第 1 項に規定する共

用型指定認知症対応型通所介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併

せて受け、かつ、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業と共

用型指定認知症対応型通所介護（同項に規定する共用型指定認知症対応

型通所介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体

的に運営されている場合にあっては、当該事業所における共用型指定介

護予防認知症対応型通所介護又は共用型指定認知症対応型通所介護の利

用者。次条において同じ。）の数を合計した数について、第 70 条又は指

定地域密着型サービス基準条例第 90 条、第 110 条若しくは第 131 条の規

定を満たすために必要な数以上とする。 

2  共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者が共用型指定認知症対

応型通所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、共用型指定介護予防認

知症対応型通所介護の事業と共用型指定認知症対応型通所介護の事業と

が同一の事業所において一体的に運営されている場合については、指定

地域密着型サービス基準条例第 45 条第 1 項に規定する人員に関する基準

を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たしているものとみな

すことができる。 

（利用定員等） 

第 9 条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の利用定員（当該

共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において同時に共用型

指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を受けることができる利用者

の数の上限をいう。）は、指定認知症対応型共同生活介護事業所又は指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所においては共同生活住居

（法第 8 条第 20 項又は法第 8 条の 2 第 15 項に規定する共同生活を営むべ

き住居をいう。）ごとに、指定地域密着型特定施設又は指定地域密着型

介護老人福祉施設（ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設（指定

地域密着型サービス基準条例第 158 条に規定するユニット型指定地域密着

型介護老人福祉施設をいう。以下この項において同じ。）を除く。）に

おいては施設ごとに 1 日当たり 3 人以下とし、ユニット型指定地域密着型
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介護老人福祉施設においては、ユニットごとに当該ユニット型指定地域

密着型介護老人福祉施設の入居者の数と当該共用型指定介護予防認知症

対応型通所介護の利用者の数の合計が 1 日当たり 12 人以下となる数とす

る。 

2  共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス

（法第 41 条第 1 項に規定する指定居宅サービスをいう。）、指定地域密

着型サービス（法第 42 条の 2 第 1 項に規定する指定地域密着型サービス

をいう。）、指定居宅介護支援（法第 46 条第 1 項に規定する指定居宅介

護支援をいう。）、指定介護予防サービス（法第 53 条第 1 項に規定する

指定介護予防サービスをいう。）、指定地域密着型介護予防サービス若

しくは指定介護予防支援（法第 58 条第 1 項に規定する指定介護予防支援

をいう。）の事業又は介護保険施設（法第 8 条第 25 項に規定する介護保

険施設をいう。）若しくは健康保険法等の一部を改正する法律（平成 18

年法律第 83 号）第 26 条の規定による改正前の法第 48 条第 1 項第 3 号に

規定する指定介護療養型医療施設の運営（第 44 条第 7 項及び第 70 条第 9

項において「指定居宅サービス事業等」という。）について 3 年以上の経

験を有する者でなければならない。 

（管理者） 

第 10 条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、共用型指定

介護予防認知症対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常

勤の管理者を置かなければならない。ただし、共用型指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該共用型指定介

護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業

所、施設等の職務に従事することができるものとする。なお、共用型指

定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当

該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、

かつ、他の本体事業所等の職務に従事することとしても差し支えない。 

2  共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、適切な共

用型指定介護予防認知症対応型通所介護を提供するために必要な知識及

び経験を有する者であって、第 6 条第 2 項に規定する厚生労働大臣が定め

る研修を修了しているものでなければならない。 

第 3 節 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第 11 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者（単独型・併設型指定
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介護予防認知症対応型通所介護事業者及び共用型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業者をいう。以下同じ。）は、指定介護予防認知症対応

型通所介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族

に対し、第 27 条に規定する運営規程の概要、介護予防認知症対応型通所

介護従業者（第 5 条第 1 項又は第 8 条第 1 項の従業者をいう。以下同じ。）

の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められ

る重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始につい

て利用申込者の同意を得なければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用申込者又はその家族

からの申出があった場合には、前項の規定による文書の交付に代えて、

第 5 項で定めるところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、

当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この条

において「電磁的方法」という。）により提供することができる。この

場合において、当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、当該

文書を交付したものとみなす。 

⑴ 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

ア 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者の使用に係る電子計算

機と利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを接続する

電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルに記録する方法 

イ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者の使用に係る電子計算

機に備えられたファイルに記録された前項に規定する重要事項を電

気通信回線を通じて利用申込者又はその家族の閲覧に供し、当該利

用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルに当該重要事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受ける

旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、指定介護予

防認知症対応型通所介護事業者の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルにその旨を記録する方法） 

⑵ 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法によ

り一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製する

ファイルに前項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

3  前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出

力することにより文書を作成することができるものでなければならない。 
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4  第 2 項第 1 号の「電子情報処理組織」とは、指定介護予防認知症対応型

通所介護事業者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の

使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を

いう。 

5  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、第 2 項の規定により第 1

項に規定する重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利

用申込者又はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類

及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

⑴ 第 2 項各号に規定する方法のうち指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者が使用するもの 

⑵ ファイルへの記録の方式 

6  前項の規定による承諾を得た指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、当該利用申込者又はその家族から文書又は電磁的方法により電磁的

方法による提供を受けない旨の申出があった場合は、当該利用申込者又

はその家族に対し、第 1 項に規定する重要事項の提供を電磁的方法によっ

てしてはならない。ただし、当該利用申込者又はその家族が再び前項の

規定による承諾をした場合は、この限りでない。 

（提供拒否の禁止） 

第 12 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、正当な理由なく指

定介護予防認知症対応型通所介護の提供を拒んではならない。 

（サービス提供困難時の対応） 

第 13 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、当該指定介護予防

認知症対応型通所介護事業所（単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護事業所又は共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所

をいう。以下同じ。）の通常の事業の実施地域（当該事業所が通常時に

当該サービスを提供する地域をいう。以下同じ。）等を勘案し、利用申

込者に対し自ら適切な指定介護予防認知症対応型通所介護を提供するこ

とが困難であると認めた場合は、当該利用申込者に係る介護予防支援事

業者への連絡、適当な他の指定介護予防認知症対応型通所介護事業者等

の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければならない。 

（受給資格等の確認） 

第 14 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知

症対応型通所介護の提供を求められた場合は、その者の提示する被保険

者証によって、被保険者資格、要支援認定の有無及び要支援認定の有効
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期間を確かめるものとする。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項の被保険者証に、法

第 115 条の 13 第 2 項の規定により認定審査会意見が記載されているとき

は、当該認定審査会意見に配慮して、指定介護予防認知症対応型通所介

護を提供するように努めなければならない。 

（要支援認定の申請に係る援助） 

第 15 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知

症対応型通所介護の提供の開始に際し、要支援認定を受けていない利用

申込者については、要支援認定の申請が既に行われているかどうかを確

認し、申請が行われていない場合は、当該利用申込者の意思を踏まえて

速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、介護予防支援（これに相

当するサービスを含む。）が利用者に対して行われていない等の場合で

あって必要と認めるときは、要支援認定の更新の申請が、遅くとも当該

利用者が受けている要支援認定の有効期間が終了する日の 30 日前にはな

されるよう、必要な援助を行わなければならない。 

（心身の状況等の把握） 

第 16 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知

症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者に係る介護予防支援事業

者が開催するサービス担当者会議（浜田地区広域行政組合指定介護予防

支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成 27 年浜田

地区広域行政組合条例第 3 号。以下「指定介護予防支援等基準条例」とい

う。）第 30 条第 9 号に規定するサービス担当者会議をいう。以下この章

において同じ。）等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている

環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努

めなければならない。 

（介護予防支援事業者等との連携） 

第 17 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知

症対応型通所介護を提供するに当たっては、介護予防支援事業者その他

保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努め

なければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知症対応

型通所介護の提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切

-185-



な指導を行うとともに、当該利用者に係る介護予防支援事業者に対する

情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密

接な連携に努めなければならない。 

（地域密着型介護予防サービス費の支給を受けるための援助） 

第 18 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知

症対応型通所介護の提供の開始に際し、利用申込者が介護保険法施行規

則（平成 11 年厚生省令第 36 号。以下「施行規則」という。）第 85 条の

2 各号のいずれにも該当しないときは、当該利用申込者又はその家族に対

し、介護予防サービス計画の作成を介護予防支援事業者に依頼する旨を

組合に対して届け出ること等により、地域密着型介護予防サービス費の

支給を受けることができる旨を説明すること、介護予防支援事業者に関

する情報を提供することその他の地域密着型介護予防サービス費の支給

を受けるために必要な援助を行わなければならない。 

（介護予防サービス計画に沿ったサービスの提供） 

第 19 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、介護予防サービス

計画（施行規則第 85条の 2第 1号ハに規定する計画を含む。以下同じ。）

が作成されている場合は、当該計画に沿った指定介護予防認知症対応型

通所介護を提供しなければならない。 

（介護予防サービス計画等の変更の援助） 

第 20 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者が介護予防

サービス計画の変更を希望する場合は、当該利用者に係る介護予防支援

事業者への連絡その他の必要な援助を行わなければならない。 

（サービスの提供の記録） 

第 21 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知

症対応型通所介護を提供した際には、当該指定介護予防認知症対応型通

所介護の提供日及び内容、当該指定介護予防認知症対応型通所介護につ

いて法第 54 条の 2 第 6 項の規定により利用者に代わって支払を受ける地

域密着型介護予防サービス費の額その他必要な事項を、利用者の介護予

防サービス計画を記載した書面又はこれに準ずる書面に記載しなければ

ならない。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知症対応

型通所介護を提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を記

録するとともに、利用者からの申出があった場合には、文書の交付その

他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しなければならな

-186-



い。 

（利用料等の受領） 

第 22 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、法定代理受領サー

ビスに該当する指定介護予防認知症対応型通所介護を提供した際には、

その利用者から利用料の一部として、当該指定介護予防認知症対応型通

所介護に係る地域密着型介護予防サービス費用基準額から当該指定介護

予防認知症対応型通所介護事業者に支払われる地域密着型介護予防サー

ビス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに

該当しない指定介護予防認知症対応型通所介護を提供した際にその利用

者から支払を受ける利用料の額と、指定介護予防認知症対応型通所介護

に係る地域密着型介護予防サービス費用基準額との間に、不合理な差額

が生じないようにしなければならない。 

3  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前 2 項の支払を受ける額

のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることがで

きる。 

⑴ 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利

用者に対して行う送迎に要する費用 

⑵ 指定介護予防認知症対応型通所介護に通常要する時間を超える指定

介護予防認知症対応型通所介護であって利用者の選定に係るものの提

供に伴い必要となる費用の範囲内において、通常の指定介護予防認知

症対応型通所介護に係る地域密着型介護予防サービス費用基準額を超

える費用 

⑶ 食事の提供に要する費用 

⑷ おむつ代 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、指定介護予防認知症対応型通所介護の

提供において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要と

なるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と

認められる費用 

4  前項第 3 号に掲げる費用については、別に厚生労働大臣が定めるところ

によるものとする。 

5  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、第 3 項の費用の額に係る

サービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、

当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得な
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ければならない。 

（保険給付の請求のための証明書の交付） 

第 23 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、法定代理受領サー

ビスに該当しない指定介護予防認知症対応型通所介護に係る利用料の支

払を受けた場合は、提供した指定介護予防認知症対応型通所介護の内容、

費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を

利用者に対して交付しなければならない。 

（利用者に関する組合への通知） 

第 24 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知

症対応型通所介護を受けている利用者が次の各号のいずれかに該当する

場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を組合に通知しなければならな

い。 

⑴ 正当な理由なしに指定介護予防認知症対応型通所介護の利用に関す

る指示に従わないことにより、要支援状態の程度を増進させたと認め

られるとき又は要介護状態になったと認められるとき。 

⑵ 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとし

たとき。 

（緊急時等の対応） 

第 25 条 介護予防認知症対応型通所介護従業者は、現に指定介護予防認知

症対応型通所介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じ

た場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必

要な措置を講じなければならない。 

（管理者の責務） 

第 26 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者（第 6 条又は

第 10 条の管理者をいう。以下この条及び第 42 条において同じ。）は、指

定介護予防認知症対応型通所介護事業所の従業者の管理及び指定介護予

防認知症対応型通所介護の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の

把握その他の管理を一元的に行うものとする。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、当該指定介護予

防認知症対応型通所介護事業所の従業者にこの節の規定を遵守させるた

め必要な指揮命令を行うものとする。 

（運営規程） 

第 27 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要
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事項に関する規程（以下この章において「運営規程」という。）を定め

ておかなければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定介護予防認知症対応型通所介護の利用定員（第 5 条第 2 項又は第

9 条第 1 項の利用定員をいう。第 29 条において同じ。） 

⑸ 指定介護予防認知症対応型通所介護の内容及び利用料その他の費用

の額 

⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ サービス利用に当たっての留意事項 

⑻ 緊急時等における対応方法 

⑼ 非常災害対策 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑾ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第 28 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対し適切

な指定介護予防認知症対応型通所介護を提供できるよう、指定介護予防

認知症対応型通所介護事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めておかな

ければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知症対応

型通所介護事業所ごとに、当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業

所の従業者によって指定介護予防認知症対応型通所介護を提供しなけれ

ばならない。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務につい

ては、この限りでない。 

3  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、介護予防認知症対応型通

所介護従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければ

ならない。その際、当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、

全ての介護予防認知症対応型通所介護従業者（看護師、准看護師、介護

福祉士、介護支援専門員、法第 8 条第 2 項に規定する政令で定める者等の

資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に

係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならな

い。 

4  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、適切な指定介護予防認知
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症対応型通所介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性

的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相

当な範囲を超えたものにより介護予防認知症対応型通所介護従業者の就

業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を

講じなければならない。 

（業務継続計画の策定等） 

第 28 条の 2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、感染症や非常

災害の発生時において、利用者に対する指定介護予防認知症対応型通所

介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務

再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当

該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、介護予防認知症対応型通

所介護従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な

研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

3  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、定期的に業務継続計画の

見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

（定員の遵守） 

第 29 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用定員を超えて

指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を行ってはならない。ただし、

災害その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

（非常災害対策） 

第 30 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、非常災害に関する

具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備

し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出

その他必要な訓練を行わなければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項に規定する訓練の実

施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければなら

ない。 

（衛生管理等） 

第 31 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者の使用する

施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に

努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、当該指定介護予防認知症

対応型通所介護事業所において感染症が発生し、又はまん延しないよう
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に、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 

 ⑴ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における感染症の予防

及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置そ

の他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用し

て行うことができるものとする。）をおおむね 6 月に 1 回以上開催する

とともに、その結果について、介護予防認知症対応型通所介護従業者

に周知徹底を図ること。 

 ⑵ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における感染症の予防

及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

 ⑶ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において、介護予防認

知症対応型通所介護従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止の

ための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

（掲示） 

第 32 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、介護予防

認知症対応型通所介護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービ

スの選択に資すると認められる重要事項（以下この条において単に「重

要事項」という。）を掲示しなければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、重要事項を記載した書面

を当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所に備え付け、かつ、これ

をいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示

に代えることができる。 

3  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項を

ウェブサイトに掲載しなければならない。 

（秘密保持等） 

第 33 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の従業者は、正当な理

由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしては

ならない。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、当該指定介護予防認知症

対応型通所介護事業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、その

業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必

要な措置を講じなければならない。 

3  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、サービス担当者会議等に

おいて、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家
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族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により

得ておかなければならない。 

（広告） 

第 34 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所について広告をする場合においては、その内容

が虚偽又は誇大なものとしてはならない。 

（介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止） 

第 35 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、介護予防支援事業

者又はその従業者に対し、利用者に特定の事業者によるサービスを利用

させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはなら

ない。 

（苦情処理） 

第 36 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、提供した指定介護

予防認知症対応型通所介護に係る利用者及びその家族からの苦情に迅速

かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等

の必要な措置を講じなければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項の苦情を受け付けた

場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。 

3  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、提供した指定介護予防認

知症対応型通所介護に関し、法第 23 条の規定により組合が行う文書その

他の物件の提出若しくは提示の求め又は組合の職員からの質問若しくは

照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して組合が行う調査に協力する

とともに、組合から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又

は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

4  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、組合からの求めがあった

場合には、前項の改善の内容を市町村に報告しなければならない。 

5  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、提供した指定介護予防認

知症対応型通所介護に係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体

連合会（国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号）第 45 条第 5 項に規定

する国民健康保険団体連合会をいう。以下同じ。）が行う法第 176 条第 1

項第 3 号の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から同号の

指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要

な改善を行わなければならない。 

6  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、国民健康保険団体連合会
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からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を国民健康保険団体連

合会に報告しなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第 37 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指

定介護予防認知症対応型通所介護の提供により事故が発生した場合は、

組合、当該利用者の家族、当該利用者に係る介護予防支援事業者等に連

絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事

故に際して採った処置について記録しなければならない。 

3  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定介護

予防認知症対応型通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合

は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

4  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、第 7 条第 4 項の単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通所介護以外のサービスの提供により

事故が発生した場合は、第 1 項及び第 2 項の規定に準じた必要な措置を講

じなければならない。 

  （虐待の防止） 

第 37 条の 2 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、虐待の発生又

はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

 ⑴ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における虐待の防止の

ための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果につ

いて、介護予防認知症対応型通所介護従業者に周知徹底を図ること。 

 ⑵ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における虐待の防止の

ための指針を整備すること。 

 ⑶ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において、介護予防認

知症対応型通所介護従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的

に実施すること。 

 ⑷ 前 3 号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

（会計の区分） 

第 38 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所ごとに経理を区分するとともに、指定介護予防

認知症対応型通所介護の事業の会計とその他の事業の会計を区分しなけ
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ればならない。 

（地域との連携等） 

第 39 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知

症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住

民の代表者、指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が所在する市町

村の職員又は当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が所在する

区域を管轄する法第 115 条の 46 第 1 項に規定する地域包括支援センター

の職員、介護予防認知症対応型通所介護について知見を有する者等によ

り構成される協議会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。ただし、利用者又はその家族（以下この項及び第 49 条におい

て「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置

等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。）（以下

この項において「運営推進会議」という。）を設置し、おおむね 6 月に 1

回以上、運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議による評

価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会

を設けなければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項の報告、評価、要望、

助言等についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければ

ならない。 

3  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっ

ては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地

域との交流を図らなければならない。 

4  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっ

ては、提供した指定介護予防認知症対応型通所介護に関する利用者から

の苦情に関して、組合等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他

の組合が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

5  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知症対応

型通所介護事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対し

て指定介護予防認知症対応型通所介護を提供する場合には、当該建物に

居住する利用者以外の者に対しても指定介護予防認知症対応型通所介護

の提供を行うよう努めなければならない。 

（記録の整備） 

第 40 条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、従業者、設備、備

品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 
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2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定介護

予防認知症対応型通所介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備

し、その完結の日から 2 年間保存しなければならない。 

⑴ 介護予防認知症対応型通所介護計画 

⑵ 第 21 条第 2 項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記

録 

⑶ 第 42 条第 11 号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限す

る行為（以下「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑷ 第 24 条の規定による組合への通知に係る記録 

⑸ 第 36 条第 2 項の規定による苦情の内容等の記録 

⑹ 第 37 条第 2 項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置

についての記録 

⑺ 前条第 2 項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録 

第 4 節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

（指定介護予防認知症対応型通所介護の基本取扱方針） 

第 41 条 指定介護予防認知症対応型通所介護は、利用者の介護予防に資す

るよう、その目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、自らその提供する指定介

護予防認知症対応型通所介護の質の評価を行い、常にその改善を図らな

ければならない。 

3  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知症対応

型通所介護の提供に当たり、利用者ができる限り要介護状態とならない

で自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とする

ものであることを常に意識してサービスの提供に当たらなければならな

い。 

4  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用者がその有する能力

を最大限活用することができるような方法によるサービスの提供に努め

ることとし、利用者が有する能力を阻害する等の不適切なサービスの提

供を行わないよう配慮しなければならない。 

5  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知症対応

型通所介護の提供に当たり、利用者とのコミュニケーションを十分に図

ることその他の様々な方法により、利用者が主体的に事業に参加するよ

う適切な働きかけに努めなければならない。 
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（指定介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方針） 

第 42 条 指定介護予防認知症対応型通所介護の方針は、第 4 条に規定する

基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところ

によるものとする。 

⑴ 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、主治の医

師又は歯科医師からの情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適

切な方法により、利用者の心身の状況、その置かれている環境等利用

者の日常生活全般の状況の的確な把握を行うものとする。 

⑵ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、前号に規定

する利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、指定介護予防

認知症対応型通所介護の目標、当該目標を達成するための具体的なサ

ービスの内容、サービスの提供を行う期間等を記載した介護予防認知

症対応型通所介護計画を作成するものとする。 

⑶ 介護予防認知症対応型通所介護計画は、既に介護予防サービス計画

が作成されている場合は、当該計画の内容に沿って作成しなければな

らない。 

⑷ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、介護予防認

知症対応型通所介護計画の作成に当たっては、その内容について利用

者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 

⑸ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、介護予防認

知症対応型通所介護計画を作成した際には、当該介護予防認知症対応

型通所介護計画を利用者に交付しなければならない。 

⑹ 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者が

住み慣れた地域での生活を継続することができるよう、地域住民との

交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況を踏まえ、

妥当適切に行うものとする。 

⑺ 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者一

人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を持って日常生活を

送ることができるよう配慮して行うものとする。 

⑻ 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、介護予防

認知症対応型通所介護計画に基づき、利用者が日常生活を営むのに必

要な支援を行うものとする。 

⑼ 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、懇切丁寧

に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方
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法等について、理解しやすいように説明を行うものとする。 

⑽ 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用

者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない

場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑾ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければな

らない。 

⑿ 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、介護技術

の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行うもの

とする。 

⒀ 介護予防認知症対応型通所介護従業者は、介護予防認知症対応型通

所介護計画に基づくサービスの提供の開始時から、当該介護予防認知

症対応型通所介護計画に記載したサービスの提供を行う期間が終了す

るまでに、少なくとも 1 回は、当該介護予防認知症対応型通所介護計画

の実施状況の把握（以下この条において「モニタリング」という。）

を行うものとする。 

⒁ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、モニタリン

グの結果を記録し、当該記録を当該サービスの提供に係る介護予防サ

ービス計画を作成した指定介護予防支援事業者に報告しなければなら

ない。 

⒂ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、モニタリン

グの結果を踏まえ、必要に応じて介護予防認知症対応型通所介護計画

の変更を行うものとする。 

⒃ 第 1 号から第 14 号までの規定は、前号に規定する介護予防認知症対

応型通所介護計画の変更について準用する。 

第 3 章 介護予防小規模多機能型居宅介護 

第 1 節 基本方針 

第 43 条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防小規模多機

能型居宅介護（以下「指定介護予防小規模多機能型居宅介護」という。）

の事業は、その利用者が可能な限りその居宅において、又はサービスの

拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、当該拠点において、家庭的な

環境と地域住民との交流の下で自立した日常生活を営むことができるよ

う、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓

練を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用
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者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければならない。 

第 2 節 人員に関する基準 

（従業者の員数等） 

第 44 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業を行う者（以下「指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者」という。）が当該事業を行

う事業所（以下「指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所」とい

う。）ごとに置くべき指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当

たる従業者（以下「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」という。）

の員数は、夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定介護予防小規模多

機能型居宅介護の提供に当たる介護予防小規模多機能型居宅介護従業者

については、常勤換算方法で、通いサービス（登録者（指定介護予防小

規模多機能型居宅介護を利用するために指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所に登録を受けた者をいう。以下この章において同じ。）を

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に通わせて行う介護予防小

規模多機能型居宅介護をいう。以下この章において同じ。）の提供に当

たる者をその利用者（当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者

が指定小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービス基準条

例第 63 条第 1 項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業者をいう。

以下この章において同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防

小規模多機能型居宅介護の事業と指定小規模多機能型居宅介護（指定地

域密着型サービス基準条例第 62 条に規定する指定小規模多機能型居宅介

護をいう。以下この章において同じ。）の事業とが同一の事業所におい

て一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における指定介

護予防小規模多機能型居宅介護又は指定小規模多機能型居宅介護の利用

者。以下この節及び次節において同じ。）の数が 3 又はその端数を増すご

とに 1 以上及び訪問サービス（介護予防小規模多機能型居宅介護従業者が

登録者の居宅を訪問し、当該居宅において行う介護予防小規模多機能型

居宅介護（第 7 項に規定する本体事業所である指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所にあっては当該本体事業所に係る同項に規定するサテ

ライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の居宅に

おいて行う指定介護予防小規模多機能型居宅介護を、同項に規定するサ

テライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該

サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に係る同項に

規定する本体事業所及び当該本体事業所に係る他の同項に規定するサテ
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ライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の居宅に

おいて行う指定介護予防小規模多機能型居宅介護を含む。）をいう。以

下この章において同じ。）の提供に当たる者を 1 以上とし、夜間及び深夜

の時間帯を通じて指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たる

介護予防小規模多機能型居宅介護従業者については、夜間及び深夜の勤

務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除く。）をいう。

第 5 項において同じ。）に当たる者を 1 以上及び宿直勤務に当たる者を当

該宿直勤務に必要な数以上とする。 

2  前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受

ける場合は、推定数による。 

3  第 1 項の介護予防小規模多機能型居宅介護従業者のうち 1 以上の者は、

常勤でなければならない。 

4  第 1 項の介護予防小規模多機能型居宅介護従業者のうち 1 以上の者は、

看護師又は准看護師でなければならない。 

5  宿泊サービス（登録者を指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に

宿泊させて行う指定介護予防小規模多機能型居宅介護（第 7 項に規定する

本体事業所である指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあって

は、当該本体事業所に係る同項に規定するサテライト型指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所の登録者の心身の状況を勘案し、その処遇

に支障がない場合に、当該登録者を当該本体事業所に宿泊させて行う指

定介護予防小規模多機能型居宅介護を含む。）をいう。以下この章にお

いて同じ。）の利用者がいない場合であって、夜間及び深夜の時間帯を

通じて利用者に対して訪問サービスを提供するために必要な連絡体制を

整備しているときは、第 1 項の規定にかかわらず、夜間及び深夜の時間帯

を通じて夜間及び深夜の勤務並びに宿直勤務に当たる介護予防小規模多

機能型居宅介護従業者を置かないことができる。 

6  次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基準

を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の中

欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いているとき

は、同表の右欄に掲げる当該介護予防小規模多機能型居宅介護従業者は、

同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

当該指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事

指定認知症対応型共同生活介

護事業所、指定地域密着型特

介 護 職

員 
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業所に中欄に掲げる施

設等のいずれかが併設

されている場合 

定施設、指定地域密着型介護

老人福祉施設、指定介護老人

福祉施設、介護老人保健施設

又は介護医療院 

当該指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事

業所の同一敷地内に中

欄に掲げる施設等のい

ずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施設等、指

定居宅サービスの事業を行う

事業所、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所、

指定地域密着型通所介護事業

所又は指定認知症対応型通所

介護事業所 

看 護 師

又 は 准

看護師 

7  第 1 項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所であって、

指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業につい

て 3 年以上の経験を有する指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者又

は指定看護小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービス基

準条例第 171 条第 1 項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業者

をいう。）により設置される当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所以外の指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所（同項に規定する指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所をいう。）であって当該指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所に対して指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に

係る支援を行うもの（以下この章において「本体事業所」という。）と

の密接な連携の下に運営されるものをいう。以下同じ。）に置くべき訪

問サービスの提供に当たる介護予防小規模多機能型居宅介護従業者につ

いては、本体事業所の職員により当該サテライト型指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると認められる

ときは、1 人以上とすることができる。 

8  第 1 項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所については、夜間及び深夜の時間帯を通じて本体事業所

において宿直勤務を行う介護予防小規模多機能型居宅介護従業者又は看

護小規模多機能型居宅介護従業者（指定地域密着型サービス基準条例第

171 条第 1 項に規定する看護小規模多機能型居宅介護従業者をいう。）に

より当該サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登
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録者の処遇が適切に行われると認められるときは、夜間及び深夜の時間

帯を通じて宿直勤務を行う介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置

かないことができる。 

9  第 4 項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所については、本体事業所の看護師又は准看護師により登

録者の処遇が適切に行われると認められるときは、看護師又は准看護師

を置かないことができる。 

10 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者に係る指定介護

予防サービス等（法第 8 条の 2 第 18 項に規定する指定介護予防サービス

等をいう。以下同じ。）の利用に係る計画及び介護予防小規模多機能型

居宅介護計画の作成に専ら従事する介護支援専門員を置かなければなら

ない。ただし、当該介護支援専門員は、利用者の処遇に支障がない場合

は、当該介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、

又は当該介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設する第 6 項の表の

当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等

のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務に従

事することができる。 

11 前項の介護支援専門員は、別に厚生労働大臣が定める研修を修了してい

る者でなければならない。 

12 第 10 項の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所については、本体事業所の介護支援専門員により当該

サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者に対

して指定介護予防サービス等の利用に係る計画の作成が適切に行われる

ときは、介護支援専門員に代えて、介護予防小規模多機能型居宅介護計

画の作成に専ら従事する前項の別に厚生労働大臣が定める研修を修了し

ている者（第 66 条において「研修修了者」という。）を置くことができ

る。 

13 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指定小規模多機能型居宅

介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防小規模多機能型居

宅介護の事業と指定小規模多機能型居宅介護の事業とが同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合については、指定地域密着型サービ

ス基準条例第 63 条第 1 項から第 12 項までに規定する人員に関する基準を

満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみな

すことができる。 
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（管理者） 

第 45 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理

者を置かなければならない。ただし、指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務

に従事することができるものとする。 

2  前項本文及び指定地域密着型サービス基準条例第 172 条第 1 項の規定に

かかわらず、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障

がない場合は、サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所の管理者は、本体事業所の管理者をもって充てることができるものと

する。 

3  前 2 項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター

（老人福祉法第 20 条の 2 の 2 に規定する老人デイサービスセンターをい

う。以下同じ。）、介護老人保健施設、介護医療院、指定認知症対応型

共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所（指定地域密着型サー

ビス基準条例第 173 条に規定する指定複合型サービス事業所をいう。次条

において同じ。）、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所等の従

業者又は訪問介護員等（介護福祉士又は法第 8 条第 2 項に規定する政令で

定める者をいう。次条、第 71 条第 3 項及び第 72 条において同じ。）とし

て 3 年以上認知症である者の介護に従事した経験を有する者であって、別

に厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなければならない。 

（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者） 

第 46 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特別養

護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医

療院、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業

所、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者若しくは訪

問介護員等として認知症である者の介護に従事した経験を有する者又は

保健医療サービス若しくは福祉サービスの経営に携わった経験を有する

者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなけ

ればならない。 

第 3 節 設備に関する基準 

（登録定員及び利用定員） 

第 47 条  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所は、その登録定員
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（登録者の数（当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指定

小規模多機能型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介護予

防小規模多機能型居宅介護の事業と指定小規模多機能型居宅介護の事業

とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、登

録者の数及び指定地域密着型サービス基準条例第 63 条第 1 項に規定する

登録者の数の合計数）の上限をいう。以下この章において同じ。）を 29

人（サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあって

は、18 人）以下とする。 

2  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所は、次に掲げる範囲内にお

いて、通いサービス及び宿泊サービスの利用定員（当該指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所におけるサービスごとの 1 日当たりの利用者

の数の上限をいう。以下この章において同じ。）を定めるものとする。 

⑴ 通いサービス 登録定員の 2 分の 1 から 15 人（登録定員が 25 人を超

える指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、登録定

員に応じて、次の表に定める利用定員、サテライト型指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所にあっては、12 人）まで 

登録定員 利用定員 

26 人又は 27 人 16 人 

28 人 17 人 

29 人 18 人 

⑵ 宿泊サービス 通いサービスの利用定員の 3 分の 1 から 9 人（サテラ

イト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、6 人）

まで 

（設備及び備品等） 

第 48 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所は、居間、食堂、台

所、宿泊室、浴室、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備その

他指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に必要な設備及び備品等

を備えなければならない。 

2  前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

⑴ 居間及び食堂  居間及び食堂は、機能を十分に発揮しうる適当な広

さを有すること。 

⑵ 宿泊室 

ア 1 の宿泊室の定員は、1 人とする。ただし、利用者の処遇上必要と
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認められる場合は、2 人とすることができるものとする。 

イ 一の宿泊室の床面積は、7.43 平方メートル以上としなければなら

ない。 

ウ ア及びイを満たす宿泊室（以下「個室」という。）以外の宿泊室

を設ける場合は、個室以外の宿泊室の面積を合計した面積は、おお

むね 7.43 平方メートルに宿泊サービスの利用定員から個室の定員数

を減じた数を乗じて得た面積以上とするものとし、その構造は利用

者のプライバシーが確保されたものでなければならない。 

エ プライバシーが確保された居間については、ウの個室以外の宿泊

室の面積に含めることができる。 

3  第 1 項に掲げる設備は、専ら当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護

の事業の用に供するものでなければならない。ただし、利用者に対する

指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に支障がない場合は、この

限りでない。 

4  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所は、利用者の家族との交流

の機会の確保や地域住民との交流を図る観点から、住宅地又は住宅地と

同程度に利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域にあ

るようにしなければならない。 

5  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が指定小規模多機能型居宅

介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防小規模多機能型居

宅介護の事業と指定小規模多機能型居宅介護の事業とが同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合については、指定地域密着型サービ

ス基準条例第 67 条第 1 項から第 4 項までに規定する設備に関する基準を

満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみな

すことができる。 

第 4 節 運営に関する基準 

（心身の状況等の把握） 

第 49 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小

規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、介護支援専門員（第 44 条第

12 項の規定により、介護支援専門員を配置していないサテライト型指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、本体事業所の介護

支援専門員。以下この条及び第 67 条において同じ。）が開催するサービ

ス担当者会議（介護支援専門員が指定介護予防サービス等の利用に係る

計画の作成のために指定介護予防サービス等の利用に係る計画の原案に

-204-



位置付けた指定介護予防サービス等の担当者を招集して行う会議（テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、利用者

等が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利

用者等の同意を得なければならない。）をいう。）等を通じて、利用者

の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉

サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。 

（介護予防サービス事業者等との連携） 

第 50 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小

規模多機能型居宅介護を提供するに当たっては、介護予防サービス事業

者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連

携に努めなければならない。 

2  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小規模多

機能型居宅介護を提供するに当たっては、利用者の健康管理を適切に行

うため、主治の医師との密接な連携に努めなければならない。 

3  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小規模多

機能型居宅介護の提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して

適切な指導を行うとともに、当該利用者に係る介護予防支援事業者に対

する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と

の密接な連携に努めなければならない。 

（身分を証する書類の携行） 

第 51 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、介護予防小規模

多機能型居宅介護従業者のうち訪問サービスの提供に当たるものに身分

を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその家族から求め

られたときは、これを提示すべき旨を指導しなければならない。 

（利用料等の受領） 

第 52 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、法定代理受領サ

ービスに該当する指定介護予防小規模多機能型居宅介護を提供した際に

は、その利用者から利用料の一部として、当該指定介護予防小規模多機

能型居宅介護に係る地域密着型介護予防サービス費用基準額から当該指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者に支払われる地域密着型介護

予防サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

2  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、法定代理受領サービス

に該当しない指定介護予防小規模多機能型居宅介護を提供した際にその

利用者から支払を受ける利用料の額と、指定介護予防小規模多機能型居
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宅介護に係る地域密着型介護予防サービス費用基準額との間に、不合理

な差額が生じないようにしなければならない。 

3  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、前 2 項の支払を受ける

額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることが

できる。 

⑴ 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利

用者に対して行う送迎に要する費用 

⑵ 利用者の選択により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅におい

て訪問サービスを提供する場合は、それに要した交通費の額 

⑶ 食事の提供に要する費用 

⑷ 宿泊に要する費用 

⑸ おむつ代 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、指定介護予防小規模多機能型居宅介護

の提供において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要

となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当

と認められる費用 

4  前項第 3 号及び第 4 号に掲げる費用については、別に厚生労働大臣が定

めるところによるものとする。 

5  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、第 3 項の費用の額に係

るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対

し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を

得なければならない。 

（身体的拘束等の禁止） 

第 53 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小

規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的

拘束等を行ってはならない。 

2  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、前項の身体的拘束等を

行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

3  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化

を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 ⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。）を 3 月に 1 回以上開催
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するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底

を図ること。 

 ⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

 ⑶ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修

を定期的に実施すること。 

（法定代理受領サービスに係る報告） 

第 54 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、毎月、組合（法

第 54 条の 2 第 9 項において準用する法第 41 条第 10 項の規定により法第

54 条の 2 第 8 項の規定による審査及び支払に関する事務を国民健康保険団

体連合会に委託している場合にあっては、当該国民健康保険団体連合会）

に対し、指定介護予防サービス等の利用に係る計画において位置付けら

れている指定介護予防サービス等のうち法定代理受領サービスとして位

置付けたものに関する情報を記載した文書を提出しなければならない。 

（利用者に対する指定介護予防サービス等の利用に係る計画等の書類の

交付） 

第 55 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者が他の指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の利用を希望する場合その他

登録者からの申出があった場合には、当該登録者に対し、直近の指定介

護予防サービス等の利用に係る計画及びその実施状況に関する書類を交

付しなければならない。 

（緊急時等の対応） 

第 56 条 介護予防小規模多機能型居宅介護従業者は、現に指定介護予防小

規模多機能型居宅介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が

生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師又はあらかじめ当

該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が定めた協力医療機関へ

の連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

（運営規程） 

第 57 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての

重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の登録定員並びに通いサービ
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ス及び宿泊サービスの利用定員 

⑸ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の内容及び利用料その他の費

用の額 

⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ サービス利用に当たっての留意事項 

⑻ 緊急時等における対応方法 

⑼ 非常災害対策 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑾ その他運営に関する重要事項 

（定員の遵守） 

第 58 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、登録定員並びに

通いサービス及び宿泊サービスの利用定員を超えて指定介護予防小規模

多機能型居宅介護の提供を行ってはならない。ただし、通いサービス及

び宿泊サービスの利用は、利用者の様態や希望等により特に必要と認め

られる場合は、一時的にその利用定員を超えることはやむを得ないもの

とする。なお、災害その他のやむを得ない事情がある場合は、この限り

でない。 

2  前項本文の規定にかかわらず、過疎地域その他これに類する地域におい

て、地域の実情により当該地域における指定介護予防小規模多機能型居

宅介護の効率的運営に必要であると組合が認めた場合は、指定介護予防

小規模多機能型居宅介護事業者は、組合が認めた日から市町村介護保険

事業計画（法第 117 条第 1 項に規定する市町村介護保険事業計画をいう。

以下この項において同じ。）の終期まで（組合が次期の市町村介護保険

事業計画を作成するに当たって、新規に代替サービスを整備するよりも

既存の指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を活用することがよ

り効率的であると認めた場合にあっては、次期の市町村介護保険事業計

画の終期まで）に限り、登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービス

の利用定員を超えて指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供を行う

ことができる。 

（非常災害対策） 

第 58 条の 2 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、非常災害に

関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制

を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、

救出その他必要な訓練を行わなければならない。 
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2  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、前項に規定する訓練の

実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければな

らない。 

（協力医療機関等） 

第 59 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、主治の医師との

連携を基本としつつ、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、

協力医療機関を定めておかねばならない。 

2  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、あらかじめ、協力歯科

医療機関を定めておくよう努めなければならない。 

3  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスの提供体制の

確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護老

人保健施設、介護医療院、病院等との間の連携及び支援の体制を整えな

ければならない。 

（調査への協力等） 

第 60 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、提供した指定介

護予防小規模多機能型居宅介護に関し、利用者の心身の状況を踏まえ、

妥当適切な指定介護予防小規模多機能型居宅介護が行われているかどう

かを確認するために組合が行う調査に協力するとともに、組合から指導

又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改

善を行わなければならない。 

第 61 条 削除 

（居住機能を担う併設施設等への入居） 

第 62 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、可能な限り、利

用者がその居宅において生活を継続できるよう支援することを前提とし

つつ、利用者が第 44 条第 6 項に掲げる施設等その他の施設へ入所等を希

望した場合は、円滑にそれらの施設へ入所等が行えるよう、必要な措置

を講ずるよう努めるものとする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委員会の設置） 

第 62 条の 2 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サー

ビスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、

当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全

並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討
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するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。）を定期的に開催しなければならない。 

（記録の整備） 

第 63 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、従業者、設備、

備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

2  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定介

護予防小規模多機能型居宅介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を

整備し、その完結の日から 2 年間保存しなければならない。 

⑴ 指定介護予防サービス等の利用に係る計画 

⑵ 介護予防小規模多機能型居宅介護計画 

⑶ 次条において準用する第 21 条第 2 項の規定による提供した具体的な

サービスの内容等の記録 

⑷ 第 53 条第 2 項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑸ 次条において準用する第 24 条の規定による組合への通知に係る記録 

⑹ 次条において準用する第 36 条第 2 項の規定による苦情の内容等の記

録 

⑺ 次条において準用する第 37 条第 2 項の規定による事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

⑻ 次条において準用する第 39 条第 2 項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

（準用） 

第 64 条 第 11 条から第 15 条まで、第 21 条、第 23 条、第 24 条、第 26 条、

第 28条、第 28条の 2、第 31条から第 39条まで（第 37条第 4項を除く。）

の規定は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業について準用す

る。この場合において、第 11 条第 1 項中「第 27 条に規定する運営規程」

とあるのは「第 57 条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第 28

条第 3 項及び第 4 項、第 28 条の 2 第 2 項、第 31 条第 2 項第 1 号及び第 3

号、第 32 条第 1 項並びに第 37 条の 2 第 1 号及び第 3 号中「介護予防認知

症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護予防小規模多機能型居宅介

護従業者」と、第 26 条第 2 項中「この節」とあるのは「第 3 章第 4 節」

と、第 39 条第 1 項中「介護予防認知症対応型通所介護について知見を有

する者」とあるのは「介護予防小規模多機能型居宅介護について知見を

有する者」と、「6 月」とあるのは「2 月」と、「活動状況」とあるのは
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「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」と読み替え

るものとする。 

第 5 節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

（指定介護予防小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針） 

第 65 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護は、利用者の介護予防に資

するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

2   指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指定

介護予防小規模多機能型居宅介護の質の評価を行い、それらの結果を公

表し、常にその改善を図らなければならない。 

3  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小規模多

機能型居宅介護の提供に当たり、利用者ができる限り要介護状態となら

ないで自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的と

するものであることを常に意識してサービスの提供に当たらなければな

らない。 

4  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者がその有する能

力を最大限活用することができるような方法によるサービスの提供に努

めることとし、利用者が有する能力を阻害する等の不適切なサービスの

提供を行わないよう配慮しなければならない。 

5  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、指定介護予防小規模多

機能型居宅介護の提供に当たり、利用者とのコミュニケーションを十分

に図ることその他の様々な方法により、利用者が主体的に事業に参加す

るよう適切な働きかけに努めなければならない。 

（指定介護予防小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） 

第 66 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の方針は、第 43 条に規定す

る基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるとこ

ろによるものとする。 

⑴ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、主治の

医師又は歯科医師からの情報伝達を通じる等の適切な方法により、利

用者の心身の状況、その置かれている環境等利用者の日常生活全般の

状況の的確な把握を行うものとする。 

⑵ 介護支援専門員は、前号に規定する利用者の日常生活全般の状況及

び希望を踏まえて、指定介護予防支援等基準条例第 30 条各号に掲げる

具体的取組方針及び指定介護予防支援等基準条例第 31 条各号に掲げる

留意点に沿って、指定介護予防サービス等の利用に係る計画を作成す
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るものとする。 

⑶ 介護支援専門員又はサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所の研修修了者（以下この条において「介護支援専門員等」

という。）は、第 1 号に規定する利用者の日常生活全般の状況及び希望

を踏まえて、他の介護予防小規模多機能型居宅介護従業者と協議の上、

指定介護予防小規模多機能型居宅介護の目標、当該目標を達成するた

めの具体的なサービスの内容、サービスの提供を行う期間等を記載し

た介護予防小規模多機能型居宅介護計画を作成するともに、これを基

本としつつ、利用者の日々の様態、希望等を勘案し、随時適切に通い

サービス、訪問サービス及び宿泊サービスを組み合わせた介護を行わ

なくてはならない。 

⑷ 介護支援専門員等は、介護予防小規模多機能型居宅介護計画の作成

に当たっては、地域における活動への参加の機会の提供等により、利

用者の多様な活動の確保に努めなければならない。 

⑸ 介護支援専門員等は、介護予防小規模多機能型居宅介護計画の作成

に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、

利用者の同意を得なければならない。 

⑹ 介護支援専門員等は、介護予防小規模多機能型居宅介護計画を作成

した際には、当該介護予防小規模多機能型居宅介護計画を利用者に交

付しなければならない。 

⑺ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、利用者

が住み慣れた地域での生活を継続することができるよう、地域住民と

の交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況、希望及

びその置かれている環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス及

び宿泊サービスを柔軟に組み合わせることにより、妥当適切に行うも

のとする。 

⑻ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、利用者

一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を持って家庭的な

環境の下で日常生活を送ることができるよう配慮して行うものとする。 

⑼ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、介護予

防小規模多機能型居宅介護計画に基づき、利用者が日常生活を営むの

に必要な支援を行うものとする。 

⑽ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、懇切丁

寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供
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方法等について、理解しやすいように説明を行うものとする。 

⑾ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、通いサ

ービスの利用者が登録定員に比べて著しく少ない状態が続くものであ

ってはならない。 

⑿ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者が通いサー

ビスを利用していない日においては、可能な限り、訪問サービスの提

供、電話連絡による見守り等を行う等登録者の居宅における生活を支

えるために適切なサービスを提供しなければならない。 

⒀ 介護支援専門員等は、介護予防小規模多機能型居宅介護計画に基づ

くサービスの提供の開始時から、当該介護予防小規模多機能型居宅介

護計画に記載したサービスの提供を行う期間が終了するまでに、少な

くとも 1 回は、当該介護予防小規模多機能型居宅介護計画の実施状況の

把握（以下この条において「モニタリング」という。）を行うととも

に、利用者の様態の変化等の把握を行うものとする。 

⒁ 介護支援専門員等は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて

介護予防小規模多機能型居宅介護計画の変更を行うものとする。 

⒂ 第 1 号から第 13 号までの規定は、前号に規定する介護予防小規模多

機能型居宅介護計画の変更について準用する。 

（介護等） 

第 67 条 介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常

生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行わなければならない。 

2  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、その利用者に対して、

利用者の負担により、利用者の居宅又は当該サービスの拠点における介

護予防小規模多機能型居宅介護従業者以外の者による介護を受けさせて

はならない。 

3  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の食事その

他の家事等は、可能な限り利用者と介護予防小規模多機能型居宅介護従

業者が共同で行うよう努めるものとする。 

（社会生活上の便宜の提供等） 

第 68 条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者の外出の

機会の確保その他の利用者の意向を踏まえた社会生活の継続のための支

援に努めなければならない。 

2  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者が日常生活を営

む上で必要な行政機関に対する手続等について、その者又はその家族が
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行うことが困難である場合は、その者の同意を得て、代わって行わなけ

ればならない。 

3  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、常に利用者の家族との

連携を図るとともに利用者とその家族との交流等の機会を確保するよう

努めなければならない。 

第 4 章 介護予防認知症対応型共同生活介護 

第 1 節 基本方針 

第 69 条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症対応

型共同生活介護（以下「指定介護予防認知症対応型共同生活介護」とい

う。）の事業は、その認知症である利用者が可能な限り共同生活住居

（法第 8 条の 2 第 15 項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。以下

同じ。）において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で入浴、排せ

つ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行うことに

より、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の

維持又は向上を目指すものでなければならない。 

第 2 節 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第 70 条  指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業を行う者（以下

「指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者」という。）が当該事

業を行う事業所（以下「指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所」

という。）ごとに置くべき指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提

供に当たる従業者（以下「介護従業者」という。）の員数は、当該事業

所を構成する共同生活住居ごとに、夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯

に指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たる介護従業者を、

常勤換算方法で、当該共同生活住居の利用者（当該指定介護予防認知症

対応型共同生活介護事業者が指定認知症対応型共同生活介護事業者（指

定地域密着型サービス基準条例第 90 条第 1 項に規定する指定認知症対応

型共同生活介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、

指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業と指定認知症対応型共同

生活介護（指定地域密着型サービス基準条例第 89 条に規定する指定認知

症対応型共同生活介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における指

定介護予防認知症対応型共同生活介護又は指定認知症対応型共同生活介

護の利用者。以下この条及び第 73 条において同じ。）の数が 3 又はその
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端数を増すごとに 1 以上とするほか、夜間及び深夜の時間帯を通じて 1 以

上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われ

る勤務（宿直勤務を除く。）をいう。以下この項において同じ。）を行

わせるために必要な数以上とする。ただし、当該指定介護予防認知症対

応型共同生活介護事業所の有する共同生活住居の数が 3 である場合におい

て、当該共同生活住居が全て同一の階において隣接し、介護従業者が円

滑な利用者の状況把握及び速やかな対応を行うことが可能な構造である

場合であって、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者によ

る安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保されていると認められる

ときは、夜間及び深夜の時間帯に指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業所ごとに置くべき介護従業者の員数は、夜間及び深夜の時間帯を

通じて 2 以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務を行わせるために必要な

数以上とすることができる。 

2  前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受

ける場合は、推定数による。 

3  第 1 項の介護従業者のうち 1 以上の者は、常勤でなければならない。 

4  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に、指定小規模多機能型

居宅介護事業所が併設されている場合において、前各項に定める員数を

満たす介護従業者を置くほか、指定地域密着型サービス基準条例第 63 条

に定める指定小規模多機能型居宅介護事業所の人員に関する基準を満た

す小規模多機能型居宅介護従業者を置いているときは、当該介護従業者

は、当該小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事することができる。 

5  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、指定介護予防認知症

対応型共同生活介護事業所ごとに、保健医療サービス又は福祉サービス

の利用に係る計画の作成に関し知識及び経験を有する者であって介護予

防認知症対応型共同生活介護計画の作成を担当させるのに適当と認めら

れるものを専らその職務に従事する計画作成担当者としなければならな

い。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定介護予防認知

症対応型共同生活介護事業所における他の職務に従事することができる

ものとする。 

6  前項の計画作成担当者は、別に厚生労働大臣が定める研修を修了してい

る者でなければならない。 

7  第 5 項の計画作成担当者のうち 1 以上の者は、介護支援専門員をもって

充てなければならない。ただし、併設する指定小規模多機能型居宅介護
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事業所の介護支援専門員との連携を図ることにより当該指定介護予防認

知症対応型共同生活介護事業所の効果的な運営を期待することができる

場合であって、利用者の処遇に支障がないときは、これを置かないこと

ができるものとする。 

8  前項の介護支援専門員は、介護支援専門員でない他の計画作成担当者の

業務を監督するものとする。 

9  第 7 項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防認知症対応

型共同生活介護事業所（指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所

であって、指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する

事業について 3 年以上の経験を有する指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業者により設置される当該指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業所以外の指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所であって

当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に対して指定介護予

防認知症対応型共同生活介護の提供に係る支援を行うもの（以下この章

において「本体事業所」という。）との密接な連携の下に運営されるも

のをいう。以下同じ。）については、介護支援専門員である計画作成担

当者に代えて、第 6 項の別に厚生労働大臣が定める研修を修了している者

を置くことができる。 

10 介護支援専門員でない計画作成担当者は、特別養護老人ホームの生活相

談員や介護老人保健施設の支援相談員その他の認知症である者の介護サ

ービスに係る計画の作成に関し実務経験を有すると認められる者をもっ

て充てることができるものとする。 

11 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者が指定認知症対応型共同

生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防認知症対応型

共同生活介護の事業と指定認知症対応型共同生活介護の事業とが同一の

事業所において一体的に運営されている場合については、指定地域密着

型サービス基準条例第 90 条第 1 項から第 10 項までに規定する人員に関す

る基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているも

のとみなすことができる。 

（管理者） 

第 71 条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居

ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。

ただし、共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該共同生活住居の

他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することがで
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きるものとする。 

2  前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支障がない場合は、

サテライト型指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所における共

同生活住居の管理者は、本体事業所における共同生活住居の管理者をも

って充てることができる。 

3  共同生活住居の管理者は、適切な指定介護予防認知症対応型共同生活介

護を提供するために必要な知識及び経験を有し、特別養護老人ホーム、

老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、指定認知

症対応型共同生活介護事業所等の従業者又は訪問介護員等として、3 年以

上認知症である者の介護に従事した経験を有する者であって、別に厚生

労働大臣が定める研修を修了しているものでなければならない。 

（指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者の代表者） 

第 72 条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者の代表者は、特別

養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護

医療院、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者若しくは訪問

介護員等として、認知症である者の介護に従事した経験を有する者又は

保健医療サービス若しくは福祉サービスの提供を行う事業の経営に携わ

った経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了し

ているものでなければならない。 

第 3 節 設備に関する基準 

第 73 条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所は、共同生活住居

を有するものとし、その数は 1 以上 3 以下（サテライト型指定介護予防認

知症対応型共同生活介護事業所にあっては、１又は 2）とする。 

2  共同生活住居は、その入居定員（当該共同生活住居において同時に指定

介護予防認知症対応型共同生活介護の提供を受けることができる利用者

の数の上限をいう。第 81 条において同じ。）を 5 人以上 9 人以下とし、

居室、居間、食堂、台所、浴室、消火設備その他の非常災害に際して必

要な設備その他利用者が日常生活を営む上で必要な設備を設けるものと

する。 

3  1 の居室の定員は、1 人とする。ただし、利用者の処遇上必要と認めら

れる場合は、2 人とすることができるものとする。 

4  1 の居室の床面積は、7.43 平方メートル以上としなければならない。 

5  居間及び食堂は、同一の場所とすることができる。 

6  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所は、利用者の家族との交
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流の機会の確保や地域住民との交流を図る観点から、住宅地又は住宅地

と同程度に利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域に

あるようにしなければならない。 

7  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者が指定認知症対応型共同

生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防認知症対応型

共同生活介護の事業と指定認知症対応型共同生活介護の事業とが同一の

事業所において一体的に運営されている場合については、指定地域密着

型サービス基準条例第 93 条第 1 項から第 6 項までに規定する設備に関す

る基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているも

のとみなすことができる。 

第 4 節 運営に関する基準 

（入退居） 

第 74 条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護は、要支援者であって認

知症であるもののうち、少人数による共同生活を営むことに支障がない

者に提供するものとする。 

2  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、入居申込者の入居に

際しては、主治の医師の診断書等により当該入居申込者が認知症である

者であることの確認をしなければならない。 

3  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、入居申込者が入院治

療を要する者であること等入居申込者に対し自ら必要なサービスを提供

することが困難であると認めた場合は、適切な他の指定介護予防認知症

対応型共同生活介護事業者、病院又は診療所を紹介する等の適切な措置

を速やかに講じなければならない。 

4  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、入居申込者の入居に

際しては、その者の心身の状況、生活歴、病歴等の把握に努めなければ

ならない。 

5  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の退居の際に

は、利用者及びその家族の希望を踏まえた上で、退居後の生活環境や介

護の継続性に配慮し、退居に必要な援助を行わなければならない。 

6  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の退居に際し

ては、利用者又はその家族に対し、適切な指導を行うとともに、介護予

防支援事業者等への情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービス

を提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

（サービスの提供の記録） 

-218-



第 75 条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、入居に際して

は入居の年月日及び入居している共同生活住居の名称を、退居に際して

は退居の年月日を、利用者の被保険者証に記載しなければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、指定介護予防認知症

対応型共同生活介護を提供した際には、提供した具体的なサービスの内

容等を記録しなければならない。 

（利用料等の受領） 

第 76 条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、法定代理受領

サービスに該当する指定介護予防認知症対応型共同生活介護を提供した

際には、その利用者から利用料の一部として、当該指定介護予防認知症

対応型共同生活介護に係る地域密着型介護予防サービス費用基準額から

当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者に支払われる地域密

着型介護予防サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとす

る。 

2  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、法定代理受領サービ

スに該当しない指定介護予防認知症対応型共同生活介護を提供した際に

その利用者から支払を受ける利用料の額と、指定介護予防認知症対応型

共同生活介護に係る地域密着型介護予防サービス費用基準額との間に、

不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

3  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前 2 項の支払を受け

る額のほか、次に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができ

る。 

⑴ 食材料費 

⑵ 理美容代 

⑶ おむつ代 

⑷ 前 3 号に掲げるもののほか、指定介護予防認知症対応型共同生活介護

において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となる

ものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認め

られるもの 

4  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の費用の額に係

るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対

し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を

得なければならない。 

（身体的拘束等の禁止） 
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第 77 条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、指定介護予防

認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行ってはならない。 

2  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の身体的拘束等

を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

3  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等の適正

化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 ⑴ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会(テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。）を 3 月に 1 回以上開催

するとともに、その結果について、介護従業者その他の従業者に周知

徹底を図ること。 

 ⑵ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

 ⑶ 介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研

修を定期的に実施すること。 

（管理者による管理） 

第 78 条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施設、指定居宅サービ

ス、指定地域密着型サービス、指定介護予防サービス若しくは地域密着

型介護予防サービス（サテライト型指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業所の場合は、本体事業所が提供する指定介護予防認知症対応型

共同生活介護を除く。）の事業を行う事業所、病院、診療所又は社会福

祉施設を管理する者であってはならない。ただし、当該共同生活住居の

管理上支障がない場合は、この限りでない。 

（運営規程） 

第 79 条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居

ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定め

ておかなければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務内容 

⑶ 利用定員 

⑷ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護の内容及び利用料その他の

費用の額 

⑸ 入居に当たっての留意事項 
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⑹ 非常災害対策 

⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑻ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第 80 条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対し、

適切な指定介護予防認知症対応型共同生活介護を提供できるよう、従業

者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

2  前項の介護従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、利用者が安心し

て日常生活を送ることができるよう、継続性を重視したサービスの提供

に配慮しなければならない。 

3  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、介護従業者の資質の

向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。その際、当

該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、全ての介護従業者

（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第 8 条第 2 項に規

定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除

く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要

な措置を講じなければならない。 

4  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、適切な指定介護予防

認知症対応型共同生活介護の提供を確保する観点から、職場において行

われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必

要かつ相当な範囲を超えたものにより介護従業者の就業環境が害される

ことを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければなら

ない。 

（定員の遵守） 

第 81 条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、入居定員及び

居室の定員を超えて入居させてはならない。ただし、災害その他のやむ

を得ない事情がある場合は、この限りでない。 

（協力医療機関等） 

第 82 条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の病状

の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかなけれ

ばならない。 

2  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき

協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療

機関を定めるように努めなければならない。 
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 ⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応

を行う体制を、常時確保していること。 

 ⑵ 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求め

があった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

3  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、1 年に 1 回以上、協

力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認すると

ともに、協力医療機関の名称等を、当該指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業者に係る指定を行った組合に届け出なければならない。 

4  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号）第 6 条

第 17 項に規定する第 2 種協定指定医療機関（次項において「第 2 種協定

指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第 7 項に規定する

新型インフルエンザ等感染症、同条第 8 項に規定する指定感染症又は同条

第 9 項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対

応を取り決めるように努めなければならない。 

5  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第 2

種協定指定医療機関である場合においては、当該第 2 種協定指定医療機関

との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければなら

ない。 

6  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機

関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が

可能となった場合においては、再び当該指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所に速やかに入居させることができるように努めなければなら

ない。 

7  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、あらかじめ、協力歯

科医療機関を定めておくよう努めなければならない。 

8  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、サービスの提供体制

の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護

老人保健施設、介護医療院、病院等との間の連携及び支援の体制を整え

なければならない。 

（介護予防支援事業者に対する利益供与等の禁止） 

第 83 条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、介護予防支援

事業者又はその従業者に対し、要支援被保険者に対して当該共同生活住

居を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与して
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はならない。 

2  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、介護予防支援事業者

又はその従業者から、当該共同生活住居からの退居者を紹介することの

対償として、金品その他の財産上の利益を収受してはならない。 

（記録の整備） 

第 84 条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、従業者、設備、

備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対する指定

介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に関する次の各号に掲げる記

録を整備し、その完結の日から 2 年間保存しなければならない。 

⑴ 介護予防認知症対応型共同生活介護計画 

⑵ 第 75 条第 2 項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記

録 

⑶ 第 77 条第 2 項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑷ 次条において準用する第 24 条の規定による組合への通知に係る記録 

⑸ 次条において準用する第 36 条第 2 項の規定による苦情の内容等の記

録 

⑹ 次条において準用する第 37 条第 2 項の規定による事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

⑺ 次条において準用する第 39 条第 2 項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

（準用） 

第 85 条 第 11 条、第 12 条、第 14 条、第 15 条、第 23 条、第 24 条、第 26

条、第 28 条の 2、第 31 条から第 34 条まで、第 36 条から第 39 条まで（第

37 条第 4 項及び第 39 条第 5 項を除く。）、第 56 条、第 58 条の 2、第 60

条及び第 62 条の 2 の規定は、指定介護予防認知症対応型共同生活介護の

事業について準用する。この場合において、第 11 条第 1 項中「第 27 条に

規定する運営規程」とあるのは「第 79 条に規定する重要事項に関する規

程」と、同項、第 28 条の 2 第 2 項、第 31 条第 2 項第 1 号及び第 3 号、第

32 条第 1 項並びに第 37 条の 2 第 1 号及び第 3 号中「介護予防認知症対応

型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第 26 条第 2 項中「こ

の節」とあるのは「第 4 章第 4 節」と、第 39 条第 1 項中「介護予防認知

症対応型通所介護について知見を有する者」とあるのは「介護予防認知
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症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「6 月」とあるのは

「2 月」と、第 56 条中「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」とあ

るのは「介護従業者」と、第 58 条の 2 中「指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業者」とあるのは「指定介護予防認知症対応型共同生活介護

事業者」と読み替えるものとする。 

第 5 節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

（指定介護予防認知症対応型共同生活介護の基本取扱方針） 

第 86 条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護は、利用者の介護予防に

資するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提供する指

定介護予防認知症対応型共同生活介護の質の評価を行うとともに、定期

的に次に掲げるいずれかの評価を受けて、それらの結果を公表し、常に

その改善を図らなければならない。 

 ⑴ 外部の者による評価 

 ⑵ 前条において準用する第 39 条第 1 項に規定する運営推進会議におけ

る評価 

3  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、指定介護予防認知症

対応型共同生活介護の提供に当たり、利用者ができる限り要介護状態と

ならないで自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目

的とするものであることを常に意識してサービスの提供に当たらなけれ

ばならない。 

4  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者がその有する

能力を最大限活用することができるような方法によるサービスの提供に

努めることとし、利用者が有する能力を阻害する等の不適切なサービス

の提供を行わないよう配慮しなければならない。 

5  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、指定介護予防認知症

対応型共同生活介護の提供に当たり、利用者とのコミュニケーションを

十分に図ることその他の様々な方法により、利用者が主体的に事業に参

加するよう適切な働きかけに努めなければならない。 

（指定介護予防認知症対応型共同生活介護の具体的取扱方針） 

第 87 条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護の方針は、第 69 条に規定

する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げると

ころによるものとする。 

⑴ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、主治
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の医師又は歯科医師からの情報伝達を通じる等の適切な方法により、

利用者の心身の状況、その置かれている環境等利用者の日常生活全般

の状況の的確な把握を行うものとする。 

⑵ 計画作成担当者は、前号に規定する利用者の日常生活全般の状況及

び希望を踏まえて、他の介護従業者と協議の上、指定介護予防認知症

対応型共同生活介護の目標、当該目標を達成するための具体的なサー

ビスの内容、サービスの提供を行う期間等を記載した介護予防認知症

対応型共同生活介護計画を作成するものとする。 

⑶ 計画作成担当者は、介護予防認知症対応型共同生活介護計画の作成

に当たっては、通所介護等の活用、地域における活動への参加の機会

の提供等により、利用者の多様な活動の確保に努めなければならない。 

⑷ 計画作成担当者は、介護予防認知症対応型共同生活介護計画の作成

に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、

利用者の同意を得なければならない。 

⑸ 計画作成担当者は、介護予防認知症対応型共同生活介護計画を作成

した際には、当該介護予防認知症対応型共同生活介護計画を利用者に

交付しなければならない。 

⑹ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、利用

者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を持って家庭的

な環境の下で日常生活を送ることができるよう配慮して行わなければ

ならない。 

⑺ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、介護

予防認知症対応型共同生活介護計画に基づき、利用者が日常生活を営

むのに必要な支援を行わなければならない。 

⑻ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、懇切

丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提

供方法等について、理解しやすいように説明を行わなければならない。 

⑼ 計画作成担当者は、他の介護従業者及び利用者が介護予防認知症対

応型共同生活介護計画に基づき利用する他の指定介護予防サービス等

を行う者との連絡を継続的に行うことにより、介護予防認知症対応型

共同生活介護計画に基づくサービスの提供の開始時から、当該介護予

防認知症対応型共同生活介護計画に記載したサービスの提供を行う期

間が終了するまでに、少なくとも 1 回は、当該介護予防認知症対応型共

同生活介護計画の実施状況の把握（以下この条において「モニタリン
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グ」という。）を行うとともに、利用者の様態の変化等の把握を行う

ものとする。 

⑽ 計画作成担当者は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて介

護予防認知症対応型共同生活介護計画の変更を行うものとする。 

⑾ 第 1 号から第 9 号までの規定は、前号に規定する介護予防認知症対応

型共同生活介護計画の変更について準用する。 

（介護等） 

第 88 条 介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常

生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行わなければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、その利用者に対して、

利用者の負担により、当該共同生活住居における介護従業者以外の者に

よる介護を受けさせてはならない。 

3  利用者の食事その他の家事等は、原則として利用者と介護従業者が共同

で行うよう努めるものとする。 

（社会生活上の便宜の提供等） 

第 89 条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の趣味

又は嗜
し

好に応じた活動の支援に努めなければならない。 

2  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が日常生活を

営む上で必要な行政機関に対する手続等について、その者又はその家族

が行うことが困難である場合は、その者の同意を得て、代わって行わな

ければならない。 

3  指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、常に利用者の家族と

の連携を図るとともに利用者とその家族との交流等の機会を確保するよ

う努めなければならない。 

第 5 章 雑則 

 （電磁的記録等） 

第 90 条 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定地域密着型介護

予防サービスの提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するも

ののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄

本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識するこ

とができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条にお

いて同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第 14 条

第 1 項（第 65 条及び第 86 条において準用する場合を含む。）及び第 76

条第 1 項並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、
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当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことがで

きる。 

2  指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サ

ービスの提供に当たる者は、交付、説明、同意、承諾その他これらに類

するもの（以下「交付等」という。）のうち、この条例の規定において

書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該

交付等の相手方の承諾を得、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、

磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法をい

う。）によることができる。 

（区域外の指定に関する特例） 

第 91 条 法第 115 条の 12 第 1 項の規定による申請があった場合において、

当該申請に係る事業所が、組合の区域の外にあるときであって、法第 115

条の 12 第 7 項の規定により準用する法第 78 条の 2 第 9 項の規定により同

条第 4 項第 4 号の規定が適用されない場合以外の法第 54 条の 2 第 1 項本

文の指定に係る基準は、前条までの規定にかかわらず、当該事業所が所

在する市町村の条例で定める基準を適用する。  

2  前項の規定は、法第 115 条の 21 の規定により、法第 54 条の 2 第 1 項本

文の指定について、法第 70 条の 2 の規定を準用する場合も適用する。  

附 則 

 （施行期日） 

1  この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

2  この条例の施行の日から令和 7 年 3 月 31 日までの間は、第 32 条第 3 項

（第 64 条及び第 85 条において準用する場合を含む。）の規定の適用につ

いては、同項中「指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則と

して、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるの

は「削除」とする。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

3  この条例の施行の日から令和 7 年 3 月 31 日までの間は、第 53 条第 3 項

の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、

「講じるよう努めなければ」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資
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する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

4  この条例の施行の日から令和 9 年 3 月 31 日までの間は、第 62 条の 2

（第 85 条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、こ

れらの規定中「しなければ」とあるのは、「するよう努めなければ」と

する。 
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議案第 6 号 

 

浜田地区広域行政組合指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関

する基準等を定める条例の制定について 

 

浜田地区広域行政組合指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す

る基準等を定める条例を次のように定める。 

 

令和 6 年 3 月 21 日提出 

 

                    浜田地区広域行政組合 

                     管理者 久保田 章 市 
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浜田地区広域行政組合指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関

する基準等を定める条例 

 

浜田地区広域行政組合指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準等を定める条例（平成 30 年浜田地区広域行政組合条例第 2 号）の全部

を改正する。 

 

目次 

第 1 章 趣旨及び基本方針等（第 1 条―第 1 条の 3） 

第 2 章 人員に関する基準（第 2 条・第 3 条） 

第 3 章 運営に関する基準（第 4 条―第 29 条） 

第 4 章 基準該当居宅介護支援に関する基準（第 30 条） 

第 5 章 雑則（第 31 条） 

附則 

第 1 章 趣旨及び基本方針等 

（趣旨） 

第 1 条 この条例は、介護保険法（平成 9 年法律第 123 号。以下「法」とい

う。）第 47 条第 1 項第 1 号、第 79 条第 2 項第 1 号（法第 79 条の 2 第 4 項

において準用する場合を含む。）並びに第 81 条第 1 項及び第 2 項の規定

に基づき、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定

めるものとする。 

（基本方針） 

第 1 条の 2 指定居宅介護支援の事業は、要介護状態となった場合において

も、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自

立した日常生活を営むことができるように配慮して行われるものでなけれ

ばならない。 

2  指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環

境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉

サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮

して行われるものでなければならない。 

3  指定居宅介護支援事業者（法第 46 条第 1 項に規定する指定居宅介護支

援事業者をいう。以下同じ。）は、指定居宅介護支援の提供に当たって

は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用

者に提供される指定居宅サービス等（法第 8 条第 24 項に規定する指定居
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宅サービス等をいう。以下同じ。）が特定の種類又は特定の指定居宅サ

ービス事業者（法第 41 条第 1 項に規定する指定居宅サービス事業者をい

う。以下同じ。）に不当に偏することのないよう、公正中立に行われな

ければならない。 

4  指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、浜田地区広域行

政組合（以下「組合」という。）、法第 115 条の 46 第 1 項に規定する地

域包括支援センター（以下「地域包括支援センター」という。）、老人

福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 20 条の 7 の 2 に規定する老人介護支

援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援事業者

（法第 58 条第 1 項に規定する指定介護予防支援事業者をいう。以下同

じ。）、介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成 17 年法律第 123 号）第 51 条の 17 第 1 項第 1 号に

規定する指定特定相談支援事業者等との連携に努めなければならない。 

5  指定居宅介護支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、

必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する

等の措置を講じなければならない。 

6  指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を提供するに当たっては、

法第 118 条の 2 第 1 項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を

活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

（申請者の要件） 

第 1 条の 3 指定居宅介護支援事業者の指定に係る法第 79 条第 2 項第 1 号

（法第 79 条の 2 第 4 項において準用する場合を含む。）の条例で定める

者は、法人とする。 

第 2 章 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第 2 条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定居

宅介護支援事業所」という。）ごとに 1 以上の員数の指定居宅介護支援の

提供に当たる介護支援専門員であって常勤であるものを置かなければなら

ない。 

2  前項に規定する員数の基準は、利用者の数（当該指定居宅介護支援事業

者が指定介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第 115 条の 23

第 3 項の規定により地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支

援事業者から委託を受けて、当該指定居宅介護支援事業所において指定

介護予防支援（法第 58 条第 1 項に規定する指定介護予防支援をいう。以
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下この項及び第 13 条第 26 号において同じ。）を行う場合にあっては、当

該事業所における指定居宅介護支援の利用者の数に当該事業所における

指定介護予防支援の利用者の数に 3 分の 1 を乗じた数を加えた数。次項に

おいて同じ。）が 44 又はその端数を増すごとに 1 とする。 

3  前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人国

民健康保険中央会（昭和 34 年 1 月 1 日に社団法人国民健康保険中央会と

いう名称で設立された法人をいう。）が運用及び管理を行う指定居宅介

護支援事業者及び指定居宅サービス事業者等の使用に係る電子計算機と

接続された居宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理システム

を利用し、かつ、事務職員を配置している場合における第 1 項に規定する

員数の基準は、利用者の数が 49 又はその端数を増すごとに 1 とする。 

（管理者） 

第 3 条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに常勤の

管理者を置かなければならない。 

2  前項に規定する管理者は、介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第

36 号）第 140 条の 66 第 1 号イ(3)に規定する主任介護支援専門員（以下

この項において「主任介護支援専門員」という。）でなければならない。

ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない

理由がある場合については、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除

く。）を前項に規定する管理者とすることができる。 

3  第 1 項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければなら

ない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

⑴ 管理者がその管理する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職

務に従事する場合 

⑵ 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定居宅介

護支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

第 3 章 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第 4 条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第 18 条に規定する運営規

程の概要その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要

事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申

込者の同意を得なければならない。 

2  指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あ
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らかじめ、利用者又はその家族に対し、居宅サービス計画が第 1 条の 2 に

規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるものであり、利

用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることがで

きること等につき説明を行い、理解を得なければならない。 

3  指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あ

らかじめ、利用者又はその家族に対し、前 6 月間に当該指定居宅介護支援

事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、

通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において

「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画

の数が占める割合及び前 6 月間に当該指定居宅介護支援事業所において作

成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のう

ちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者

によって提供されたものが占める割合につき説明を行い、理解を得るよ

う努めなければならない。 

4  指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あ

らかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診療所

に入院する必要が生じた場合には、当該利用者に係る介護支援専門員の氏

名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めなければならない。 

5  指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があっ

た場合には、第 1 項の規定による文書の交付に代えて、第 8 項で定めると

ころにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記す

べき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術

を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方

法」という。）により提供することができる。この場合において、当該指

定居宅介護支援事業者は、当該文書を交付したものとみなす。 

⑴ 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

ア 指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又は

その家族の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて

送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録

する方法 

イ 指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録された第１項に規定する重要事項を電気通信回線を通じ

て利用申込者又はその家族の閲覧に供し、当該利用申込者又はその家

族の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該重要事項を記
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録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨

の申出をする場合にあっては、指定居宅介護支援事業者の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

⑵ 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により

一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファ

イルに第 1 項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

6  前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出

力することによる文書を作成することができるものでなければならない。 

7  第 5 項第 1 号の「電子情報処理組織」とは、指定居宅介護支援事業者の

使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算

機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

8  指定居宅介護支援事業者は、第 5 項の規定により第 1 項に規定する重要

事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又はその家

族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書

又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

⑴ 第 5 項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支援事業者が使用する

もの 

⑵ ファイルへの記録の方式 

9  前項の規定による承諾を得た指定居宅介護支援事業者は、当該利用申込

者又はその家族から文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受

けない旨の申出があったときは、当該利用申込者又はその家族に対し、第

１項に規定する重要事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。た

だし、当該利用申込者又はその家族が再び前項の規定による承諾をした場

合は、この限りでない。 

（提供拒否の禁止） 

第 5 条 指定居宅介護支援事業者は、正当な理由なく指定居宅介護支援の提

供を拒んではならない。 

（サービス提供困難時の対応） 

第 6 条 指定居宅介護支援事業者は、当該事業所の通常の事業の実施地域

（当該指定居宅介護支援事業所が通常時に指定居宅介護支援を提供する地

域をいう。以下同じ。）等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な指定居

宅介護支援を提供することが困難であると認めた場合は、他の指定居宅介

護支援事業者の紹介その他の必要な措置を講じなければならない。 

（受給資格等の確認） 
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第 7 条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供を求められた

場合には、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護

認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめるものとする。 

（要介護認定の申請に係る援助） 

第 8 条 指定居宅介護支援事業者は、被保険者の要介護認定に係る申請につ

いて、利用申込者の意思を踏まえ、必要な協力を行わなければならない。 

2  指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、要

介護認定を受けていない利用申込者については、要介護認定の申請が既に

行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用

申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行

わなければならない。 

3  指定居宅介護支援事業者は、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該

利用者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の 30 日前には行われ

るよう、必要な援助を行わなければならない。 

（身分を証する書類の携行） 

第 9 条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支

援専門員に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその

家族から求められたときは、これを提示すべき旨を指導しなければならな

い。 

（利用料等の受領） 

第 10 条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援（法第 46 条第 4 項

の規定に基づき居宅介護サービス計画費（法第 46 条第 2 項に規定する居

宅介護サービス計画費をいう。以下同じ。）が当該指定居宅介護支援事業

者に支払われる場合に係るものを除く。）を提供した際にその利用者から

支払を受ける利用料（居宅介護サービス計画費の支給の対象となる費用に

係る対価をいう。以下同じ。）と、居宅介護サービス計画費の額との間に、

不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

2  指定居宅介護支援事業者は、前項の利用料のほか、利用者の選定により

通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定居宅介護支援を行

う場合には、それに要した交通費の支払を利用者から受けることができる。 

3  指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する費用の額に係るサービスの

提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービ

スの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならな

い。 
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（保険給付の請求のための証明書の交付） 

第 11 条 指定居宅介護支援事業者は、提供した指定居宅介護支援について

前条第 1 項の利用料の支払を受けた場合は、当該利用料の額等を記載した

指定居宅介護支援提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。 

（指定居宅介護支援の基本取扱方針） 

第 12 条 指定居宅介護支援は、要介護状態の軽減又は悪化の防止に資する

よう行われるとともに、医療サービスとの連携に十分配慮して行われなけ

ればならない。 

2  指定居宅介護支援事業者は、自らその提供する指定居宅介護支援の質の

評価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

（指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 

第 13 条 指定居宅介護支援の方針は、第 1 条の 2 に規定する基本方針及び

前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとす

る。 

⑴ 指定居宅介護支援事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービ

ス計画の作成に関する業務を担当させるものとする。 

⑵ 指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨と

し、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理

解しやすいように説明を行う。 

⑵の 2 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」

という。）を行ってはならない。 

⑵の 3 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければ

ならない。 

⑶ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者

の自立した日常生活の支援を効果的に行うため、利用者の心身又は家

族の状況等に応じ、継続的かつ計画的に指定居宅サービス等の利用が

行われるようにしなければならない。 

⑷ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者

の日常生活全般を支援する観点から、介護給付等対象サービス以外の

保健医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な

活動によるサービス等の利用も含めて居宅サービス計画上に位置付け
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るよう努めなければならない。 

⑸ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成の開始に当たっては、

利用者によるサービスの選択に資するよう、当該地域における指定居

宅サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正

に利用者又はその家族に対して提供するものとする。 

⑹ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、適切な

方法により、利用者について、その有する能力、既に提供を受けてい

る指定居宅サービス等のその置かれている環境等の評価を通じて利用

者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営

むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握しなければ

ならない。 

⑺  介護支援専門員は、前号に規定する解決すべき課題の把握（以下

「アセスメント」という。）に当たっては、利用者の居宅を訪問し、

利用者及びその家族に面接して行わなければならない。この場合にお

いて、介護支援専門員は、面接の趣旨を利用者及びその家族に対して

十分に説明し、理解を得なければならない。 

⑻ 介護支援専門員は、利用者の希望及び利用者についてのアセスメン

トの結果に基づき、利用者の家族の希望及び当該地域における指定居

宅サービス等が提供される体制を勘案して、当該アセスメントにより

把握された解決すべき課題に対応するための最も適切なサービスの組

合せについて検討し、利用者及びその家族の生活に対する意向、総合

的な援助の方針、生活全般の解決すべき課題、提供されるサービスの

目標及びその達成時期、サービスの種類、内容及び利用料並びにサー

ビスを提供する上での留意事項等を記載した居宅サービス計画の原案

を作成しなければならない。 

⑼ 介護支援専門員は、サービス担当者会議（介護支援専門員が居宅サ

ービス計画の作成のために、利用者及びその家族の参加を基本としつ

つ、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当

者（以下この条において「担当者」という。）を招集して行う会議

（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」

という。）を活用して行うことができるものとする。ただし、利用者

又はその家族（以下この号において「利用者等」という。）が参加す

る場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の

同意を得なければならない。）をいう。以下同じ。）の開催により、
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利用者の状況等に関する情報を担当者と共有するとともに、当該居宅

サービス計画の原案の内容について、担当者から、専門的な見地から

の意見を求めるものとする。ただし、利用者（末期の悪性腫瘍の患者

に限る。）の心身の状況等により、主治の医師又は歯科医師（以下こ

の条において「主治の医師等」という。）の意見を勘案して必要と認

める場合その他のやむを得ない理由がある場合については、担当者に

対する照会等により意見を求めることができるものとする。 

⑽ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅

サービス等について、保険給付の対象となるかどうかを区分した上で、

当該居宅サービス計画の原案の内容について利用者又はその家族に対

して説明し、文書により利用者の同意を得なければならない。 

⑾ 介護支援専門員は、居宅サービス計画を作成した際には、当該居宅

サービス計画を利用者及び担当者に交付しなければならない。 

⑿ 介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービ

ス事業者等に対して、訪問介護計画（島根県指定居宅サービス等の事

業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成 24 年島根

県条例第 64 号。以下「指定居宅サービス等基準条例」という。）第 24

条第 1 項に規定する訪問介護計画をいう。）等指定居宅サービス等基準

条例において位置付けられている計画の提出を求めるものとする。 

⒀ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画

の実施状況の把握（利用者についての継続的なアセスメントを含む。）

を行い、必要に応じて居宅サービス計画の変更、指定居宅サービス事

業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行うものとする。 

⒀の 2 介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係る

情報の提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状

況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち

必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師等又は薬剤師に

提供するものとする。 

⒁ 介護支援専門員は、第 13 号に規定する実施状況の把握（以下「モニ

タリング」という。）に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅

サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のな

い限り、次に定めるところにより行わなければならない。 

ア 少なくとも 1 月に 1 回、利用者に面接すること。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行
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うこと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、少なくと

も 2 月に 1 回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、利

用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装置等を活用し

て、利用者に面接することができるものとする。 

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書によ

り利用者の同意を得ていること。 

(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の

医師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

a 利用者の心身の状況が安定していること。 

b 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことがで

きること。 

c 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリング

では把握できない情報について、担当者から提供を受けること。 

ウ 少なくとも 1 月に 1 回、モニタリングの結果を記録すること。 

 ⒂ 介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者会議

の開催により、居宅サービス計画の変更の必要性について、担当者か

ら、専門的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、やむを得

ない理由がある場合については、担当者に対する照会等により意見を

求めることができるものとする。 

ア 要介護認定を受けている利用者が法第 28 条第 2 項に規定する要介

護更新認定を受けた場合 

イ 要介護認定を受けている利用者が法第 29 条第 1 項に規定する要介

護状態区分の変更の認定を受けた場合 

 ⒃ 第 3 号から第 12 号までの規定は、第 13 号に規定する居宅サービス計

画の変更について準用する。 

 ⒄ 介護支援専門員は、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合

的かつ効率的に提供された場合においても、利用者がその居宅におい

て日常生活を営むことが困難となったと認める場合又は利用者が介護

保険施設への入院又は入所を希望する場合には、介護保険施設への紹

介その他の便宜の提供を行うものとする。 

 ⒅ 介護支援専門員は、介護保険施設等から退院又は退所しようとする要

介護者から依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行で

きるよう、あらかじめ、居宅サービス計画の作成等の援助を行うもの

とする。 
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 ⒅の 2 介護支援専門員は、居宅サービス計画に厚生労働大臣が定める回

数以上の訪問介護（厚生労働大臣が定めるものに限る。以下この号に

おいて同じ。）を位置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検

討し、当該居宅サービス計画に当該回数以上の訪問介護が必要な理由

を記載するとともに、当該居宅サービス計画を組合に届け出なければ

ならない。 

 ⒅の 3 介護支援専門員は、その勤務する指定居宅介護支援事業所におい

て作成された居宅サービス計画に位置付けられた指定居宅サービス等

に係る居宅介護サービス費、特例居宅介護サービス費、地域密着型介

護サービス費及び特例地域密着型介護サービス費（以下この号におい

て「サービス費」という。）の総額が法第 43 条第 2 項に規定する居宅

介護サービス費等区分支給限度基準額に占める割合及び訪問介護に係

る居宅介護サービス費がサービス費の総額に占める割合が厚生労働大

臣が定める基準に該当する場合であって、かつ、組合からの求めがあ

った場合には、当該指定居宅介護支援事業所の居宅サービス計画の利

用の妥当性を検討し、当該居宅サービス計画に訪問介護が必要な理由

等を記載するとともに、当該居宅サービス計画を組合に届け出なけれ

ばならない。 

 ⒆ 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の

医療サービスの利用を希望している場合その他必要な場合には、利用

者の同意を得て主治の医師等の意見を求めなければならない。 

 ⒆の 2 前号の場合において、介護支援専門員は、居宅サービス計画を作

成した際には、当該居宅サービス計画を主治の医師等に交付しなけれ

ばならない。 

 ⒇ 介護支援専門員は、居宅サービス計画に訪問看護、通所リハビリテー

ション等の医療サービスを位置付ける場合にあっては、当該医療サー

ビスに係る主治の医師等の指示がある場合に限りこれを行うものとし、

医療サービス以外の指定居宅サービス等を位置付ける場合にあっては、

当該指定居宅サービス等に係る主治の医師等の医学的観点からの留意

事項が示されているときは、当該留意点を尊重してこれを行うものと

する。 

 (21) 介護支援専門員は、居宅サービス計画に短期入所生活介護又は短期入

所療養介護を位置付ける場合にあっては、利用者の居宅における自立

した日常生活の維持に十分に留意するものとし、利用者の心身の状況
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等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、短期入所生活介護及

び短期入所療養介護を利用する日数が要介護認定の有効期間のおおむ

ね半数を超えないようにしなければならない。 

 (22) 介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付ける場

合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に福祉用具貸与

が必要な理由を記載するとともに、必要に応じて随時サービス担当者

会議を開催し、継続して福祉用具貸与を受ける必要性について検証を

した上で、継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合にはその理

由を居宅サービス計画に記載しなければならない。 

 (2 3 ) 介護支援専門員は、居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位置付

ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に特定福

祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。 

 (2 4 ) 介護支援専門員は、利用者が提示する被保険者証に、法第 73 条第 2

項に規定する認定審査会意見又は法第 37 条第 1 項の規定による指定に

係る居宅サービス若しくは地域密着型サービスの種類についての記載

がある場合には、利用者にその趣旨（同条第 1 項の規定による指定に係

る居宅サービス若しくは地域密着型サービスの種類については、その

変更の申請ができることを含む。）を説明し、理解を得た上で、その

内容に沿って居宅サービス計画を作成しなければならない。 

 (2 5 ) 介護支援専門員は、要介護認定を受けている利用者が要支援認定を

受けた場合には、指定介護予防支援事業者と当該利用者に係る必要な

情報を提供する等の連携を図るものとする。 

 ( 2 6 ) 指定居宅介護支援事業者は、法第 115条の 23第 3項の規定に基づき、

地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者から指

定介護予防支援の業務の委託を受けるに当たっては、その業務量等を

勘案し、当該指定居宅介護支援事業者が行う指定居宅介護支援の業務

が適正に実施できるよう配慮しなければならない。 

 ( 2 7 ) 指定居宅介護支援事業者は、法第 115条の 48第 4項の規定に基づき、

同条第 1 項に規定する会議から、同条第 2 項の検討を行うための資料又

は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力の求めがあった場合には、

これに協力するよう努めなければならない。 

（法定代理受領サービスに係る報告） 

第 14 条 指定居宅介護支援事業者は、毎月、組合（法第 41 条第 10 項の規

定により同条第 9 項の規定による審査及び支払に関する事務を国民健康保
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険団体連合会（国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号）第 45 条第 5 項

に規定する国民健康保険団体連合会をいう。以下同じ。）に委託している

場合にあっては、当該国民健康保険団体連合会）に対し、居宅サービス計

画において位置付けられている指定居宅サービス等のうち法定代理受領サ

ービス（法第 41 条第 6 項の規定により居宅介護サービス費が利用者に代

わり当該指定居宅サービス事業者に支払われる場合の当該居宅介護サービ

ス費に係る指定居宅サービスをいう。）として位置付けたものに関する情

報を記載した文書を提出しなければならない。 

2  指定居宅介護支援事業者は、居宅サービス計画に位置付けられている基

準該当居宅サービスに係る特例居宅介護サービス費の支給に係る事務に必

要な情報を記載した文書を、組合（当該事務を国民健康保険団体連合会に

委託している場合にあっては、当該国民健康保険団体連合会）に対して提

出しなければならない。 

（利用者に対する居宅サービス計画等の書類の交付） 

第 15 条 指定居宅介護支援事業者は、利用者が他の居宅介護支援事業者の

利用を希望する場合、要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受け

た場合その他利用者からの申出があった場合には、当該利用者に対し、直

近の居宅サービス計画及びその実施状況に関する書類を交付しなければな

らない。 

（利用者に関する組合への通知） 

第 16 条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を受けている利用

者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を組

合に通知しなければならない。 

⑴ 正当な理由なしに介護給付等対象サービスの利用に関する指示に従わ

ないこと等により、要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。 

⑵ 偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受け、又は受けよう

としたとき。 

（管理者の責務） 

第 17 条 指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業

所の介護支援専門員その他の従業者の管理、指定居宅介護支援の利用の申

込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなけ

ればならない。 

2  指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介

護支援専門員その他の従業者にこの章の規定を遵守させるため必要な指揮
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命令を行うものとする。 

（運営規程） 

第 18 条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに、次

に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（以下「運営規程」

という。）を定めるものとする。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 職員の職種、員数及び職務内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料その他の費用の額  

⑸ 通常の事業の実施地域 

⑹ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑺ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保） 

第 19 条 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対し適切な指定居宅介護支

援を提供できるよう、指定居宅介護支援事業所ごとに介護支援専門員その

他の従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

2  指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに、当該指定

居宅介護支援事業所の介護支援専門員に指定居宅介護支援の業務を担当さ

せなければならない。ただし、介護支援専門員の補助の業務についてはこ

の限りでない。 

3  指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員の資質の向上のために、そ

の研修の機会を確保しなければならない。 

4  指定居宅介護支援事業者は、適切な指定居宅介護支援の提供を確保する

観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景と

した言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護支

援専門員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の

必要な措置を講じなければならない。 

（業務継続計画の策定等） 

第 19 条の 2 指定居宅介護支援事業者は、感染症や非常災害の発生時にお

いて、利用者に対する指定居宅介護支援の提供を継続的に実施するため

の、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務

継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を

講じなければならない。 

2  指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員に対し、業務継続計画につ
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いて周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければ

ならない。 

3  指定居宅介護支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必

要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

（設備及び備品等） 

第 20 条 指定居宅介護支援事業者は、事業を行うために必要な広さの区画

を有するとともに、指定居宅介護支援の提供に必要な設備及び備品等を備

えなければならない。 

（従業者の健康管理） 

第 21 条 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員の清潔の保持及び健

康状態について、必要な管理を行わなければならない。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置） 

第 21 条の 2 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所に

おいて感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置

を講じなければならない。 

⑴ 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止

のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。）をおおむね 6 月に 1 回以上開催するとともに、

その結果について、介護支援専門員に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止

のための指針を整備すること。 

⑶ 当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門員に対し、感染

症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施するこ

と。 

（掲示） 

第 22 条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所の見やすい

場所に、運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その他の利用申

込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項（以下この条にお

いて単に「重要事項」という。）を掲示しなければならない。 

2  指定居宅介護支援事業者は、重要事項を記載した書面を当該指定居宅介

護支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させ

ることにより、前項の規定による掲示に代えることができる。 

3  指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲

載しなければならない。 

-244-



（秘密保持） 

第 23 条 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員その他の従業者は、正

当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らし

てはならない。 

2  指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員その他の従業者であった者

が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を

漏らすことのないよう、必要な措置を講じなければならない。 

3  指定居宅介護支援事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の

個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用い

る場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければなら

ない。 

（広告） 

第 24 条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所について広

告をする場合においては、その内容が虚偽又は誇大なものであってはなら

ない。 

（居宅サービス事業者等からの利益収受の禁止等） 

第 25 条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援事業所の管理者は、

居宅サービス計画の作成又は変更に関し、当該指定居宅介護支援事業所の

介護支援専門員に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを位

置付けるべき旨の指示等を行ってはならない。 

2  指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成

又は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサー

ビスを利用すべき旨の指示等を行ってはならない。 

3  指定居宅介護支援事業者及びその従業者は、居宅サービス計画の作成又

は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービ

スを利用させることの対償として、当該居宅サービス事業者等から金品そ

の他の財産上の利益を収受してはならない。 

（苦情処理） 

第 26 条 指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援又は

自らが居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等（第 6 項におい

て「指定居宅介護支援等」という。）に対する利用者及びその家族からの

苦情に迅速かつ適切に対応しなければならない。 

2  指定居宅介護支援事業者は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情

の内容等を記録しなければならない。 
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3  指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援に関し、法

第 23 条の規定により組合が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の

求め又は組合の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦

情に関して組合が行う調査に協力するとともに、組合から指導又は助言を

受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけ

ればならない。 

4  指定居宅介護支援事業者は、組合からの求めがあった場合には、前項の

改善の内容を組合に報告しなければならない。 

5  指定居宅介護支援事業者は、自らが居宅サービス計画に位置付けた法第

41 条第 1 項に規定する指定居宅サービス又は法第 42 条の 2 第 1 項に規定

する指定地域密着型サービスに対する苦情の国民健康保険団体連合会への

申立てに関して、利用者に対し必要な援助を行わなければならない。 

6  指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援等に対する利用者からの

苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う法第 176 条第 1 項第 3 号の調

査に協力するとともに、自ら提供した指定居宅介護支援に関して国民健康

保険団体連合会から同号の指導又は助言を受けた場合においては、当該指

導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

7  指定居宅介護支援事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあっ

た場合には、前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなけれ

ばならない。 

（事故発生時の対応） 

第 27 条 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の

提供により事故が発生した場合には速やかに組合、利用者の家族等に連絡

を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

2  指定居宅介護支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った

処置について記録しなければならない。 

3  指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に

より賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行わなけれ

ばならない。 

（虐待の防止） 

第 27 条の 2 指定居宅介護支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防止

するため、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のための対策を検討

する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす
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る。）を定期的に開催するとともに、その結果について、介護支援専門

員に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のための指針を整備

すること。 

⑶ 当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門員に対し、虐待

の防止のための研修を定期的に実施すること。 

⑷ 前 3 号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

（会計の区分） 

第 28 条 指定居宅介護支援事業者は、事業所ごとに経理を区分するととも

に、指定居宅介護支援の事業の会計とその他の事業の会計とを区分しなけ

ればならない。 

（記録の整備） 

第 29 条 指定居宅介護支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関す

る諸記録を整備しておかなければならない。 

2  指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に

関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から 2 年間保存しな

ければならない。 

⑴ 第 13 条第 13 号に規定する指定居宅サービス事業者等との連絡調整に

関する記録 

⑵ 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した居宅介護支援台帳  

ア 居宅サービス計画 

イ 第 13 条第 7 号に規定するアセスメントの結果の記録 

ウ 第 13 条第 9 号に規定するサービス担当者会議等の記録 

エ 第 13 条第 14 号に規定するモニタリングの結果の記録 

⑶ 第 13 条第 2 号の 3 の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑷ 第 16 条の規定による組合への通知に係る記録 

⑸ 第 26 条第 2 項の規定による苦情の内容等の記録 

⑹ 第 27 条第 2 項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置

についての記録 

第 4 章 基準該当居宅介護支援に関する基準 

（準用） 

第 30 条 第 1 条の 2、第 2 章及び第 3 章（第 26 条第 6 項及び第 7 項を除

く。）までの規定は、基準該当居宅介護支援の事業について準用する。こ
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の場合において、第 4 条第 1 項中「第 18 条」とあるのは「第 30 条におい

て準用する第 18 条」と、第 10 条第 1 項中「指定居宅介護支援（法第 46 条

第 4 項の規定に基づき居宅介護サービス計画費（法第 46 条第 2 項に規定

する居宅介護サービス計画費をいう。以下同じ。）が当該指定居宅介護支

援事業者に支払われる場合に係るものを除く。）」とあるのは「基準該当

居宅介護支援」と、「居宅介護サービス計画費の額」とあるのは「法第 47

条第 3 項に規定する特例居宅介護サービス計画費の額」と読み替えるもの

とする。 

第 5 章 雑則 

（電磁的記録等） 

第 31 条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者

は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定におい

て書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されてい

る又は想定されるもの（第 7 条（第 30 条において準用する場合を含む。）

及び第 13 条第 24 号（第 30 条において準用する場合を含む。）並びに次

項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る

電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識する

ことができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

2  指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者は、交

付、説明、同意、承諾その他これらに類するもの（以下「交付等」とい

う。）のうち、この条例の規定において書面で行うことが規定されてい

る又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、

書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚に

よって認識することができない方法をいう。）によることができる。 

附 則 

  (施行期日) 

1  この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

 （重要事項の掲示に係る経過措置） 

2  この条例の施行の日から令和 7 年 3 月 31 日までの間は、第 22 条第 3 項

（第 30 条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同

項中「指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイ

トに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」とする。 
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議案第 7 号  

 

 

 

 

令 和 5 年 度 

 

 

 

 

浜 田 地 区 広 域 行 政 組 合 

一 般 会 計 補 正 予 算 

（第 3 号） 
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令和 5 年度浜田地区広域行政組合一般会計補正予算（第 3 号） 

 

令和 5 年度浜田地区広域行政組合の一般会計補正予算（第 3 号）は、次に

定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第 1 条 歳入歳出の総額から歳入歳出それぞれ 39,274 千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 1,125,941 千円とする。 

2  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和 6 年 3 月 21 日 提出 

 

浜田地区広域行政組合 

管理者 久保田 章 市 
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第１表　歳入歳出予算補正
１　歳  入

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 入 合 計

 1分 担 金 及 び 負 担 金 908,412 △39,274 869,138

 1負 担 金 908,412 △39,274 869,138

1,165,215 △39,274 1,125,941

（一般会計）
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２　歳  出
（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 出 合 計

 4衛 生 費 960,934 △39,274 921,660

 1清 掃 費 960,934 △39,274 921,660

1,165,215 △39,274 1,125,941
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歳入歳出補正予算事項別明細書
１　総  括

（歳  入）
（単位：千円）

款 　 計 　補 正 額補 正 前 の 額

歳 入 合 計

　１ 分 担 金 及 び 負 担 金 908,412

1,165,215

△39,274

△39,274

869,138

1,125,941

（一般会計）
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（歳  出）

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

（単位：千円）

国県支出金

歳 出 合 計

　 計 　補正前の額 補 正 額

 4衛 生 費 960,934

1,165,215

△39,274

△39,274

921,660

1,125,941 0 0 0

△39,274

△39,274

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

一般財源
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分担金及び負担金                                                                                  

２　歳  入

補 正 前 の 額 補 正 額  計  

 1 分担金及び負担金              

  1 負担金                       

   3 衛生費負担金

     歳     入     合     計

908,412

908,412

823,985

1,165,215

△39,274

△39,274

△39,274

△39,274

869,138

869,138

784,711

1,125,941

款 　 項 　 目

（一般会計）
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金 額区 分

説 明

節

                                                                                                  

（単位：千円）

 2 ご み 処 理 費 負 担 金 △39,274                                             

 普通負担金                        △39,274 
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３　歳  出

国県支出金

  

  

  

  

補正前の額  計  

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

  

款 項 目

  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補 正 額

960,934

960,934

945,738

△39,274

△39,274

△39,274

921,660

921,660

906,464

△39,274

△39,274

△39,274

 4  衛生費        

 1  清掃費        

 2  塵芥処理費    

（一般会計）
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（単位：千円）

                                                                              4  衛生費 （ 1  清掃費）

区 分

 節  

金 額

説 明

 8 

12 

旅費                          

委託料                        

△468

△38,806

   1 エコクリーンセンター管理運営費         
                                   △37,024 
   2 エコクリーンセンター基幹改良工         
     事費                           △2,250 
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議案第 8 号  

 

 

 

 

令 和 5 年 度 

 

 

 

 

浜 田 地 区 広 域 行 政 組 合 

介護保険特別会計補正予算 

（第 4 号） 

  

-261-



 

-262-



令和 5 年度浜田地区広域行政組合介護保険特別会計計補正予算（第 4

号） 

 

令和 5 年度浜田地区広域行政組合の介護保険特別会計計補正予算（第 4 号）

は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第 1 条 歳入歳出の総額から歳入歳出それぞれ 152,354 千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 12,067,682 千円とする。 

2  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和 6 年 3 月 21 日 提出 

 

浜田地区広域行政組合 

管理者 久保田 章 市 
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第１表　歳入歳出予算補正
１　歳  入

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 入 合 計

 2分 担 金 及 び 負 担 金 1,697,372 △39,227 1,658,145

 1負 担 金 1,697,372 △39,227 1,658,145

 4国 庫 支 出 金 3,035,903 △32,590 3,003,313

 1国 庫 負 担 金 1,927,156 △35,616 1,891,540

 2国 庫 補 助 金 1,108,747 3,026 1,111,773

 5支 払 基 金 交 付 金 3,019,443 △54,000 2,965,443

 1支 払 基 金 交 付 金 3,019,443 △54,000 2,965,443

 6県 支 出 金 1,687,530 △29,672 1,657,858

 1県 負 担 金 1,589,920 △29,384 1,560,536

 2県 補 助 金 96,857 △288 96,569

10諸 収 入 132 3,135 3,267

 4雑 入 119 3,135 3,254

12,220,036 △152,354 12,067,682

（介護保険特別会計）
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２　歳  出
（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 出 合 計

 1総 務 費 243,787 △12,120 231,667

 1総 務 管 理 費 185,345 △6,800 178,545

 3介 護 認 定 審 査 会 費 42,894 △5,320 37,574

 2保 険 給 付 費 10,821,769 △200,000 10,621,769

 1介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費 10,023,239 △200,000 9,823,239

 4地 域 支 援 事 業 費 628,121 △2,100 626,021

 2包括的支援事業・任意事業 266,771 △2,100 264,671

費                      

 6基 金 積 立 金 176,474 61,866 238,340

 1基 金 積 立 金 176,474 61,866 238,340

12,220,036 △152,354 12,067,682
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歳入歳出補正予算事項別明細書
１　総  括

（歳  入）
（単位：千円）

款 　 計 　補 正 額補 正 前 の 額

歳 入 合 計

　２

　４

　５

　６

１０

分 担 金 及 び 負 担 金

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

県 支 出 金

諸 収 入

1,697,372

3,035,903

3,019,443

1,687,530

132

12,220,036

△39,227

△32,590

△54,000

△29,672

3,135

△152,354

1,658,145

3,003,313

2,965,443

1,657,858

3,267

12,067,682

（介護保険特別会計）
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（歳  出）

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

（単位：千円）

国県支出金

歳 出 合 計

　 計 　補正前の額 補 正 額

 1

 2

 4

 6

総 務 費

保 険 給 付 費

地域支援事業費

基 金 積 立 金

243,787

10,821,769

628,121

176,474

12,220,036

△12,120

△200,000

△2,100

61,866

△152,354

231,667

10,621,769

626,021

238,340

12,067,682

1,704

△53,168

△10,798

△62,262 0

△50,865

△50,865

△13,824

△95,967

8,698

61,866

△39,227

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

一般財源
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分担金及び負担金                                                                                  

２　歳  入

補 正 前 の 額 補 正 額  計  

 2 分担金及び負担金              

  1 負担金                       

   1 市町村負担金

 4 国庫支出金                    

  1 国庫負担金                   

   1 介護給付費負担金

  2 国庫補助金                   

   1 調整交付金

   2 地域支援事業交付金（介護予防
     ・日常生活支援総合事業）    

   3 地域支援事業交付金（介護予防
     ・日常生活支援総合事業以外の
     地域支援事業）              

   4 保険者機能強化推進交付金

   5 介護保険保険者努力支援交付金

   6 介護保険事業費補助金

 5 支払基金交付金                

1,697,372

1,697,372

1,697,372

3,035,903

1,927,156

1,927,156

1,108,747

860,373

107,822

102,684

19,626

18,241

1

3,019,443

△39,227

△39,227

△39,227

△32,590

△35,616

△35,616

3,026

11,832

△3,784

△785

△5,661

△175

1,599

△54,000

1,658,145

1,658,145

1,658,145

3,003,313

1,891,540

1,891,540

1,111,773

872,205

104,038

101,899

13,965

18,066

1,600

2,965,443

款 　 項 　 目

（介護保険特別会計）
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金 額区 分

説 明

節

                                                                                                  

（単位：千円）

 1 

 3 

 7 

 1 

 1 

 1 

 1 

 1 

 1 

 1 

現年度分介護保険管理費負担金

現年度分介護保険給付費負担金

現年度分地域支援事業費負担金（
介護予防・日常生活支援総合事業
以外の地域支援事業）          

現年度分介護給付費負担金

現 年 度 分 調 整 交 付 金

現年度分地域支援事業交付金（介
護予防・日常生活支援総合事業）

現年度分地域支援事業交付金（介
護予防・日常生活支援総合事業以
外の地域支援事業）            

保険者機能強化推進交付金

介護保険保険者努力支援交付金

介 護 保 険 事 業 費 補 助 金

△13,824

△25,000

△403

△35,616

11,832

△3,784

△785

△5,661

△175

1,599

                                            

 普通負担金                        △13,824 

                                            

 普通負担金                        △25,000 

                                            
                                            
 普通負担金                           △403 

                                            

 現年度分介護給付費負担金          △35,616 

                                            

 現年度分調整交付金                  11,832 

                                            
                                            
 現年度分地域支援事業交付金（介護予防・日常 
 生活支援総合事業）                 △3,784 

                                            
                                            
 現年度分地域支援事業交付金（介護予防・日常 
 生活支援総合事業以外の地域支援事業）       
                                      △785 

                                            

 現年度保険者機能強化推進交付金     △5,661 

                                            

 現年度介護保険保険者努力支援交付金   △175 

                                            

 介護保険事業費補助金                 1,599 
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支払基金交付金                                                                                    

補 正 前 の 額 補 正 額  計  

  1 支払基金交付金               

   1 介護給付費交付金

 6 県支出金                      

  1 県負担金                     

   1 介護給付費負担金

  2 県補助金                     

   1 地域支援事業交付金（介護予防
     ・日常生活支援総合事業）    

   2 地域支援事業交付金（介護予防
     ・日常生活支援総合事業以外の
     地域支援事業）              

   3 介護保険事業費補助金

10 諸収入                        

  4 雑入                         

   5 第三者納付金

     歳     入     合     計

3,019,443

2,921,878

1,687,530

1,589,920

1,589,920

96,857

45,170

51,342

345

132

119

1

12,220,036

△54,000

△54,000

△29,672

△29,384

△29,384

△288

△1

△392

105

3,135

3,135

3,135

△152,354

2,965,443

2,867,878

1,657,858

1,560,536

1,560,536

96,569

45,169

50,950

450

3,267

3,254

3,136

12,067,682

款 　 項 　 目

（介護保険特別会計）
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金 額区 分

説 明

節

                                                                                                  

（単位：千円）

 1 

 1 

 1 

 1 

 1 

 1 

現年度分介護給付費交付金

現年度分介護給付費負担金

現年度分地域支援事業交付金（介
護予防・日常生活支援総合事業）

現年度分地域支援事業交付金（介
護予防・日常生活支援総合事業以
外の地域支援事業）            

介 護 保 険 事 業 費 補 助 金

第 三 者 納 付 金

△54,000

△29,384

△1

△392

105

3,135

                                            

 現年度分介護給付費交付金          △54,000 

                                            

 現年度分介護給付費負担金          △29,384 

                                            
                                            
 現年度分地域支援事業交付金（介護予防事業） 
                                        △1 

                                            
                                            
 現年度分地域支援事業交付金（介護予防・日常 
 生活支援総合事業以外の地域支援事業）       
                                      △392 

                                            

 介護保険事業費補助金                   105 

                                            

 第三者納付金                         3,135 
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３　歳  出

国県支出金

  

  

  

  

補正前の額  計  

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

  

款 項 目

  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補 正 額

243,787

185,345

168,778

16,567

△12,120

△6,800

△2,000

△4,800

231,667

178,545

166,778

11,767

1,704

1,704

1,704

△13,824

△8,504

△3,704

△4,800

 1  総務費        

 1  総務管理費    

 1  一般管理費    

 2  連合会負担金  

（介護保険特別会計）
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（単位：千円）

                                                                          1  総務費 （ 1  総務管理費）

区 分

 節  

金 額

説 明

12 

18 

委託料                        

負担金補助及び交付金          

△2,000

△4,800

 1 介護保険事務費                    △2,000

   1 連合会負担金                   △4,800 
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国県支出金

  

  

  

  

補正前の額  計  

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

  

款 項 目

  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補 正 額

42,894

16,161

26,733

△5,320

△2,920

△2,400

37,574

13,241

24,333

△5,320

△2,920

△2,400

 3  介護認定審査会
    費            

 1  介護認定審査会
    費            

 2  認定調査等費  

（介護保険特別会計）
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（単位：千円）

                                                                    1  総務費 （ 3  介護認定審査会費）

区 分

 節  

金 額

説 明

 1 

 8 

13 

11 

報酬                          

旅費                          

使用料及び賃借料              

役務費                        

△2,400

△120

△400

△2,400

   1 介護認定審査会費               △2,920 

   1 認定調査等費                   △2,400 
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国県支出金

  

  

  

  

補正前の額  計  

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

  

款 項 目

  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補 正 額

10,821,769

10,023,239

3,391,940

500

2,149,439

300

3,997,731

500

12,650

20,185

449,894

100

△200,000

△200,000

△50,000

△50,000

△90,000

△10,000

10,621,769

9,823,239

3,341,940

500

2,099,439

300

3,907,731

500

12,650

20,185

439,894

100

△53,168

△55,254

△11,504

2

△14,743

1

△26,202

2

33

53

△2,897

1

△50,865

△50,865

△10,365

△13,500

△24,300

△2,700

△95,967

△93,881

△28,131

△2

△21,757

△1

△39,498

△2

△33

△53

△4,403

△1

 2  保険給付費    

 1  介護サービス等
    諸費          

 1  居宅介護サービ
    ス給付費      

 2  特例居宅介護サ
    ービス給付費  

 3  地域密着型介護
    サービス給付費

 4  特例地域密着型
    介護サービス給
    付費          

 5  施設介護サービ
    ス給付費      

 6  特例施設介護サ
    ービス給付費  

 7  居宅介護福祉用
    具購入費      

 8  居宅介護住宅改
    修費          

 9  居宅介護サービ
    ス計画給付費  

10  特例居宅介護サ
    ービス計画給付
    費            

（介護保険特別会計）
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（単位：千円）

                                                              2  保険給付費 （ 1  介護サービス等諸費）

区 分

 節  

金 額

説 明

18 

18 

18 

18 

負担金補助及び交付金          

負担金補助及び交付金          

負担金補助及び交付金          

負担金補助及び交付金          

△50,000

△50,000

△90,000

△10,000

   1 居宅介護サービス給付費        △50,000 

   1 地域密着型介護サービス給付費  △50,000 

   1 施設介護サービス給付費        △90,000 

   1 居宅介護サービス計画給付費    △10,000 
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国県支出金

  

  

  

  

補正前の額  計  

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

  

款 項 目

  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補 正 額

243,007

173,877

400

14,147

100

3,687

11,692

39,004

100

243,007

173,877

400

14,147

100

3,687

11,692

39,004

100

636

454

1

37

1

9

31

102

1

△636

△454

△1

△37

△1

△9

△31

△102

△1

 2  介護予防サービ
    ス等諸費      

 1  介護予防サービ
    ス給付費      

 2  特例介護予防サ
    ービス給付費  

 3  地域密着型介護
    予防サービス給
    付費          

 4  特例地域密着型
    介護予防サービ
    ス給付費      

 5  介護予防福祉用
    具購入費      

 6  介護予防住宅改
    修費          

 7  介護予防サービ
    ス計画給付費  

 8  特例介護予防サ
    ービス計画給付
    費            

（介護保険特別会計）
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（単位：千円）

                                                          2  保険給付費 （ 2  介護予防サービス等諸費）

区 分

 節  

金 額

説 明
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国県支出金

  

  

  

  

補正前の額  計  

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

  

款 項 目

  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補 正 額

13,587

13,587

13,587

13,587

35

35

△35

△35

 3  その他諸費    

 1  審査支払手数料

（介護保険特別会計）
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（単位：千円）

                                                                      2  保険給付費 （ 3  その他諸費）

区 分

 節  

金 額

説 明
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国県支出金

  

  

  

  

補正前の額  計  

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

  

款 項 目

  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補 正 額

249,994

249,654

249,994

249,654

652

652

△652

△652

 4  高額介護サービ
    ス等費        

 1  高額介護サービ
    ス費          

（介護保険特別会計）
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（単位：千円）

                                                            2  保険給付費 （ 4  高額介護サービス等費）

区 分

 節  

金 額

説 明
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国県支出金

  

  

  

  

補正前の額  計  

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

  

款 項 目

  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補 正 額

47,916

47,569

347

47,916

47,569

347

126

125

1

△126

△125

△1

 5  高額医療合算介
    護サービス等費

 1  高額医療合算介
    護サービス費  

 2  高額医療合算介
    護予防サービス
    費            

（介護保険特別会計）
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（単位：千円）

                                                    2  保険給付費 （ 5  高額医療合算介護サービス等費）

区 分

 節  

金 額

説 明
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国県支出金

  

  

  

  

補正前の額  計  

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

  

款 項 目

  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補 正 額

244,026

243,202

300

494

244,026

243,202

300

494

637

635

1

1

△637

△635

△1

△1

 6  特定入所者介護
    サービス等費  

 1  特定入所者介護
    サービス費    

 2  特例特定入所者
    介護サービス費

 3  特定入所者介護
    予防サービス費

（介護保険特別会計）
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（単位：千円）

                                                      2  保険給付費 （ 6  特定入所者介護サービス等費）

区 分

 節  

金 額

説 明
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国県支出金

  

  

  

  

補正前の額  計  

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

  

款 項 目

  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補 正 額

628,121

359,739

328,410

30,568

404

357

△2,100 626,021

359,739

328,410

30,568

404

357

△10,798

△9,579

△8,759

△800

△10

△10

8,698

9,579

8,759

800

10

10

 4  地域支援事業費

 1  介護予防・日常
    生活支援総合事
    業費          

 1  介護予防・生活
    支援サービス事
    業費          

 2  介護予防ケアマ
    ネジメント事業
    費            

 3  高額介護予防サ
    ービス費相当事
    業費          

 4  高額医療合算介
    護予防サービス
    費相当事業費  

（介護保険特別会計）
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（単位：千円）

                                            4  地域支援事業費 （ 1  介護予防・日常生活支援総合事業費）

区 分

 節  

金 額

説 明
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国県支出金

  

  

  

  

補正前の額  計  

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

  

款 項 目

  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補 正 額

266,771

266,771

△2,100

△2,100

264,671

264,671

△1,177

△1,177

△923

△923

 2  包括的支援事業
    ・任意事業費  

 1  包括的支援事業
    ・任意事業費  

（介護保険特別会計）
-290-



（単位：千円）

                                                  4  地域支援事業費 （ 2  包括的支援事業・任意事業費）

区 分

 節  

金 額

説 明

 7 

 8 

18 

報償費                        

旅費                          

負担金補助及び交付金          

△500

△1,050

△550

   1 介護相談員派遣事業費           △2,100 
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国県支出金

  

  

  

  

補正前の額  計  

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

  

款 項 目

  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補 正 額

1,611

1,611

1,611

1,611

△42

△42

42

42

 3  その他諸費    

 1  審査支払手数料

（介護保険特別会計）
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（単位：千円）

                                                                  4  地域支援事業費 （ 3  その他諸費）

区 分

 節  

金 額

説 明
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国県支出金

  

  

  

  

補正前の額  計  

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

  

款 項 目

  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補 正 額

176,474

176,474

176,474

61,866

61,866

61,866

238,340

238,340

238,340

61,866

61,866

61,866

 6  基金積立金    

 1  基金積立金    

 1  介護給付費準備
    基金積立金    

（介護保険特別会計）
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（単位：千円）

                                                                      6  基金積立金 （ 1  基金積立金）

区 分

 節  

金 額

説 明

24 積立金                        61,866    1 介護給付費準備基金積立金        61,866 
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